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19 回の号を重ねた筑波学院大学の紀要を
引き継ぎ、日本国際学園大学紀要が発行され
ることを心から嬉しく思います。

この間、日本社会は大きく変化をいたしまし
た。特に、少子高齢化が大きく進展しています。
人口はやや減少しつつも、大幅に減少してい
るわけではありません。大きな変化は、年齢
構成にあります。2005 年には、65 歳以上の
高齢者人口は約 2500 万人、人口比約 20％で
した。2023 年には、高齢者人口は3600 万人
を超え、人口比約 29% に達しました。その一
方、生産年齢人口は2005 年には約 8400 万
人でしたが、2023 年には約 7400 万人となりま
した。

今後も、高齢者人口比率は上昇を続け、
生産者人口は減少し続けます。より少ない生
産者が高齢者を支える将来になることは、前々
から言われておりましたが、現実となりました。

生産者世代にとって、負担は少ないほうが
良いですし、高齢者世代にとって、年金等の
保証が多いほうが良いのは当然です。しかし、
少子高齢化が進展するほど、生産者の負担
は大きくなり、高齢者各人への分配は急速に
減少せざるを得ません。私たちは、この未来
を薄々予測していますが、受け入れ、対応す
る準備をできているとは言えません。

この11月衆院員選挙で躍進した国民民主
党の目玉公約は手取りを増やす、ということに
ありました。これは、まさにこのような現実へ、

生産者世代の反発の気持ちが、国民民主党
への投票に動いた結果と言えるのではないで
しょうか。

解決の方策は、労働生産性を著しく高める
こと以外には、ありません。日本はすでにサー
ビス産業中心の社会になっていますが、サー
ビス産業の労働生産性が低いことが長年指摘
されてきました。そして、少子高齢化社会で
不可欠なのは、多数の高齢者が生活する地
域社会の生活を支えるサービス産業です。そ
もそも、労働者が全く足りない中、サービス産
業の労働生産性を高め、待遇を高めなければ
サービス産業が成り立たず、地域社会が崩壊
してしまいます。とにかく、サービス産業の労
働生産性を高め、サービスを維持向上し、サー
ビス業従事者の待遇を高めるしかありません。
そこで、キーとなるのが、生成ＡＩをはじめとす
るＡＩ技術です。これから、サービス業の現場
にどれだけＡＩ技術を落とし込み、生産性を高
めていけるかに、日本社会の将来、そして、
国民の幸せがかかっています。

このような持続的な社会の発展を根本から
支える重要なファクターが、多くの研究者によ
る地道な研究活動です。教員の研究活動は、
直接間接により良き社会形成につながっていま
す。新たな日本国際学園大学において、より
研究活動が活発に行われ、そして、本紀要
がその発表の場として活用されることを大いに
願っております。

日本国際学園大学　紀要発行に寄せて

日本国際学園大学学長　 橋本　綱夫

＜招待寄稿＞
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ワンチップマイコン搭載型無線モジュールを用いた
「情報システム」を理解するための熱中症予防システムの開発

　
篠崎　健一＊・高藤　清美＊＊

Development of a heat stroke prevention system for understanding  
“information systems” based on a wireless module  

with a one-chip microcomputer

Kenichi SHINOZAKI ＊ and Kiyomi TAKATO ＊＊

抄　録

高等学校学習指導要領 情報編で示している ｢第６節　情報システムのプログラミング｣ の中では、
情報システムのプログラミングに関する知識と技術を身に付け、課題を発見し解決する力を養うこと
を重視している。

そこで、本研究では、社会的問題の一つである「熱中症対策」に焦点を絞り、外出者の位置情
報や周辺の気象状況を自動的に記録し、暑さ指数等を視覚的に確認しながら、注意喚起・危険度
を通知できる「情報システム」を模倣した教材を開発した。本編では、その機能・仕組み及び試行
実践の教育的結果を報告する。
　
キーワード： 情報システム、情報教育、工業教育、プログラミング、ESP32

＊　　茨城県立土浦工業高等学校、Ibaraki Prefectural Tsuchiura Technical High School
＊＊　日本国際学園大学 経営情報学部、Japan International University

１．はじめに

生徒がよく利用する SNS やオンラインゲーム
は、表面上は違って見えるが、どちらも実体は

「情報システム」であり、「コンピュータを中心と
する情報を処理する機器と、情報を伝達するネッ
トワークを組合わせて、様々なサービスや機器
を提供するシステム」と定義している1）。

このように、情報システムとは、単独で動作す

るもので無く、他の要素と有機的な繋がりを持っ
たり、協調してより良い目標を目指す、重要な要
素である。

文部科学省 高等学校学習指導要領 情報編
で示している｢第6節 情報システムのプログラミ
ング｣ の中では、情報システムのプログラミング
に関する知識と技術を身に付け、課題を発見し
解決する力を養うことを重視している。

これらを踏まえ、高等学校では、情報システム
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を日々利用する生徒たちに、その仕組みを理解
させるためのプログラミング教育を実施してきた
が、その中核となるソフトウェアやサーバ、情報
機器の動作を見ることは困難なため、授業の中
で情報システムを理解させることは容易ではな
かった。

そこで、國近らは、ソフトウェア開発のサイク
ルを繰り返すことで、情報システムに関するプ
ログラミングについての動機づけに有意性がみ
られた2）。間近らは、情報システムの仕組み
を理解させるために、プログラミングの導入に
ついてドリトル、そして情報システムの構築では
JavaScriptとPHP を連携して、授業実践する
ことで、情報システムに関するプログラミングの
役割と学ぶ意義を理解させることができたと報告
している3）。これらの研究は、いずれも情報シス
テムの対象を限定せずに一般性のある方法論
のプログラミング教育に焦点を充ててきた。

しかし、文部科学省が示す、 学習指導要
領「高等学校学習指導要領解説（情報編）の

「情報Ⅱ」では、情報科で行うプログラミングの
Q&A の中で、その具体例として、｢高齢者の
状況を見守るために異常があれば遠く離れた子
供の携帯情報端末にメッセージを届けるシステム
を通して、状況を見守るためのセンサ部分、異
常かどうかを判断する部分、携帯情報端末にメッ
セージを届ける部分などのモジュールに分割する
こと、これを統合してシステムとして稼働させるな
ど」などと指摘している。

これに対し、最近の社会的課題として気候
変動の問題がある。その中で生活する人の身
体への影響も大きく、暑熱障害による急性循環
器疾患のリスクが年々高まっている4）。これより、
夏場の工事現場や工場室内における勤務、高
齢者の徘徊問題、朝のジョギングや日中の買い
物など、あらゆる場面において、熱中症被害の
危険が潜んでいる。例えば、建設現場におけ
る作業員の身体情報を遠隔監視しながら、注
意喚起を促すシステム5）, 6）や学校管理では、生
徒の身の安全を守る監視システム7）など、身近

なものがインターネットに接続し、健康管理を行う
情報システムが徐々に普及してきた。

このように、実用されている情報システムは、
多くのものにセンサーが内蔵されて、収集した
データや情報を無線通信技術などでネットワーク
を通してクラウドに送り、サーバ側で、付加価
値の高い情報やサービスを提供している。こう
することで、様々な社会的課題の解決に繋げて
いる。

そこで、本研究では、社会的問題の一つで
ある「熱中症対策」に焦点を絞り、人間の行動
支援を目的として、外出者の位置情報や周辺
の気象状況を自動的に記録し、暑さ指数等を
視覚的に確認しながら、緊急時には、本人や
そのご家族に、注意喚起・危険度を通知できる
情報システムを模倣した教材を開発した。

このような「情報システム」について社会的な
事例を取り上げて学習できる制御教材に関する
論文は他には見当たらなかった。

そこで、本編では、本教材の機能や仕組み
及び試行実践の結果を報告する。

２．熱中症予防システム

本 教 材 は、 無 線 モジュールである ESP-

WROOM-32を制御装置として適用した学習教
材である。

本機能は、（1）熱中症予測・警告、（2）忘
れ物防止・通知、（3）移動物体・確認の3機
能で構成した。
（1）の選定理由は、熱中症には様 な々症状が

ある。そのため、頭痛や倦怠感を感じている場
合、熱中症の初期症状に気付きづらい。（2）は、
我々が外出するとき、気候によっては熱中症や脱
水症の予防策として飲料水（水分補給）等を持
参する。（3）については、位置情報を得るため
であり、この3機能は不可欠だと判断した。

2.1　開発環境
教材の開発にあたり、公立学校では、教育
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助成金は減少傾向にあり十分な資金を確保して
教材開発に使用できる予算の確保は難しい。そ
こで、本研究では、予算を出来るだけ掛けずに、
学校に眠る開発環境、電子部品等を有効活用
して開発することにした（表1）。

2.2　熱中症予測・警告機能
本機能は、ウォーキングをしたり、外出する時に、

体に取り付けるタイプの計測装置である（図1）。
装置には、GPS、心拍センサ、湿温度セン

サが装着されており、各センサ類から周囲の気
象情報を読み取り、温度・湿度から熱中症危
険度の指標である WBGT を求め、危険度ごと
の警告を装着者やその家族にメールで位置情
報を通知するというものである。

2.2.1　ハードウェア構成
本教材（図2）には、センサ類の他に動作確認

用の赤色 LED が1個と、入力用のタクトスイッチ
が搭載されている。また、移動することを前提とし
ているため、アームバンドに取り付けるタイプとした。

2.2.2　使用電子部品
ESP-WROOM-32とは、Espressif Systems

社が開発した Wi-FiとBluetooth を内蔵する低
コスト、低消費電力なマイクロコントローラを搭載
した小型の無線モジュールであり、中心的な役
割を行う装置である。

GT-U7とは、高感度、低消費電力であり非
常に高いトラッキング感度を有した GPS モジュー
ルである。動作電圧が3V ～ 5V のため本シス
テムでは5V を電源に使用した。

GT-U7からの出力はシリアル通信を使用して
いるので、ESP32が持つ3つの UART の一つ
である UART2を利用した。

Ampedとは、光学式の心拍センサであり血
流の流れを光の反射量から血中のヘモグロビン
量の変化から求めることで、脈拍値を計測する。
本機能では、熱中症になると脈拍数が増えるこ
とから、緊急時の判断方法とした。この値をメー
ルにて通知する。

BME28とは、単体で温度・湿度・気圧の
3種類の環境情報を取得可能なセンサである。
本機能では入力信号が少なく済むため I2C 通
信を採用した。

図 2 ﾊｰﾄﾞｳｪｱ外観

表1　開発環境

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ

ESP-WROOM-32
・温湿度気圧ｾﾝｻ(BME280)
・GPSﾓｼﾞｭｰﾙ(GT-U7)
・心拍ｾﾝｻ(Pulse Sensor Amped)
・Groveｼﾘｱﾙｶﾒﾗ
・圧電ﾌﾞｻﾞｰ
・圧力ｾﾝｻ（FSR402）
・ﾎｰﾙｾﾝｻ（ANMBEST_JPM117）

ｿﾌﾄｳｪｱ

・Arduino IDE 
・Arduino Core for ESP32
・Kotlin(Java)
・Android Studio
・Open Weather Map

図1　機能概要

熱中症
危険指数

心拍ｾﾝｻ

温度ｾﾝｻ

湿度ｾﾝｻ

気象情報計測
熱中症危険指数

wifi
GPS

位置状況、

湿温度 通知

GPS
気象情報

walking

g
WBGT:31℃以上
危険ﾚﾍﾞﾙ 通知

図2　ハードウェア外観

Amped

BME28

0

ESP-WROOM-32

GT-U7

77

arm 

band
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2.2.3　ソフトウェア構成
熱中症の予測の方法は、WBGT を用いた。

WBGTとは、熱中症を予防することを目的とし、
米国で提案された指標である。単位は摂氏（℃）
であり、気温、湿度、日射・輻射熱の3要素を
取り入れ、『蒸し暑さ』を1つの単位で総合的に
表したものである。人体と外気との熱収支に着
目し、人が受ける暑熱環境による熱ストレスの評
価の批評であり、WBGT を温度指標に採用し、
温度指標を4段階に分類している（表2）。

WBGT では、自然湿球温度と黒球温度を測
定し、さらに屋外で太陽照射のある場合は、乾
球温度を測定し、それぞれの測定値を基に計
算を行う。自然湿球温度とは、強制通風するこ
となく、輻射熱を防ぐための球部の囲いをしな
い環境に置かれた濡れガーゼで覆った温度計
が示す値である。黒球温度とは、（1）直径が
150mm であること（2）平均放射率が0.95（つ
や消し黒色球）であること（3）厚さが出来るだ
け薄いこと、この3つの特性を持つ中空黒球の
中心に位置する温度計が示す値である。乾球
温度とは、周囲の通風を妨げない状態で、輻
射熱による影響を受けないように球部を囲って測
定された乾球温度計が示す値のことである。

算出式は、屋外の場合、 

WBGT=0.7* 湿球温度 +0.2* 黒球温度
+0.1* 乾球温度・・・・（a）

としている。
そこで、日本気象学会の「日常生活に関する

指針」の運動時における指針を基準に、5段階
評価を採用することにした（表3）。熱中症危険
度を測定する際、①湿度、②日射・輻射など
周辺の熱環境、③気温の3つのデータを測定
する必要があるが、一般的なセンサでは、②の
日射・輻射などの周辺の熱環境を測定すること
ができないため、日本気象学会から示されてい
る近似式である、

WBGT=（湿度 -20）*  （（気温 -40）̂2*
（-0.00025）+0.185）+11/15*（気温 -25）

+17.8・・・（b）

以上の算出式（b）を適用し、制御プログラム
を作成した。BME280で計測後、この近似式
を用いて WBGT へ変換し、5段階の熱中症危
険度で表示する。

メール送信は、システム起動時やタクトスイッチ
を押した時に、熱中症の危険度を通知する。メー
ル送信は ESP3 2の HTTPS クライアントライブラ
リを利用して、SMTP で送信するという流れで
ある（図3）。

図3　メール通知結果（危険度通知）

表2　ISO WBGT

暑さ指数(WBGT) レベル

31℃以上 危険
28～31℃ 厳重警戒
25～28℃ 警戒
25℃未満 注意

表3　日本気象学会 日常生活に関する指数

気温
暑さ指数
(WBGT)

レベル

35℃以上 31℃以上： 運動は原則中止

31～35℃ 28～31℃：
厳重注意

(激しい運動は中止)

28～31℃ 25～28℃
警戒

(積極的に休憩)

24～28℃ 21～25℃
注意

(積極的に水分補給)

24℃未満 21℃未満
ほぼ安全

(適宜水分補給)
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2.3　忘れ物防止・通知機能
我々が、外出するとき、熱中症や脱水症の

予防として飲料水（水分補給）を持参したり、ま
た、感染症防止のためマスク等を持参する。そ
こで、忘れ物を防止・予防するための機能を作
成した（図4）。

2.3.1　ハードウェア構成
本機能の特徴は、無線モジュール ESP32を

2つ用意し、1つの ESP32をサーバ用、もう1つ
はクライアント用と位置付け、常時、Bluetooth

で相互通信しながら、互いの存在を確認すると
いう仕組みである。

2.3.2　クライアント側 ESP32
クライアント側には、圧力センサによって重さを

取得する。この圧力センサ上に重量がかかって
いるか、いないかを常時、サーバ側へ送信する

（図5）。
ESP32は、市販の小箱に格納して、左側の

空きエリアに持参するものを置く。すると、その
下に、圧力センサを置いているので、重量を感

知する。なお、組み込んだ圧力センサは、電流
を流して帰ってきた値を読み取り情報を得るよう
にした。回線自体は容易で、 GNDとVCC に接
続するだけでよい。クライアント側では、ESP32
の基板に取り付けた圧力センサの上に、持参品
を置く。その場合、もし、何か持参品が置いて
あれば、その重さを、随時、サーバ側に通信する。
これより、圧力センサ上に、何か置いてあれば
「1」、そうでなければ「0」として、動作する制
御プログラムを搭載した。

2.3.3　サーバ側 ESP32（開閉口・固定型）
サーバ側の ESP32は、扉の上部に設置し、

磁気センサを接続することで、扉に取り付けたネ
オジム磁石を感知することで扉の開閉の判断を
行う（図6）。具体的には、扉が閉じている時に
は磁石がホールセンサに接近し、磁気を感知す

図 4  機能概要

図 6 サーバｰ側 ESP32 の外観図 5 ｸﾗｲｱﾝﾄ側 ESP32

【持参品】

財布

水分

通過

忘れ物無

ESP32(ｻｰﾊﾞ)

ESP32(ｸﾗｲｱﾝﾄ)
ESP32(ｸﾗｲｱﾝﾄ)

ESP32(ｸﾗｲｱﾝﾄ)

【持参品】

財布

水分

通過

忘れ物有

警告音

忘れ物有

ESP32(ｻｰﾊﾞ)

圧電ﾌﾞｻﾞｰ

図4　機能概要

図5　クライアント側 ESP32

ESP32

ここに持参品を置く

圧力

ｾﾝｻ

図6　サーバｰ側 ESP32の外観

ESP32

磁気

ｾﾝｻｰ

磁

石圧電ﾌﾞｻﾞｰ
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る。逆に、扉が開くと磁石がセンサから離れ磁
気を感知できなくなる。この原理を利用して、扉
の開閉を判断するようにした。サーバ側で感知
する扉の開閉の状態とクライアント側で感知す
る重さをもとに、扉が開いていれば、サーバ側
の圧電ブザーが警告音を鳴らして、忘れ物を
通知する。 電圧ブザーは、GNDとVCC に接
続し音を出力し、磁気センサは GNDとVCC、
Signal 部分に接続し、電流値を読み取って情
報を得ている。

2.3.4　サーバ側 ESP32（CS 型）
外 出 時にはクライアント側 ESP32（ 図5）

を携 帯するが、もう片方のサーバ側 ESP32
（M5Stack）を開閉口に固定せずに、クライアン
ト側同様に移動型として持参することで互いに、
人間と同時に ESP32も移動することになる（図
7）。この性質を利用して、もし互いの通信が途
切れた場合は、忘れ物有、 通信できていれば

忘れ物無となる。 忘れ物有となった場合、サー
バ側の M5Stack から、音声データで忘れ物を
警告するとともにメールにて通知する。M5Stack

とは、液晶ディスプレイ、スピーカー、バッテリー
などを一体化した5cm×5cm の小型マイコン
である。ESP32も搭載しているので、Wi-Fi や
Bluetooth で通信することができる（図8）。

2.4　移動物体・確認機能
近年、高齢化に伴い、認知症患者やお年寄

りの徘徊などが問題になっている。そこで、認
知症患者などにも活用できるよう、装着者の位
置と、周辺の画像を確認できる機能を作成した 

（図9）。この機能は、ESP32にカメラを接続し
て、 サーバ側にアップロードすることで、どこか

図7　サーバｰ側 ESP32（CS 型）

ｸﾗｲｱﾝﾄ型

ESP32

(持参品)

ｻｰﾊﾞ型

ESP32

M5Stack

ｸﾗｲｱﾝﾄ-

ｻｰﾊﾞ間

で、随時

Bluetoo

th 通信

図8　サーバｰ側 ESP32の装着

装着

M5Stack(ESP32 内蔵音声

ｽﾋﾟｰｶｰ搭載)

ESP32 SD ｶｰﾄﾞ

画像保存

ｼﾘｱﾙｶﾒﾗ

装着者の

周辺の様子

DownLoad

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝで

確認

図9　移動物体確認（周辺画像の確認）
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らでも画像を確認できるというものである。閲覧
方法は、スマートフォンからブラウザを立ち上げ、 

URL にカメラの IP アドレス等を入力するだけで
ある。装着者の位置情報は GPS モジュールか
ら、随時、1分間間隔で送信されている。また、
タクトスイッチを押すことで、強制的に計測し、
通知することもできる。位置情報は、Ambient

を活用して地図上に表示し、時間、気温等も
グラフ表示で見ることができる。さらに、事前
に、家族の方のメールアドレスを登録しておけ
ば、メールにてその位置情報を通知することもで
きる。

３．実践結果

3.1　試行実践
今回の被調査者は、前任校である県立水戸

工業高等学校 情報技術科3年40人を対象に、
科目｢実習｣（3単位）の中で、令和4年5月か
ら3週 間（5月13日、20日、27日）、 全9時 間
で、「熱中症を予防する情報システムを理解しよ
う」という題材で実施した（表4）。授業内容は、
教材の体験とプログラムの作成である。 授業形
態は、本教材及び施設・設備及び教員の配置
等の関係上、1クラス（40名）を2グループに分
けて実施した（表5）。まず、4h に、本教材を

直に体に装着して体験する授業（各教材体験
学習と示す。）の後で、5h にプログラムを作成
する授業（以下、 プログラム作成学習と示す。）
を行うA グループと、はじめに、プログラム作成
学習を行った後、5h に各教材体験学習を行う
B グループに分けて指導した。6h はそれぞれ
の進度状況に応じて、学習内容を自由に選択
させた。また、A グループとB グループの入替
は隔週交替として実施した。

指導体制は、筆者と実習助手1人は、プロ
グラム作成学習を担当し、その他教諭1名が、
体験学習を担当した。プログラム作成学習で
は、2名1組とチームとなり、コミュニケーション
を図りながら、プログラム作成、コンパイル、実
行のサイクルを協働的に活動するという指導を
展開した。

指導内容は、第1回目の実習（3時間分）で
は、熱中症予測・警告機能について Arduino 

Core for ESP32を用いて WBGT を算出し、結
果を通知するプログラムの作成を行った。

次に、第2回目の実習（3時間分）では、第
1回目と同様の指導体制、学習方法で、忘れ
物防止・通知機能に関するプログラムの作成を
行った。

第3回目の実習では、移動物体・確認機能
ということで、 サンプルプログラムとして、Java で
動作する Kotlin、及び、Android Studio を用
いたプログラムの作成に挑戦した。第1回目か
ら第3回目の6h は、自由選択学習とした。自分
たちのプログラムがどの様に動くか、また欠点は
あるのか、改良するところはあるのかなど見極め
るため活動とした。例えば、プログラムを改良す
る際には、スパイラルモデルの技法を行い機能
拡張させていくという指導方法で行った。

スパイラルモデルとは、プログラム開発におけ
るシステム設計技法の1つであり、手直しが前
提となっているモデルなので、途中で新たな課
題が発生しても、慌てる手間はない。ある程度
のプログラムを作成した後、課題を取り入れなが
ら徐々に機能を拡張していく技法である。スパイ

表4　試行実践 全体計画

週 時間 授業内容

1 1、2、3

本教材 全体概要 解説

熱中症予測・警告機能ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

(Arduino Core for ESP32)

2 4、5、6
忘れ物防止・通知機能ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

(Arduino Core for ESP32)

3 7、8、9
移動物体・確認機能ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

(Kotlin(Java)、Android Studio)

表5　試行実践（1回分）

時間 Aｸﾞﾙｰﾌﾟ Bｸﾞﾙｰﾌﾟ

4h 各教材体験学習 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成学習

5h ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成学習 各教材体験学習

6h 自由選択学習

─ 9 ─

篠崎健一・高藤清美：ワンチップマイコン搭載型無線モジュールを用いた「情報システム」を理解するための熱中症予防システムの開発



ラルモデルは、マネジメント技法である OODA

ループの前身の考え方である。これより、生徒
は、試行錯誤しながら、論理エラーを修正したり、
プログラム作成の勘所などを養いながら、実践
的経験を積んで行った。

3.2　理解度アンケート調査
生徒40名に、授業前と終了後の2回、8種

類の質問に対し、1:「全く理解できない」、2:「少
し理解できた」、3:「まあまあ理解できた」、4:「少
し理解できた」、5:「良く理解できた」までの5
段階（1 ～ 5）による自己評価を求めた。その質
問内容は以下に記述する。

Q1. 情報システムの意味・目的
Q2. 情報システムの有効性及び活用事例
Q3. 社会的課題と情報システムの関係性
Q4. 熱中症の危険度の求め方
Q5. 計測・制御プログラムの作り方
Q6. 各種センサの特性と扱い方
Q7. クライアントとサーバの違い
Q8. 計測機器の製作方法

得点の高いほどその項目が重要となる（表
6）。以上のような結果となった。

3.3　本教材を用いた授業の統計的検定結果
今回、授業前と実施後に、（1）熱中症予

測・警告機能、（2）忘れ物防止通知・固定型、
（3）忘れ物防止通知・CS 型、 （4）移動物体・
確認の4機能を活用した授業について、それぞ

れ「『情報システム』に関する学習内容に興味・
関心及び学習の意欲の高揚があるか。」という
質問をした。

その結果、クロス表にすると表7のような結果
が得られた。この中で、｢熱｣は（1）、｢固｣は（2）、
｢C｣ は（3）、｢移｣ は （4）についてであり、数
値は回答数である。まず、開始前、実施後の
いずれも「効果あり」と回答した生徒が40名で
あり、開始前に ｢効果あり｣ と回答し、実施後
に ｢効果なし｣と回答した生徒は13名であった。

さらに、開始前に ｢効果なし｣ と回答し、実
施後に ｢効果あり｣と回答した生徒は87名であ
り、開始前、実施後のどちらも｢効果なし｣と回
答した生徒は11名であった。

3.4　考察
本研究を考察してみると、「3.2　理解度アン

ケート調査」（表6）では、授業開始前と後の5
段階評定の平均と標準偏差、並びに、t 検定
結果を示した。

ここでは、n=40なので、t は自由度39であり、
1.685である。これより、8項目中、6項目で有
意差が見られた。平均値は高得点ほど「理解
できた」という意味である。
「3.3　本教材を用いた授業の統計的検定結

果」（表7）では、「実践前後とでは、情報シス
テムに関する学習内容に興味・関心及び学習
の意欲の高揚が見られなかった」という帰無仮
説を立て、有意水準0.05でχ2（カイ2乗）検
定をしたが4.55となった。有意水準が0.05で、 

χ2分布表より値を求めると約3.84が得られる。
よって、χ2＞λが成り立つから、帰無仮説を棄
却できたが、｢興味・関心及び学習の意欲の高
揚が見られた｣とは判断できなかった。その理

表6　理解度結果

理解度

質問内容 平均 SD 平均 SD 確率(p値) t値

Q1 3.75 0.62249 4.35 0.47697 0.0040359 3.26917
Q2 3.2 1.01366 3.9 0.76811 0.0092577 2.8961
Q3 3.35 1.01366 4.4 0.8 0.0075734 2.98719
Q4 2.25 0.53619 3.25 0.43301 0.0000002 7.95822
Q5 3.1 1.41067 4.35 0.85294 0.0040880 3.26347
Q6 3.6 0.73485 3.8 0.92736 0.4469309 0.77664
Q7 3.05 0.80467 4.15 1.38834 0.0146693 2.68457
Q8 3.25 1.04283 3.55 0.66895 0.1625500 1.45297

n=40(授業前) n=40(授業後)

表7　本教材の統計的検定結果（複数回答可）
前

後
効果あり 効果なし

効果

あり

熱 15 C 3 計

40

熱 20 C 15 計

87固 20 移 2 固 32 移 10

効果

なし

熱 4 C 2 計

13

熱 2 C 3 計

11固 3 移 4 固 1 移 5
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由は、開始前に効果ありと回答し、実施後に効
果なしと回答した人数が13名、尚且つ、ともに
効果なしと回答した人数が11名であった。

以上より、本教材は、コンピュータの持つ特
徴であるプログラミングやネットワークを利用した

「情報システム」を実際に生徒の目の前で見せ
ることができた。

４．結論

本教材を開発した結果として、授業内で問題
なく活用することができたが、若干の微調整が
必要であることが分かった。

具体的には、本教材の全体を制御する ESP-

WROOM-32の電源電圧は、2.2V ～ 3.3V 程
度である。通常、新たな機能を拡張する場合、
Arduino を用いることが多いが、Arduino の電
源電圧は5V であるため、教材の発展性を検討
すると選択の幅が狭くなってしまう可能性がある。
また Arduno の analogWrite 関数が使えない
ので対策を講じたい。

しかし、「2.1　開発環境」の採用理由や
IoT 機能も充実しているため、ネットワークを活用
した計測制御系の学習用教材としては有効で
あると判断できる。

教材を使用した結果では、「3.2　理解度ア
ンケート調査」及び「3.3　本教材を用いた授
業の統計的検定結果」の考察より、生徒に、日
常生活で応用されている「情報システム」に興
味を持たせることができるだけでなく、普通科高
校の教科「情報」でも活用できる一考察である

と判断できる。
今後も新たな教材開発に向け、努力して行き

たい。
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日本語教師のためのAI の活用方法について
　

陳　祥＊・安達万里江＊・山島　一浩＊

How to use AI for Japanese language teachers

Hsiang CHEN ＊, Marie ADACHI ＊ and Kazuhiro YAMASHIMA ＊

抄　録

本稿では、日本語教育の現場において AI がどのように活用されているか、特に日本国際学園大
学を事例として紹介する。同大学は、留学生の増加により教員の負担が大きいという課題を抱えてお
り、AI を活用することで、この問題を解決しようとしている。例として、自動採点、パーソナライズ
学習、会話練習など、様々な場面において活用されている。「日本語リテラシー A」、「留学生日本語
B1」の授業では、AI が文献検索やアウトライン作成をサポートし、学生はより高度な学習に集中で
きる。また、「留学生日本語 A1」では、AI が会話練習のパートナーとなり、学生は自然な日本語で
のコミュニケーションを練習できる。このような AI の活用は、日本語教育の質の向上をもたらすとと
もに、教員の負担軽減にもつながる。今後、AI は、大学のみならず、企業や NPO など、様々な機
関における日本語教育にも導入され、多様な学習ニーズに対応したプログラム開発が期待される。

This paper presents a case study of how AI is being used in the field of Japanese language 
education, particularly at the Japan International University. The university is faced with the 
problem that the increase in the number of international students is placing a heavy burden on its 
teaching staff and is trying to solve this problem by utilizing AI. Examples include automated 
grading, personalized learning, and conversation practice. In the “Japanese Literacy” class, AI 
assists students with literature searches and outlining, allowing them to focus on more advanced 
learning. In “Japanese A for International Students,” AI serves as a conversation partner, allowing 
students to practice natural communication in Japanese. Such use of AI will not only improve the 
quality of Japanese language education, but also reduce the burden on instructors. In the future, AI 
is expected to be introduced into Japanese language education not only at universities but also at 
various other institutions, such as corporations and NPOs, to develop programs that meet diverse 
learning needs. 
　
キーワード： 日本語教師、AI、文章作成能力、会話練習

＜研究ノート＞

＊　日本国際学園大学 経営情報学部、Japan International University
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１．はじめに

ここ数年の日本語教師の動向は、非常に活
発で変化の激しい状況となっている。2024年度
以降からは、登録日本語教員になるための資格
試験の導入や、登録日本語教員養成機関の増
加など、日本語教師の質の向上が求められてい
る。日本語教師に求められる能力の１つに ICT

活用能力がある。オンライン授業やデジタル教
材を効果的に活用できる能力のほか、人工知能

（以下 AI）の活用能力が求められている。これ
らは、日本語教育の分野は常に変化しているた
め、継続的な学習意欲として、新しい知識やス
キルを習得し続けるための学習意欲が求められ
ている。 

本稿では、まず、日本語教育関係者および
留学生が Web から利用できる AI 技術につい
て紹介する。次に、日本国際学園大学（以下、
本学）の日本語教員が AI 活用の必要性につい
て直面した背景について取り上げ、本学の日本
語教育科目の AI 活用方法について報告する。
そして、その中での指導課題、それに対する解
決策について考察する。最後に、本稿のまとめ
と今後の展望を述べる。

２．Web で見える AI 技術

 ここでは、機械学習、自然言語処理などの基
礎知識は控えておき、Web のブラウザから利用
できる代表的な AI 製品やサービス「ChatGPT」

「Claude 3.5 Sonnet」「Gemini」について紹
介する。そして、本章以降では、これらを総じて

「AI」と呼び、本学の日本語教育での活用方
法について述べたい。

OpenAI が出した「ChatGPT」は、高度な自
然言語処理を使用して、会話の生成や質問応
答を行うAI モデルである。 留学生に推奨する
ChatGPT の活用方法をいくつか紹介する。ま
ず言語学習のサポートについて、ChatGPT を
使って会話練習をしたり、文法の質問をしたりす

ることができる。そして、それは、日常会話の練
習にも最適である。日本語でのコミュニケーショ
ンスキルを向上させたい場合、ChatGPTと会
話をすることで実践的な練習ができる。リラック
スした環境で話す練習ができるために適してい
る。簡単な質問への回答もできる。日常生活で
疑問に思ったことや、ちょっとした知識を知りたい
ときに活用できる。例えば、「つくばの天気は？」
「日本で健康に良い食べ物は？」など、幅広い
質問に答えてくれる。文章の校正や編集にも利
点がある。自分で書いた文章をチェックしてもら
えたり、改善点を提案してもらえたりできる。メー
ルの文面やレポートなど、さまざまな文章の校閲
に役立てることもできる。ChatGPT は、アイデ
ア出しやブレインストーミングにもつかえる。プロ
ジェクトや趣味で新しいアイデアが必要なときに、
ChatGPT に相談することで多様な視点や提案
を得ることができる。

こうして、学習サポートは、宿題や勉強でわ
からないことが出てきたときに、わかりやすく解説
してくれる。歴史の出来事の説明など、幅広い
教科に対応している。 

Anthropic 社が開 発している「Claude 3.5 

Sonnet」は、複雑な設定や専門知識が不要で
使いやすく、自然な会話形式で利用できる。様々
な分野に関する情報を提供でき、初心者の学
習や情報収集を支援してくれる。日本語の他多
言語に対応しているため、母国語で利用できる。
質問の意図を理解し、適切な回答や説明を提
供してくれる。初心者でも理解しやすい形で情
報を獲得できる。学習サポートとしては、複雑な
概念を分かりやすく説明し、段階的な学習を助
ける。これらの特徴で、初心者にとって使いや
すく、多様な場面で役立つツールとなっている。 

また、Google が提供している「Gemini」が
ある。Google の対話型 AI ツールで、質問へ
の回答や創造的なコンテンツの生成を行う。利
用は Google アカウントを通じて行う。まるで人と
会話しているかのように、自然な言葉で質問や
指示を出すことができる。難しい専門用語を使
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わなくても、自分の言葉で気軽に話しかけること
もできる。多様な質問に対応しているため一般
的な質問から専門的な質問まで、幅広い質問
に答えてくれる。複数の回答を提示して、同じ
質問に対しても、複数の回答を提示してくれる。
また状況や目的に合わせて、最適な回答を選ぶ
ことができる。また情報の要約ができる。長文
の文章も、要約して簡単に理解できるようにして
くれる。ニュース記事や論文などを効率的に読
み込むことができる。また文章の書き出しや、特
定のテーマに沿った文章の作成など、創造的な
文章作成をサポートしてくれる。多くの言語に対
応しており、日本語だけでなく、英語やその他
の言語でも利用できる。 

以上、これらのサービスはそれぞれ異なる機
能を持つものが、本学の日本語教員および留学
生のニーズに応じたサポートを提供している。次
章では、これら AI の日本語教育への役割と可
能性についてまとめる。そして、AI の重要性に
ついて確認したうえで、次章以降で「4. 本学の
日本語教育」について報告し、「5. 日本語教師
のための AI の活用方法」について報告する。

３．AI の日本語教育への役割と可能性

日本語教育における AI の重要性をここでは、
3つあげる。1つ目は、個別化された学習体験
を提供し、学習者のニーズに応じた教材を生成
できるという点である。発語練習について、AI

は音声認識技術を用いて、学習者の発音を評
価する。また音声との比較によって、学習者の
発音と比較し、改善点を発見できる。また、発
音のフィードバックすることにより、具体的な改善
点をしめす。AI を使った会話練習では、AI は
会話練習の相手として機能し、学習者が実践
的な日本語を使用する機会を提供する。またシ
ナリオベースに会話が可能で、実際のコミュニ
ケーションに近い体験が得られる。AI は、自然
な対話を模倣し、学習者がリアルな会話スキル
を身につける手助けをする。

2つ目は、学習者の進捗に対してカスタマイ
ズ化している。AI は、学習者の進捗を分析し、
適切な難易度の問題を提供している。これによ
り、学習者は自分のペースで学ぶことができる。
学習データの分析では、学習者のデータを活用
した改善をすることができる。例えば AI は学習
者のデータを分析し、学習の進捗や弱点を把握
する。また、学習者のパフォーマンスをトラッキン
グし、個別の学習プランを提案してくれるであろ
う。学習傾向の分析では、データ分析により、
学習者の傾向を把握し、効果的な学習方法を
見つけ出してくれる。

3つ目は、フィードバックの適時性である。AIは、
リアルタイムでフィードバックを提供し、誤りを即
座に修正する。続いて、AI を用いた教材作成
である。AI は大量のデータを分析し、効率的
な教材を生成する。これにより、最新の情報を
反映した教材が提供される。AI は、自然言語
処理の活用から、文法や語彙に基づいた問題
を自動生成する。学習スタイルの考慮としては、
AI は学習者のスタイルに応じた教材を提供し、
視覚的、聴覚的、体験的な学習をサポートする。

４．本学の日本語教育

安達・亀田（2024）は、本学の留学生サポー
ト体制やその連携の実態について詳細に報告
している。梅本（2022）は留学生の履修人数
が増加しているにもかかわらず、限られた教員
数ではその対応が困難であることを指摘してい
る。具体的には、本学には約100人の留学生
が在籍している一方で、日本語教育を担当する
常勤助教が2名、非常勤講師が2名という状
況である。このため、教員一人当たりの負担が
著しく増大し、質の高い教育を提供することが
難しくなっているだろう。

このような現状に対処するためには、筆者は
AI 技術の導入が不可欠であると考えている。
AI は、学習者のニーズに応じた個別化された
サポートを提供する能力を持っており、教員の
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負担を軽減することが期待される。例えば、AI

を活用した自動化されたフィードバックシステム
や学習リソースの提供により、教員はより効果的
に学生の指導に専念できるようになる。この研
究では、AI を日本語教育にどのように活用でき
るかを探求し、留学生への教育リソースの効率
化を図ることを目的としている。最終的には、AI

の導入によって留学生に対するサポートの質を
向上させ、学習環境の改善を実現することが
期待される。

５．日本語教師のための AI の活用方法

2024年度春学期において、1年生留学生が
履修する日本語科目には「日本語リテラシー A」

「留学生日本語 A1」および「留学生日本語 B1」
が含まれ、これらはいずれも必修科目である。そ
の中でも「留学生日本語 A1」と「留学生日本語
B1」は週2回の授業が設定されており、その結
果、教員にとって授業の事前準備および事後処

理にかかる負担が大きいと考えられる。
このような状況を踏まえ、教員が組織内で AI

技術を効果的に活用するためには、授業内容
や到達目標に応じた具体的な AI 活用法の提案
が求められる。各科目の授業の目的や内容につ
いて詳細に説明し、その特徴に応じた AI の応
用可能性を探ることが重要である。

以下では、各科目の特性や学生の学習ニー
ズに適した AI 活用の具体例を提示し、教育現
場における AI 技術の有効な導入方法を探って
みる。

まず、「日本語リテラシー A」科目について説
明する。「日本語リテラシー A」は、学生がアカ
デミックな文章を書く力を養うことを目標としてお
り、特に日本語を高度に理解し活用できる力を
培うことを目的としている。この科目では、文章
を効果的に読み、解釈し、それを基に自身の考
えを明確に表現するための書く力を強化するた
めのトレーニングを行う。科目の目標は下記の通
りである。

表1　授業シラバス（一部抜粋）

授業の到達目標

〈到達目標〉
①文章作成に必要な手順を理解し、必要な資料を集めてアウトラインを作成することができる。
②作成する文章にふさわしい表現を理解し、おおむね適切に使用することができる。
③読んだ資料について、聞き手がおおむね理解できるように説明することができる。

〈履修目標〉
①文章作成に必要な手順を理解し、必要な資料を十分に集めてアウトラインを作成することができる。
②作成する文章にふさわしい表現を理解し、適切に使用することができる。
③読んだ資料について、聞き手がよく理解できるように説明することができる。

授業概要

日本語の豊かな使い手になるために、主として読む力と書く力を伸ばすためのトレーニングを行う。必
要な資料を収集し読み解きながら、読み手を意識したアカデミックな文章を書く力を身につける。また、
読んだ資料についてわかりやすくまとめて伝える力を身につける。

授業では、必要な資料を収集し、それを読
み解くプロセスを通じて、資料の内容を的確に
把握し、それを他者にわかりやすくまとめて伝え

る能力の向上を目指す。特に、学術的な文献
を扱い、その内容を整理・分析し、自分の言
葉で説明する力を鍛えることが重視されている。
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授業では、留学生がアカデミックな文脈での日
本語運用能力を向上させるために、3つの指導
課題が挙げられる。

（1）必要な資料収集
学術的なリテラシーを向上させるため、適切

な資料を自ら収集する能力が求められる。特に、
信頼性のある文献やデータを選び出し、目的に
沿った情報を効率的に集めるスキルを養成する
ことが重要である。これにより、論文執筆やプレ
ゼンテーションの際に質の高い内容を提示できる
基盤が築かれる。

（2）アウトラインの作成
学術的な文章を効果的に構成するためには、

論理的なアウトラインを作成するスキルが必要と
なる。これは、情報を整理し、論点を明確にす
るために不可欠であり、文章全体の流れをスムー
ズに保つための重要なプロセスである。授業で
は、学生が自身の考えを論理的に構築し、的
確に表現できるよう指導が行われる。

（3）日本語の表現
日本語の表現力を向上させるためには、正確

で自然な言葉遣いが重要である。特に、留学
生にとっては適切な語彙選びや文法の使い方
を学ぶことが課題となる。授業では、アカデミッ
クな場にふさわしい表現や、より自然な日本語で
文章を構築する力を強化することが求められる。

これらの課題に対する解決策として、AI は教
育現場において補助的な役割を果たすことがで
き、特に教師の負担軽減と学生への効果的な
支援の提供という側面で大いに貢献する可能
性がある。以下に、AI の具体的な利点につい
て述べる。

（1）必要な文献資料リストをピックアップする
AI は、膨大なデータベースやオンラインリソー

スを活用して、学生にとって重要な文献資料リス

トを自動的にピックアップすることで、リサーチプ
ロセスを効率化できる。これにより、学生は信頼
性の高い文献や学術論文を迅速に収集し、時
間を大幅に節約できる。教師は、学生が利用
すべき資料の質と内容に集中することで、授業
の質を向上させることができる。

（2）アウトラインのテンプレートを作成する
AI は、学術的な文章の構成をサポートするた

め、アウトラインのテンプレートを自動生成する機
能を提供できる。これにより、学生は論理的な
文章構成を迅速に作成し、内容の整理や論点
の明確化に集中できる。教師は、アウトラインの
初期提案後に学生が修正や再構成を行う際も、
適切なフィードバックや代替案を提供することが
可能で、より完成度の高いアウトラインの作成を
サポートする。

（3）日本語の表現を指摘する
AI は、学生が使っている語彙・文法が文脈

に適しているかどうかをチェックし、不自然な表
現や過度に形式的・口語的な言い回しを指摘
する。これにより、状況に応じた適切な語彙・
文法の使用を促進できる。教師は、学生の書
いた文章に対し、より自然な日本語表現を提示
し、ネイティブスピーカーに近い言い回しを学ば
せることができる。

そして、日本語科目「留学生日本語 A1」科
目について説明する。「留学生日本語 A1」は、
学生が大学で専門領域を学ぶ上で必要不可欠
な漢字語彙力を養成することを目標としており、
特に読み書きの能力を重視した授業内容となっ
ている。この科目では、漢字の理解を深めると
同時に、学術的な文献を効果的に読む力や、
正確に書く力を培うことが求められる。具体的に
は、さまざまな漢字の意味や用法を学ぶことで、
学術的な文章における表現力を向上させること
を目指す。科目の目標は下記の通りである。
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表2　授業シラバス（一部抜粋）

授業の到達目標

〈到達目標〉
① N2レベルの漢字語彙の読み書きができる。
②発話等の情報源からおおまかな内容を理解できる。
③ ある程度適切な語彙と文法を用い、発話の構成を考慮しながら、自分の意見や主張を伝えられる。
④グループワークやディスカッションに参加できる。

〈履修目標〉
① N1レベルの漢字語彙の読み書きができる。
②新聞記事、新書等に使われている漢字・語彙の意味が理解できる。
③発話等の情報源から内容を十分理解し、要点を正確につかむことができる。
④ 適切な語彙と文法を用い、発話の構成を考慮しながら、発音を意識して流暢に自分の意見や主

張を論理的・説得的に伝えられる。
⑤ グループワークやディスカッションに積極的に参加し、自分と異なる意見や文化等を配慮しながら、

対話することができる。

授業概要

・大学で専門領域を学ぶために必要な漢字語彙を学ぶ。
・日常の様々な場面の会話を聞き、自然な反応・返答ができるようにする。
・リスニング内容についてグループでディスカッションを行う。
・シャドーイング等、音声表現の練習を行う。

授業では、記事や小説などの読み物の内容
を理解し、その要点を正確に把握することを重
視している。学生は、読み取った内容を基に話
題をグループワークやディスカッションを通じて共
有し、意見を交換する能力の向上を目指す。こ
れにより、学生は批判的思考を養い、他者の
視点を理解する力を強化することが期待される。
授業では、対話を通じて自らの意見を構築し、
表現するスキルを向上させるために、2つの指
導課題が挙げられる。

（1）場面に相応しいコミュニケーション能力
場面に応じた会話スクリプトを作成することは、

コミュニケーション能力の向上に不可欠である。
特に、バリエーション豊かな表現を使いこなすこ
とが大きな課題となる。授業では、各課のテー
マに適した表現力や、より身近なパターンへの書

き換え能力を高めることが求められる。

（2）日本語の表現
円滑なコミュニケーションを実現するためには、

話す力と聞く力が非常に重要である。特に留学
生にとっては、自ら話題を提供したり、相手の話
の内容を適切にフォローしたりすることが大きな
課題となる。授業では、日常生活に適した表現
や、自然に会話を続けるための日本語コミュニ
ケーション能力を育成することが求められる。

これらの課題に対する解決策として、AI は教
育現場において補助的な役割を果たすことがで
き、特に教師の負担軽減と学生への効果的な
支援の提供という側面で大いに貢献する可能
性がある。以下に、AI の具体的な利点につい
て述べる。
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（1）場面に相応しい会話スクリプトを提供する
AI を活用することで、会話スクリプトを基に

特定の場面に応じたカスタマイズが可能である。
自分と同じ意見や異なる意見を取り入れること
で、より多様な会話パターンを生成し、自らの主
張を強化することができる。教師は、学生の書
いた会話スクリプトを指導し、フィードバックを行
い、学びを深めることができる。

（2）日本語の表現を指摘する
AI はリアルタイムで会話を支援し、適切な応

答や質問を提案することで、自然な対話を促進
できる。また、AI は異文化に関する情報を提供
し、留学生が文化的背景を理解する手助けを
することで、よりスムーズなコミュニケーションを支

援する。教師は、学生の書いた会話スクリプト
を指導し、フィードバックを行い、個々の成長を
促すことができる。

また、日本語科目「留学生日本語 B1」につ
いて説明する。「留学生日本語 B1」は、新聞
やそれに相当するレベルの文章を読んで概要
が理解できることを目標としており、特に文章等
を読み、内容を十分理解し、過不足なく要約
ができることを目的としている。この科目では、
適切な語彙と文法を用い、文章の構成を考慮
しながら、自分の意見や主張を論理的・説得
的に伝えられるための書く力を強化するためのト
レーニングを行う。科目の目標は下記の通りで
ある。

表３　授業シラバス（一部抜粋）

授業の到達目標

〈到達目標〉
① N２レベルの文法を理解できる。
②文章等を読み、大まかな内容を理解できる。
③ある程度適切な語彙と文法を用い、自分の意見や主張を伝えられる。
④新聞やそれに相当するレベルの文章を読んで概要が理解できる。

〈履修目標〉
① N１レベルの文法を理解、運用できる。
②文章等を読み、内容を十分理解し、過不足なく要約ができる。
③ 適切な語彙と文法を用い、文章の構成を考慮しながら、自分の意見や主張を論理的・説得的に

伝えられる。
④新聞やそれに相当するレベルの文章を読んで詳細まで理解できる。

授業概要

メインテキストに沿って進め、各課のテーマについて意見交換、語彙・文法、読解、作文等の学習
活動を行う。

授業では、日本語科目「留学生日本語 A1」
と同様に、記事や小説などの読み物の内容を
理解し、その要点を正確に把握することを重視
している。学生は、読み取った内容を基に作文
を書く能力の向上を目指す。これにより、学生は
自分の意見や主張を伝えられる力を強化するこ

とが期待される。授業では、対話を通じて自ら
の意見を構築し、表現するスキルを向上させる
ために、２つの指導課題が挙げられる。

（1）文章能力
文章能力とは、情報を明確に伝えるための構

─ 19 ─

陳祥・安達万里江・山島一浩：日本語教師のための AI の活用方法について



成力、表現力、文法の正確さを含むスキルであ
る。留学生にとっては、異なる文化や言語背景
を持つため、文章能力の向上が特に重要であ
る。日本語での表現や文法を学び、効果的に
コミュニケーションを図ることで、学業や日常生
活での円滑な交流が可能になる。

（2）自分の意見・主張
自分の意見を伝えることはコミュニケーションの

基本であり、特に留学生にとっては文化的な背
景を考慮しつつ効果的な方法を学ぶことが重要
である。相手への配慮が必要であり、理解し合
うためには異なる視点や価値観を尊重する姿勢
が求められる。これにより、より深い対話が生まれ、
相互理解が可能になる。

これらの課題に対する解決策として、AI は教
育現場において補助的な役割を果たすことがで
き、特に教師の負担軽減と学生への効果的な
支援の提供という側面で大いに貢献する可能
性がある。以下に、AI の具体的な利点につい
て述べる。

（1）文章能力を評価する
AI は作文や会話練習の自動採点やフィード

バック提供にも役立つ。学生が提出した作文の
文法ミスを指摘したり、適切な表現を提案したり
することが可能である。教師は、学生の書いた
作文を指導し、フィードバックを行い、より効果
的な学習支援を指導することができる。

（2）自分の意見・主張
AI は多様な意見を反映した学習内容を提供

し、学生のニーズに合わせる学習支援を行うこ
とが可能である。これにより、個々の学習スタイ
ルやニーズに応じたカスタマイズが可能となり、
効果的にスキルを向上させることができる。また、
異なる視点を取り入れることで、より広範な知識
や理解を深める機会が増えるため、学生は自ら
の意見を形成しやすくなると期待する。教師は

学生の作文を指導し、フィードバックを行うことで、
学生の成長を促進し、学びの質を向上させるこ
とができるだろう。

６．おわりに

以上、本稿では、日本語教育における AI 活
用の可能性と具体的な活用例について考察し
た。日本語教師が抱える課題、特に留学生の
増加による教員負担の増加や、日本語教育に
おける多様なニーズに対応する必要性などを背
景に、AI がどのように学習体験の質を向上させ、
教員の負担軽減に貢献できるかについて論じ
た。具体的には、AI を活用した自動採点シス
テム、学習内容のパーソナライズ、音声認識技
術を用いた発音練習、会話練習の相手役、学
習データ分析など、様々な場面でのＡＩ活用の
可能性を示した。また、日本語教育における様々
な科目（日本語リテラシー A、留学生日本語 A1、
留学生日本語 B1）における AI 活用の具体的
な例を挙げた。これらの例は、AI が日本語教
育における学習内容の理解、語彙・文法の習得、
作文の練習、コミュニケーション能力の向上など、
多岐にわたる学習支援を提供できることを示して
おり、今後の日本語教育における AＩ技術の活
用が期待されることを示唆している。 

日本語教育における AＩ活用は、学生数の増
加と教員不足という現状に対し、教員の負担を
軽減し、個々の学習ニーズに対応できる質の高
い教育を提供するための解決策として位置付け
ている。具体的には、以下のような現状と課題、
そして AI による解決策を示した。

現状は、日本国際学園大学では、約100人
の留学生に対して、日本語教育を担当する常
勤助教が2名、非常勤講師が2名しかいない
中で生じる課題は、教員一人当たりの負担が大
きく、質の高い教育を提供することが難しいとい
う問題があったとき、AI による解決策は、AI を
活用した自動化されたフィードバックシステムや学
習リソースを提供することで、教員の負担を軽減
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し、学生へのきめ細かい指導を実現するのでは
ないかと考えるのである。

AI による具体的な課題解決策は、本学の日
本語科目「日本語リテラシー A」、「留学生日本
語 A1」、「留学生日本語 B1」では、それぞれ
の授業目標を達成するために、AI は以下の様
な役割を担うことができると考える。
「日本語リテラシー A」では、アカデミックな文

章作成能力の向上である。そして、その課題
は、必要な資料収集、アウトライン作成、適切
な日本語表現の習得をどうするかである。AI に
よる解決策としては、必要な文献資料リストの自
動ピックアップ、アウトラインのテンプレート作成な
どがあげられる。

日本語表現のチェックと修正提案は、「留学
生日本語 A1」では、専門領域に必要な漢字語
彙力とコミュニケーション能力の向上だろう。こ
の課題は、N1 ～ N2レベルの漢字語彙の読み
書き、場面に応じた適切なコミュニケーション能
力、自然な日本語表現の習得が求められる。

AI による解決策は、場面に応じた会話スクリ
プトの提供、リアルタイムな会話支援と適切な応
答・質問の提案、異文化理解を深める情報の
提供を補助してくれる。
「留学生日本語 B1」は、新聞レベルの文章

読解と要約、意見表現能力の向上は、課題と
して N1 ～ N2レベルの文法理解と運用、文章

要約能力、文章構成力、適切な日本語表現、
意見や主張の伝え方の習得にあるが、その解
決策としては、作文や会話練習の自動採点と
フィードバック、多様な意見を反映した学習内容
の提供、個々の学習スタイルやニーズに合わせ
た学習支援がある。これらの AI の活用により、
教員は学生一人ひとりに寄り添った指導が可能
となり、学生は自分のペースで効率的に学習を
進めることができると期待される。

多文化共生社会の実現に向けて、日本語教
育は単に言語を教えるだけでなく、日本の文化
や社会についても理解を深めていくための教育
へとシフトしている。日本語教育の場は、大学
や専門学校だけでなく、企業、NPO 法人など、
多様な機関に広がっている。今後は、それぞれ
の機関の特性に応じた日本語教育プログラムが
開発されるであろう。
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ウクライナ紛争に対する交戦ゲームの適用
　

宝崎　隆祐＊

An application of the combat game to Russo-Ukrainian war

Ryusuke HOHZAKI ＊

抄　録

交戦状態を複数交戦主体間のゲームとして扱うのが交戦ゲームである。戦いの学術研究は古くか
らあるが、第 2 次大戦後に研究が盛んになったゲーム理論との出会いにより交戦ゲームの研究が開
始された。戦いの特殊性から、戦いの多くの問題は完全に敵対的な二人のプレイヤー間の 2 人ゼロ
和ゲームとして議論されてきた。この報告書は、ネットワーク表現された交戦空間でプレイされる交
戦ゲームに関する Hohzaki らの一連の研究のモデルを、現在進行しているロシアとウクライナの間の
ウクライナ紛争の発端となったキーウ攻防戦に適用し、戦場における敵情報の価値を定量的に評価
する。さらに、情報の価値取得を陽に組み込んだ新しいゲームモデルと解法についても提案する。
　
キーワード： ゲーム理論、交戦ゲーム、損耗、ネットワーク阻止

＊　日本国際学園大学 経営情報学部、Japan International University
　

１．はじめに

この研究は、交戦ゲームの理論をウクライナ
紛争の端緒の戦いとしてロシアとウクライナの間
で行われたキーウ攻防戦に適用したものである。
ゲーム理論とは、複数の意思決定者の存在す
る環境下で、各意思決定者にとって不確定な
他者の意思決定を意識した行動がどうあるべき
かを分析する手法である。

戦いの意思決定に関する本格的で学術的
な研究は、モースとキンボールの共著である
Methods of Operations Research [1] が始まり
である。この著書は、第2次世界大戦中に誕

生し、連合国側の防空戦や対潜水艦戦で大い
に効果があったオペレーションズ・リサーチの紹
介本であるものの、戦後は特に産業界における
効率的な生産増進に寄与する手法として広く普
及した。この中で著者は、格子で表現した海峡
を通峡しようとする潜水艦の阻止について、阻
止側と潜水艦側双方の意思決定をゲーム理論
を用いて分析している。

このような効果的な阻止を扱うゲームモデル
である Inspection ゲーム（Hohzaki [2] 参照）
は、軍縮問題や当事国査察の有効性を分析
する目的で、囚人のジレンマモデルの考案者と
して有名な Dresher [3] によって始められた。

＜研究ノート＞
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Inspection ゲームは1980年から1990年代に
米国における麻薬密輸問題の分析に適用され、
その研究には Thomas and Nisgav [4] 等があ
る。現実的な密輸問題を考えたとき、この問題
はネットワーク表現された密輸ルート上での阻止
問題として拡張され、Washburn and Wood [5]

等の研究対象となった。
上記の麻薬問題は、より一般的な問題とし

て、ネットワーク上での阻止戦略を分析する
Networkinterdiction model へと進展していく。
この分析手法は、グラフ・ネットワーク理論の一
般的な拡張問題（Ford and Fulkerson [6]）
から、攻撃に対する軍事輸送網やテロに対する
施設の防御問題（McMastersand Mustin [7]

や Desai and Sen [8]）、感染ルートを考慮した
流行病の阻止問題（Assimakopoulos [9]）等、
多くの具体例への適用がなされている。

ネットワーク上での軍 事 的な Interdiction 
modelとして、ネットワーク上を進軍する攻撃側
とその阻止を意図する守備側との交戦ゲームを
学術的に取り扱ったのが Hohzaki and Chiba 

[10] である。この初期の交戦ゲームモデルで
は、攻撃側はネットワークを経由してできるだけ
多くの兵力を目的地へ到達させようとし、守備
側は手持ち兵力をネットワークのアークに分散配
備して攻撃側の通過を阻止し、攻撃側残存数
を少なくしようとする2人ゼロ和ゲームが提案さ
れている。ネットワーク上で両者が衝突する地
点では、古くから研究されている交戦理論であ
るランチェスターのルールにより両兵力が消耗し
てゆくとされた。

この基本モデルでは、攻撃側、守備側ともに
相手情報を得ることなく、攻撃側の1本の進軍
経路と守備側の兵力配備計画に関する1段階
ゲームの均衡解を導出している。さらに、戦闘
が進んだあるタイミングで攻撃側の位置と守備側
の未配備兵力量を相手側が知って戦略を変更
できる2段階モデルの均衡解も導出している。こ
の基本モデルから、戦闘における現実的要素
を考慮することで、相手側情報の種類や取得

のタイミング等について様々な拡張が行われ、ま
た他の消耗ルールが加味されるなどの発展がな
され、Hohzaki and Sunaga [11] や Hohzaki 
andHigahio [12], Hohzaki and Tanaka [13]

への研究に結びついている。また、攻撃側が
複数出発点、複数目的地をもった交戦モデルが
Hohzaki, Faugerasand Ouchi [14] によって提
案されている。

論文 [14] の理論モデルを現実的な例に適用
しようとしたのが、2023年にまとめられた工藤氏、
日向野氏との卒業論文 [17, 18] である。後者
は前者のモデルに時間的要素を加味して発展
させたものであるが、ともにキーウ攻防戦を適用
例として取り上げている。この報告書は交戦ゲー
ムの概要を紹介することを目的とし、Hohzaki, 
Faugeras and Ouchi の理論モデルとその発展
モデルを扱った上記2つの卒業研究を取り上げ
紹介するとともに、情報取得を陽に組み込んだ
新しいゲームモデルと解法も提案する。

次の2節では、論文 [14] の基本モデルと均
衡解の導出法を解説する。そのモデルでは、
守備側が攻撃側の侵攻を待って防ごうとする静
的な守備配備を扱う。それに対し、3節のモデ
ルでは、攻撃側の侵入情報を得ることで、待
機守備兵力を動的に派遣し、防衛兵力の効果
的活用が可能なモデルである。両モデルの対
比により、現にウクライナがキーウ攻防戦で活用
した偵察用ドローンにより取得する情報の有効
性を定量的に明らかにできる。このような情報取
得をゲームモデルに陽に組み込んだのが、4節
のモデルである。以上の準備の下、5節では最
初のモデルをキーウ攻防戦に適用した工藤氏の
卒業研究の適用例を取り上げ、その例に対し、
第2のモデルの日向野氏のアプローチ法を適用
することで、攻撃側情報の価値について分析す
る。このような情報取得を陽にモデルに取り込む
べく、4節では2段階の新しい交戦ゲームモデ
ルと解法を提示する。最後に、6節で本報告の
総括を行う。
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2． 複数出発地・複数目的地をもつ交戦
ゲーム

ここでは、交戦ネットワーク上で攻撃側が複数
出発ノードから複数目的ノードへ進軍しようとし、
守備側はアーク上に初期兵力を配備して攻撃
側進軍を阻止しようとする状況において、最終
ノードに到達した攻撃側の総残存量を競う論文
[14] の1段階の2人ゼロ和ゲームのモデルを解
説する。

A1.  ノード集合 と有向アーク集合 からなる
閉路を持たないネットワーク を交戦
の空間とする。

A2. 攻撃側及び守備側の2人のプレイヤーが存
在する。攻撃側は複数ノード群 の
各出発ノード から初期兵力量 で進
軍を開始し、目的ノード群 のいずれかへ
到達しようとするが、分派して進軍することも
許す。一方、守備側は初期兵力 を分割
してアークに配置し、攻撃側に損耗を強いる
ことで攻撃側の通過を阻止しようとする。

A3.  アーク上で攻撃側と守備側が出会った際
の交戦で発生する両者の損耗は、交戦理

論におけるランチェスターの1次則を仮定す
る。すなわち、アーク に流入した攻
撃兵力 と守備兵力 が衝突した場合の攻
撃側の残存量は、線形式で表される次式

で与えられる。

 （1）

式（1）の係数 は、アーク における攻撃
側戦力に対する防御側戦力の強さを表すパ
ラメータであり、戦力交換比と呼ばれる。

A4.  両プレイヤーの興味は、目的ノードに到達す
る攻撃側の最終残存量であり、攻撃側は
それを最大にしようとし、守備側はできるだ
け小さくすることを目的とする。

式（1）における攻撃側と守備側の損耗が比例
する関係は、それぞれの軍の装備兵器の均一
性、その発射速度や1発による相手への撃破
確率が同じであるという仮定でシミュレーション実
験をすることでも得られる。この式により攻撃側
兵力が残れば、守備側兵力の全量が損耗して
いることになる。図1は上で定義した交戦ゲーム
モデルの概念図であり、これでおおよそのイメー
ジが把握できるかと思う。

攻撃側の純粋戦略は複数の出発ノードから
複数の目的ノードまで到達する進軍経路を1つ
決めることであるが、ある1つの出発ノードから
の攻撃兵力が途中で分かれる分派戦略は、1
つの経路を通る全軍進軍戦略の混合戦略に弱

く支配されることが証明できる [14]。したがっ
て、攻撃側の純粋戦略として、各々の出発ノー
ド から目的ノード群 のいずれかのノード
までの1本のパスを選択して全軍進軍すること
のみを取り上げればよいが、異なる出発ノードか

図1　交戦ゲームモデルの概念図
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らの攻撃兵力が途中で会合した場合には、そ
れ以降同じ進軍経路をとるような経路でもある。

いま、出発ノード から のいずれかの目的
ノードまで到達するパス集合を で表すと、攻
撃者の純粋戦略は直積 の1つ
の要素 は出発ノー
ド からの1本の進軍パス）を選択することで
あるが、この直積 をその要素の中で一度同
じノードに会合したパスは以後も同じ経路をとる
パスの組だけを集めた集合に制限する。このよ
うなパス組を、会合帯同条件を満たすパス組

（RPC; Rendezvous Path Combination）と呼
ぶ。一方の守備側の純粋戦略は攻撃側の侵攻パ
スを予想して、あらかじめ防衛兵力をアークに配備
する待受戦略であり、 （ はアー
ク に配備する守備兵力）で表すことができる。

1つのパス組 が与えられたとして、 の
ノード及びアークから成るグラフを とし、その
いずれかのパスが到達する目的ノードの集合を

で表そう。2つの到達ノード が異な
れば、それぞれを根とするグラフは非連結であ
る。 はすべての出発ノード を含むが、必ず
しもすべての目的ノード を含むとは限らない。
ある到達ノード に到る から成る連結グラ
フは、 を根とするツリー構造をもつ。根 と葉
以外のノードとして、2つ以上のパスが会合す
る度数3以上のノードとパスの経由地点のような
度数2のノードがある。前者を会合ノード、後者
を経由ノードと呼ぶ。葉は必ず出発ノードである
が、出発ノードは会合ノードにも経由ノードにもな
り得る。

から出発ノードでない経由ノードを削除した
グラフを と書き、 におけるノードを とす
る。ある に到るツリーを、 を一番上に
描き、会合ノードに集まるパスを下方に描くとしよ
う。すなわち、出発ノードから目的ノード まで
の移動パスを常に上向きに描くものとする。任意
のノード の上に描かれ次の隣接ノード 

に至る区間はパスの会合はなく、元の

グラフ において幾つかのアークを攻撃者が
移動するパスの一部であり、この区間の の
アーク集合を とし、ノード の下に隣接した

のノード集合を とする。 が葉であれ
ば であり、根であれば である。
図2はそのような攻撃パスの説明図である。

ここで、1つのパス組 から作られ、目的
ノード に至るグラフにおいて、守備側の
配備 があった場合の支払である最終的な攻
撃側の総残存量の式を求める。

葉となるノード は出発ノードであり、この を
出発する攻撃兵力は である。ここで任意の

ノード 及びその上のアーク集合
を移動後の攻撃側残存量 を求める。出発
ノード に関する残存量 は

で求められ、出発ノードでない任意の会合ノード
から 通過直後の残存量は

で表される。最終的に到着ノード まで生き残る
残存総量は次式となる。

図 2　攻撃パス
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これらすべての の残存量の和である次
式が、パス組 を用いた移動の結果得られる攻
撃側の総残存量であり、これがゲームの支払と
なる。

ここで、攻撃側の混合戦略を、移動パス戦略
を確率 でとる混合戦略
で表すと、 と配備計画 による攻撃側の期待
残存量、すなわちゲームの期待支払は次式で
与えられる。

なお、攻撃側混合戦略 と守備側の純粋戦略
である守備計画 の実行可能領域 、 は次
式で表される。

以上が、交戦ゲームの基本モデルの記述と定
式化の概要である。攻撃側及び守備側の合理
的な戦略は、ゲームの均衡解を導出すればよい。
ゲーム理論においてすべてのプレイヤーの最適
戦略の組合せで表現される均衡解の合理性は、
どのプレイヤーも現在の戦略を変えて均衡解の
組合せから離脱しようとしても、決してそのプレ
イヤーの利得を増加させることができない（場合
によっては利得が減少する）状況にあることによ
り保証される。この交戦ゲームの均衡解は、一
般的なゲームと同様に、形式的には次の最適
化問題を解くことで求められるものの、ほとんど
のゲームの問題においても汎用的な解法は無く、
モデルに応じた解法を著者みずからが提案しな
ければならない状況が多く、この問題でもそうで
ある。

まず、守 備 側の最 適 戦 略 は期 待 支 払

に 対 するミニマックス最 適 化 問 題
を解くことで、また攻撃側の

最適混合戦略 はマックスミニ最適化問題
を解くことで得られる。

論文 [14] で提案されている線形計画法の知
見を用いた解法の詳細は割愛し、結果だけ述
べると、次のようになる。

守備側の最適戦略は、次の線形計画問題
の最適解 により与えられる。

制約条件：

また、攻撃側の最適混合戦略は、次の線形計
画問題の最適解 により与えられる。

制約条件：

─ 27 ─

宝崎隆祐：ウクライナ紛争に対する交戦ゲームの適用



3．時間要素を考慮したモデル

2節では、守備側はネットワーク上に兵力を配
備して攻撃側を待ち構えるモデル（待受守備戦
略のモデル）を扱った。この静的守備計画に対
し、この節では、守備側は待機兵力をもち、ドロー
ン等を活用して得た攻撃側位置情報に基づき、
動的に待機守備兵力を現地に派遣できるモデ
ル（動的派遣守備戦略のモデル）を考える。そ
のため、2節の基本モデルを、攻撃側の侵攻
時間や待機守備兵力の派遣時間といった時間
要素も加味したモデルに修正する。具体的には、
2節における前提 A2のみを次の前提で置き換
える。

A2ʼ.  攻撃側及び守備側の2人のプレイヤーが存
在する。攻撃側は複数ノード群 の
各出発ノード から初期兵力量  で
進軍を開始し、目的ノード群 のいずれか
へ到達しようとするが、分派して進軍するこ
とも許す。攻撃側の侵攻経路の情報が得
られれば、その移動時間は推定可能であ
る。  

一方、守備側は初期兵力 をアークに直
接配備して攻撃側を待ち伏せることも、待
機ノード群 に待機させ、攻撃側位置情
報を得て現場に急派させることも可能であ
る。ただし、アークへの事前配備兵力は
移動させられない。待機ノード から
アーク への派遣には、兵力量にかかわら
ず時間 を要する。攻撃側通過前に
配置及び派遣された守備兵力により、攻撃
側に損耗を強いることでその通過を阻止しよ
うとする。

パス組 の中でアーク を通過するパス群を
で表す。また、守備側が攻撃者の位置情

報を得た時点から、アーク を通過する幾つか
のパス群 を進軍中の攻撃側が合同してアーク

に到達するまでの時間を とする。

このモデルでは、前節と同じく、攻撃側の純
粋戦略は進軍のためのパス組 を1つ選択
することであり、その混合戦略を確率 で表す。
一方の守備側の戦略は、アークと待機ノードへ
の初期配備及び攻撃者の侵攻情報を得た後
の待機ノードからの再配備計画である。初期配
備を、アーク 及び待機ノード への配備兵力
量 から成る
で 表 す。 守 備 側 の 得る攻 撃 側 情 報 は 攻
撃 側 が 現 に 移 動しているパス組 である
とし、この 情 報を得た後 の 再 配 備 計 画を

で表す。
は、パス組 の侵入情報を得た場合の

待機ノード からアーク への再配備兵力量で
ある。 の実行可能性条件は次式で表される。

以上の攻撃側戦略 と守備側戦略 をもつ
交戦ゲームに対する均衡解の導出は、2節の基
本モデルよりは複雑であるが、その手順は同じ
であり、均衡解を構成する守備側の最適戦略

を求める線形計画問題は、次のように得
られる。

制約条件：

 （2）
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 （3）

式（2），（3）には、アーク への攻撃側到着以
前に再配備が可能な待機ノードからの増援が考
慮されている。

攻撃側期待残存量のマックスミニ最適化によ
り、攻撃側の最適なパス選択確率 を与える
次の線形計画問題が作成できる。

制約条件：

4．情報取得のある 2 段階モデル

ここでは攻撃側が出発ノード群から目的ノード
群へ移動する途中で最大で1度、両プレイヤー
が情報取得できる2段階ゲームを議論する。情
報取得の後、両プレイヤーはその戦略を変更で
きる。攻撃側が を出発してから情報取得まで
を第1ステージ、情報取得後、攻撃側がその
残存量をもって出発し目的ノード群 に到着する
までを第2ステージと呼ぶ。2節の前提に次を追
加する。

（S1）  攻撃側が最初にパス組 をとって移
動している場合、このパス組上に存在す
るノードの集合 （ ノードと呼ぶ）で、
両プレイヤーは同時に次の情報を獲得す
る。攻撃側は、以後の守備に配備できる
守備側の残存守備量を、守備側は、攻
撃側がノード群 に存在し、そのノード 

で残存量 を有していることを 
知る。

このような2段階ゲームを解くには、第1ステー
ジでの最適戦略を、それを採用することにより
第2ステージという将来にどのようなゲームを両
プレイヤーがプレイすることになるか及びその
結果を推定した上で、決定することになる。ま
ず、第1ステージでの攻撃側の混合戦略を

で、守備側の純粋戦略
を で表 す。 は第1
ステージでパス組 を選択する確率、
はアーク 上への守備側配備量である。ステー
ジ1で攻撃側がパス組 を選択した場合、第
2ステージで選択可能な攻撃側のノード群 か
ら出発するパス組の集合を で表す。

さて、第1ステージでの攻撃側パス組 と
守備側戦略 が決まれば、第2ステージ初
期にノード から出発する攻撃側残存量

は、2節の定式化（ ）
を用いた次の最小化問題からも求められる。
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制約条件：

攻撃側のステージ1でのパス組 と守備側
戦略 の選択により、ステージ2でのゲーム
は、出発ノード群 から目的ノード群 までの
ネットワーク上で、攻撃側の初期量 と守備
側の初期量 でプレイ 
されることは両プレイヤーとも知っている。この
場合のゲームの値 は、2節の問題（ ） 

において、 及び のそれぞれを、
及び 置き換えることで得られ

る。したがって、ステージ1で攻撃側の混合戦
略 と守備側戦略 によ
る期待支払は、

 （4）
で表される。期待支払 （4）式のミニマックス最
適化は、

と変形できるが、上述した の導出もいっ
しょに定 式 化 すれば、ミニマックス最 適 化
は次の線 形 計 画 問 題に定 式 化できる。こ
れを解けば、守備側のステージ1での最適

戦 略 とステージ2での
最 適 戦 略 （ た だし、

である）、第2ステージ
終了時点でのゲームの値 も導出できる。

制約条件：
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攻撃側の最適戦略を導出するには、期待支払
（4）式のマックスミニ最適化問題を解くことにな
るが、紙数の関係でこれは省略する。

5．交戦ゲームのキーウ攻防戦への適用

交戦ゲームのキーウ攻防戦への適用例を記
述するに先立ち、それは必ずしも正確なデータ
に基づくものでないことを断っておく。ウクライナ
紛争が集結していない現状では、この攻防戦
における正確なデータは分からず、また、2節で
解説したモデルでも明らかなように、敵対する二
者はその強さの戦力比でのみ把握されている。
現実の兵力装備や兵種構成等から、これらの
係数がどうなるかの研究は、戦争教訓を残す
ためのライブラリーに蓄積され続けていて [15]、
交戦理論が多くの戦史の結果予測に応用でき
る、できないの検証が今も続いている（例えば
硫黄島の戦い [16] 等）。ここでの適用例は、
交戦ゲームのモデルにより、キーウ攻防戦で多
用された哨戒用ドローンによるロシア軍の動静の
把握がどの程度の効果をもたらすかの定量的な
分析の可能性を示すものである。

現在進行中のウクライナ紛争は、ロシアのプー
チン大統領が現地時間2022年2月24日午前に
国営テレビを通じて軍の特殊作戦を開始すると
の布告で開始された。その初戦はウクライナの
首都キーウをめぐる攻防戦である。25日にはキー
ウ近郊の数か所の飛行場がロシア先発隊に占
拠され、市内への砲撃や散発的な市街戦に対
しウクライナ軍はよくもちこたえ、その後キーウを
囲むいくつかの防衛線を構築したものの、その
背後ではロシア軍主力がキーウに通じるドニエ
プル川北部に沿って侵攻中であった。その後数
日のうちに、キーウ北東部に位置するチェルニヒ

ウもロシア軍に包囲され、東部ハルキウやスムイ
への侵入やザポリージャ原子力発電所の占拠
等も続き、ウクライナ軍からの強い反撃がなけれ
ば、東部からキーウへの侵攻も心配される状況
にあった。以上のような戦況を経て、4月2日に
は首都キーウ及びキーウ州全域のロシア軍から
の奪還が公式に宣言され、以後は主としてロシ
アとの国境沿いに戦域が移ることになる。

さて、上述したキーウ攻防戦の戦況に基づき、
工藤氏の卒業研究 [17] では、図3の航空写真

（出典：google map）で表されるキーウの北部、
東部を戦域として取り上げた。左下にキーウ市
が位置している。

図4は、主としてロシア軍機械化部隊の侵攻
路となる道路網を表現するネットワークであり、北
のチェルニヒウ、北東のボルズナ、東のブリルキ
をロシア軍の侵入ノード、キーウを目的ノードとし
ている。今3カ所の侵入ノードから同時にロシア
軍の侵攻が開始され、しばらく時間が経ち、キー
ウ市を含む点線で囲まれた領域までロシア軍が
迫ってきた状況での交戦ネットワーク を
表したのが図5である。図には反撃の無い状況
でのロシア軍機械化部隊の移動距離（移動時
間）を単位 kmとh でアーク横に記している。ロ
シア軍の電撃戦により、ウクライナ軍は広く兵力
を配備できず、キーウ近郊であるノード1、2、3
に兵力を集結させているとする。

図5により、2節の基本モデル及び3節の拡
張モデルにおけるパラメータを確認しておく。ノー
ド集合は9個のノードから成る  

であり、アーク集合は10本のアークから成る 

である。 各アーク
の戦力交換比 は表1のとおり、キーウ

に近いほど守備側は頑強とした。
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図3　戦域の航空写真

図4　戦域のネットワーク 図5　対象とする交戦ネットワーク

表1　戦力交換比
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攻撃側の4つの出発ノードは  

、目的ノードはキー
ウを示す である。4つの出発ノードか
ら侵入する攻撃側兵力量は適切な単位設定の
下、 である
とする。各出発ノード から目的ノードに至る主
要な進軍パス は、

である。ただ
し、 は 番目出発ノードからの 番目進軍パ

スを表す。進軍パスの組合せとしては12組が
考えられるが、会合帯同条件を満たすパス組

（ ）は次の6組 ～ である

。それを図示したのが、図6である。また動
的派遣守備のモデルでは、待機ノードはキーウ
近郊地点の であり、攻撃側の進
軍所要時間や守備兵の派遣時間は図5の時間
を基に計算した。

図6　会合帯同条件を満たすパス組
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以上のパラメータ設定の下、2節の待受守備
戦略のモデルと3節の動的派遣守備戦略のモ
デルを適用し比較してみる。

表2は守備兵力量 を変化させた場合の待
受守備モデルと動的派遣守備モデルにおける
攻撃側の最終残存量と攻撃側・守備側の最適
戦略を書き出したものである。

表2で見られる特徴は下のように分析でき、
攻撃側情報を活用することの効果と価値を定量
的に評価できる。

（1）  待受守備の場合（攻撃者の情報がない）
当然、守備兵力 の増加とともに攻撃側
残存量は少なくなる。 で攻撃側
総兵力 の半数 が残存するが、

 で残存数がほぼゼロとなり攻撃の完全
阻止が可能となる。  

守備兵力量 にかかわらず、攻撃側によ
る6組の ～ の選択確率には全く
変化がなく、  

 
である。選択確率

の比較的大きな のいずれも3つの
ノードからの侵入者が会合してキーウに入る

である。これにより、経由アークでの
守備兵力を飽和させて集中突破し残存量を
大きくできる。特に は攻撃側の経由アーク
総数が最小であるため、守備側との衝突を

避けられるメリットがあり、一番大きな選択確
率0.418をもつ。  

守備側は、攻撃側が出発ノード  

を出発直後のアークに兵力を配備し、  

のケースでは  
とする。このモデ

ルでは攻撃側情報が得られないため、侵攻
パスの不確実性からくる守備兵力の無駄な
配備を嫌い、戦力交換比がやや低くても攻
撃側が確実に通過する場所で待ち受ける作
戦をとろうとする。 の増加とともにアーク 

での配備量のみが増加する
が、これはノード からの侵入兵力

には常に完全阻止ができており、
大きな攻撃兵力をもつノード からの攻撃
者に対応するためである。

（2）  動的派遣守備の場合（攻撃者の
情報を取得）

では攻撃側総兵力 の4分の1
である が残存するが、 で残存

表2（a）　待受守備モデルの結果

表2（b）　動的派遣守備モデルの結果
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数はほぼゼロとなり、攻撃の完全阻止が可
能となる。攻撃側と守備側の戦略に関する
特徴としては、6組の に対してほぼ
似たような選択確率がとられ、守備兵力は
そのほとんどが待機場所
に待機となることである。実際の派遣計画
として、どの を攻撃側が侵攻して
いるかの情報を得て変更される各待機ノー
ド から各アーク への派遣計画  
は、記載が煩雑となるのでここでは言及し
ない。
上の特徴は、どの を選択して攻撃し
ても、守備側は攻撃情報を取得して柔軟
に待機守備兵力を派遣できることからくる。

の攻撃兵力が必ず通過するアー
ク へ若干の守備配備があるのは、
最適守備戦略に幅があるためであり、必ず
しもここに守備配備を置く必要はない。

（3） 2 つのモデルの比較と攻撃側情報の価値
2つのモデルにおける攻撃の完全阻止
のために必要な守備兵力量 と

を比較すると、偵察用ドローン等
で得る攻撃側情報は守備兵力量 に相
当する価値のあることがわかる。

6．おわりに

この報告書では、交戦ゲームの理論モデルを
ウクライナ紛争初戦で戦われたキーウ攻防戦に
適用して、戦闘の中で取得できる情報の価値を
定量的に評価する手法を紹介した。現実の正
確なデータが未だ分からないものの、取得情報
の価値を自軍の兵力量に換算できることを示すこ
とができた。また、パラメータ設定を用いたこの
ような情報価値の計算でなく、情報取得を陽に
モデルに取り込んで分析するための新しい交戦
ゲームモデルも提案した。
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SDO/HMI の連続光画像による粒状斑の面積分布と
長期変動の研究

　
パンタ ボーラ＊・政田　洋平＊＊

A study on area distribution and long-term variation of solar granules, 
using SDO/HMI images 

Bhola PANTA ＊ and Youhei MASADA ＊＊

抄　録

太陽表面の熱対流構造である粒状斑について様々な研究されているが、長期的な進化に関する研
究は少ない。地上観測では均質なデータが得られにくく、これが研究の進展を妨げてきた。最近では、
Ballot et al. [1] が SDO/HMI の連続光データを使って、太陽活動サイクルをカバーする長期間の粒
状斑面積の変化を調査している。本研究では先行研究を参考に、オープンソースの画像処理ライブラリ

（OpenCV）を用いて、2011 年～ 2022 年の 12 年間、4386 件の SDO/HMI の連続光画像データ
を解析し粒状斑の性質が太陽活動サイクルにわたってどのように変化するかを調べた。先行研究と異
なる点は、粒状斑の抽出に、実装が容易な画像処理技術を使った点、Ballotらが視野内の粒状斑
の個数や平均面積に注目したのに対し、本研究では粒状斑面積の頻度分布を特徴づける“ べき指数 ”
の変化に着目した。研究の結果、太陽活動サイクルと粒状斑面積のべき指数の間に相関があることを
見出した。
　
キーワード： 粒状斑、熱対流構造、太陽プラズマ、画像処理、OpenCV、SDO/HMI

＊　　日本国際学園大学 経営情報学部、Japan International University
＊＊　福岡大学、Fukuoka University

１．はじめに

天体の中で太陽は表面の熱対流構造（粒状
斑）を空間・時間分解して観測できる唯一の恒
星である（図1）。太陽表面（光球）に見られる
対流によって生じた小さな斑点状の構造であり、
太陽の表面で熱が伝わる際に、熱いガスが下
層から浮かび上がり、冷えて再び沈む対流現

象が起こり、その流れの一部が粒状斑となる。
粒状斑は細かい斑点状で、中央が明るく周

囲が暗いのが特徴であり、平均的な大きさは直
径1000 ～ 1500km ほどで、ひとつの粒が持つ
寿命は約10 ～ 20分程度と言われている。

粒状斑は、太陽の表層で発生する熱対流の
影響で、内部からのエネルギーが外側へ運ば
れる過程で現れる。対流が起こると、熱いプラ

＜研究ノート＞
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ズマが下層から上昇してきて冷えると暗くなり、
周囲に押し出されて下降していくというサイクル
の繰り返しになる。粒状斑は地上からの高解像
度観測でも見える構造であるが、近年は宇宙
望遠鏡などを用いてその変化や密度の違いがよ
り詳細に調査されている。

粒状斑の研究は、太陽内部の対流層や太
陽活動のメカニズム解明に役立つ。たとえば、
太陽黒点の形成や磁場構造の変化が、粒状
斑の分布や面積にどのように影響するかを研究
することで、太陽フレアやコロナ質量放出といっ
た現象の予測や理解が進んでいる。

この報告では、NASAのSDO（Solar Dynamics 

Observatory）衛星のHMI（Helioseismic and 

Magnetic Imager）装置で観測された連続光画
像による粒状斑の面積分布とその長期変動の
研究の初期段階の結果を報告する。

２．先行研究

粒状斑の基本的な性質については Nordlund 

et al. [2] 及び Lagg et al. [3] がよく調べてい
る。しかし、長期間（太陽サイクルの期間）に
わたる粒状斑の性質の変動についての研究は

いまも限定的である （Roudier & Reardon [4]

とMuller et al [5]）。その理由は、大気の影響
（シーイング）、天候の制約、時間的な制約で
地上観測の時代には均質なデータセットを用意
するのが難しかったからである。

Lefebvre et al. [6] は GOLF（Global Oscillation 

at Low Frequencies）のデータを使用して粒状
斑の長期進化について研究したが、太陽サイ
クルに付随した粒状斑の変化は発見できなかっ
た。Muller et al. [5] は Hinode のデータを使
用し粒状斑のスケール（スペクトルの平均的な
波数の逆数）が、太陽活動の極大と極小で3%

以上変化していることを見出したが、周期性に
ついては言及していない。

Ballot et al.[1] は SDO/HMI の連続光画像
データを使用し、太陽活動サイクルをカバーする
長期間にわたり粒状斑の変化を調査した。その
結果、（1）粒状斑の密度（視野面積で割った
個数）は極大期に最大になる一方、粒状斑の
平均面積は極大期で最小になること、（2）極大
期と極小 期の粒状斑の密度や平均面積の変
化幅は約2% 程度であること、（3）平均密度が
最大になる時期は黒点数が最大になる時期より
1年ほど遅れること、などを見出した。

３．データ解析手法

本研究では、Ballot の研究を参考に、SDO/

HMI のデータから粒状斑の性質が太陽サイクル
でどのように変化するかを調べた。

先行研究と本研究の違いは以下に示す。
（1）粒状斑検出方法の違い

Ballotらは「凸凹検出」と呼ばれる輪郭抽出
アルゴリズムを使用している。それに対し、本研
究では Python/OpenCV ライブラリの contour

（輪郭）メソッドを採用した。
（2）着目する物理量

Ballotらは視野内の粒状斑の個数や平均面
積に着目している。それに対し、本研究では機

図１　 ダニエル・K・イノウエ太 陽 望 遠 鏡
（DKIST）が撮影した太陽表面の高解
像度画像（Wikipedia）
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械的に抽出した粒状斑面積（直径）のヒストグラ
ムの傾きに着目した（図2）。

４．画像処理

本研究では画像処理業界のユーザー数が多
い OpenCV （Open Source Computer Vision）
ライブラリを使用した。OpenCV はインテルが開
発・公開したオープンソースのコンピュータビジョ
ン向けライブラリである。以下、本研究の画像
処理の流れを記述する。

4.1　適切サイズに加工
まず、SDO のホームペ ージ（（http://jsoc.

stanford.edu/data/hmi/images））から連続光
画像データをダウンロードする。次に、この画像の
サイズが4096x4096であるので処理しやすいサイ
ズに加工する。投影効果を制限するため、画像
の中心部の1024x1024の領域を切り取る（図3）。

4.2　逆畳み込み手法によるシャープネスの向上
逆畳み込み（デコンボリューション）は、画像

処理において、撮影システムや撮影環境により
発生したぼやけを取り除くために使用される手法
である。デコンボリューションはレンズのぼやけ特
性（ポイントスプレッド関数、PSF）を推定して逆
算することで、歪みを補正する。今回はカーネ
ル長 =5、σ=3（σ2 は分散）を指定し、2次元
のガウシアンカーネルの PSF を用意した（図4）。

4.3　二値化 （thresholding）
OpenCV では、輪郭を見つけることは、黒い

背景から白い物体を見つけるようなものである。
よって、見つけるべきオブジェクトは白で、背景
は黒でなければならない。そのため、デコンボ
リューション済み画像の二値化処理（画像を前
景と背景に分ける処理）が必要である。二値化
処理は大津の手法で行った（図5）。

4.4　輪郭の検出と面積計算
本研究では Python/OpenCV の findContours

メソッドで輪郭を検出し、contourArea メソッドで

図2　 本研究で着目する物理量は粒状斑の直径
（X- 軸）と度数（Y- 軸）のヒストグラムの傾き

図4　 デコンボリューション処理。 処理後、
シャープネスの向上が確認できる

図5　前景と背景に分ける処理（DKIST 図）

図3　 太陽全体画像（4096x4096ピクセル）
から中心領域（1024x1024ピクセル ） 
を切り取ることで投影効果を抑える
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粒状斑の面積を計算した。途中まで Python/

Scikit Image を使用していたが、画像処理ユー
ザーコミュニティの書き込み、Q & A など Web

上での資料では OpenCV の方が圧倒的多かっ
たので OpenCV を採用することにした。図6で
は、粒状斑の面積の計算部分のアルゴリズムを
表示している。

4.5　データ解析
図2に、二値化された画像から得られた粒状

斑の直径（横軸）と度数（縦軸）のヒストグラム
（log-log プロット）を表示している。スケールの
大きい側はべき乗則分布になっていることが期

待できる。小さいスケール側のデータは誤差が
多い可能性があるので、1000−4000km の範囲
に限定してヒストグラムの傾きを求める。ヒストグ
ラムの傾きは縦軸を y、横軸を xとした時、べき
乗則式 y = xa の「a」である。画像データは1デー
タファイル / 日を使用したので2011 ～ 2022年
分処理し、その長期間の変化を確認する。

５．考察

図7では、黒点数（右 Y- 軸）と、粒状斑の
面積分布の傾き（左 Y- 軸）の2011−2022年間
の変化を表示する。粒状斑の面積分布の傾き
を smoothing すると、べき指数は約5% の幅で
周期的に変動しているように見える。この結果
は、Ballot らの結果と整合的である。

図8では傾きa の変化によって、粒状斑の度
数と面積の関係を説明する。傾きa の値が小さ
く（大きい負値）なると分布は急峻になる。これ
は、相対的に大きい面積の粒状斑が少なく、小
さな面積の粒状斑が多いことを意味する。よっ
て、粒状斑の平均的な面積は小さくなる。

図6　輪郭の面積（直径）を計算するスクリプト

図7　粒状斑の面積（青線）の分布と長期変動
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一方、a の値が大きく（小さい負値）なると分
布は穏やかになる。穏やかな分布は相対的に
大きい面積の粒状斑が多く、小さな面積の粒状
斑が少ないことを意味する。よって、粒状斑の
平均的な面積は大きくなる。

６．残課題と注意点

（1） データに黒点が含まれている場合がある。
今回の解析では直径4000km から6000km

の間にある粒状斑については、フィッティン
グに含めないので問題ないものの、4000km

より小さいデータには小さい黒点成分が混入
しているかもしれない。

（2） データの扱い方にはまだ多くの課題が残って
いる。たとえば、衛星と太陽の間の距離の
変化に起因する変動に対する補正も必要か
もしれない。

７．まとめ

この報告では、長期間にわたる均質な宇宙
観測データが揃った「いま」が良いタイミングと捉
え、これまであまり研究されていなかった粒状斑
の長期的な進化を明らかにした。研究で用いた
比較的単純な画像解析手法でも、粒状斑分布
に関する系統的な研究が可能であることが示唆

され、今後のさらなる展開が期待される。
また、この報告では、粒状斑分布のヒストグ

ラムに周期的な傾きの変化が存在する可能性を
初めて示唆した。具体的には、傾きの極大・極
小が太陽黒点数の極大・極小と比較して約1
年程度遅れることも示され、太陽活動との関係
性が示唆された。

さらに、縦磁場が存在すると粒状斑の面積が
小さくなる傾向があることが示唆され、太陽活動
が極大へ向かうにつれて、光球面を貫く平均磁
場が強くなり、結果として粒状斑の面積が減少
する可能性も考えられる。これにより、分布が急
峻化することが予測される。

今後は、研究で構築した粒状斑の抽出アル
ゴリズムを基盤に、さまざまな機械学習手法を活
用して太陽熱対流の特性についての理解を深
める研究を推進していく。
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2024 年度の留学生を対象としたリクルーティング活動報告
―日本国際学園大学における日本語教育の新たな取り組みを探って―

　
陳　祥＊・安達万里江＊

Practical Report on Recruiting International Students in 2024

New Approaches in Japanese Language Education at Japan International University

Hsiang CHEN ＊ and Marie ADACHI ＊

抄　録

本稿の目的は、日本国際学園大学における留学生募集活動としてのリクルーティング力向上を図るた
め、その改善に向けた具体的な日本語教育関連の新たな取り組みと課題を明らかにし、それらに対す
る実践を提案することである。その活動報告として、①日本語教育の情報を共有するための講演会の
開催、②日本語教育関係者との関係構築を目的とした研修会の参加、③留学生リクルーティングを促
進するための対策講座の実施が挙げられる。これらの取り組みを通じて得られた成果と今後の課題が
明らかになった。成果としては、日本語学校における本学の認知度を高め、日本語教育関係者や関
連組織との連携をより一層強化できたことが挙げられる。しかし、留学生リクルーティングにおける取り組
みの実効性を高めるためには、集客力の向上が今後の重要な課題として残されている。
　
キーワード： 日本語教育、留学生教育、リクルーティング活動、日本語参照枠

＊　日本国際学園大学 経営情報学部、Japan International University

１．はじめに

1.1　背景
安達・亀田（2024）は、本学の日本語教育

に関する内容である。本学留学生の教育改善
を目的とし、学内外におけるサポート体制や連
携についてまとめ、報告している。その中で、
サポート体制の持続性が課題として挙げられて
いる。現在のサポートにおいては、在籍中また
は卒業見込みの留学生を対象としており、主と

して卒業後の「出口」支援に重点が置かれて
いる。一方、入学時の「入口」、つまり、留学
生募集活動としてのリクルーティング（以下、リク
ルーティング）に関しては、十分であるとは言え
ない。

また、文化庁（2021）の『日本語教育の参照
枠』（以下、『参照枠』」）が発表されて以来、
日本語教育学界は大きな変化の時期に直面し
ている。現在の日本語教育方針では、異なる
教育機関間での学習成果の互換性を重視する

＜研究ノート＞
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ために『参照枠』が活用されている。これにより、
教師は各レベルに応じた学習目標を明確に設定
しやすくなり、段階的なカリキュラム作成が可能
である。また、学習者にとっては、学習目標が
より明確になることで、自分の日本語能力を把握
しやすくなるという利点がある。本学もその動き
について近隣の他大学や日本語教育機関（指
定校）と連携し、ネットワークを強化することで、
本学の現場教育やリクルーティング活動のあり方
を見直しながら、入学時の「入口」に関するサ
ポートとつながり、いわゆる、留学生採用に必
要な体制・環境づくりの改善の必要があるだろう
と考えた。

1.2　目的と構成
本稿の目的は、リクルーティング力向上のため、

課題と提案すべき点を明らかにすることである。
そのため、本稿は入学時の「入口」に関するサ
ポートとのつながりとして3点を挙げ、述べていく。

まず、日本語教育関連の新たな取り組み、課
題を示す。その上で、日本語教育関係者との
構築のための取り込みと共通課題を示す。最後
に、「EJU（記述）対策講座 1」、「JLPT 対策
講座 2」、その成果と課題を記す。最後に、リク
ルーティング活動をまとめと今後の課題と展望に
ついて述べる。

２． 留学生リクルーティングのための取り
組み①「本学日本語教育の課題とそ
の改善」

現在、日本語教育を行う大学・日本語教育
機関は「『参照枠』を活用した実践をどのように
行うか」について関心が集まっている。本学の
日本語教育について、安達・亀田（2024）で

は、過去と現在の課題を踏まえ、対話型による
パフォーマンス課題（書く・話す）の指導、個
別対応の強化が挙げられている。それらの課題
を解決するため、2024年度は、『参照枠』を
活用し、西岡・石井（2019）が提案した「パ
フォーマンス評価」を参考し、「対話型によるパ
フォーマンスの指導」、「評価基準」などの新し
い枠組みを検討し、新たな留学生募集および
入試活動におけるリクルーティングの取り組みを 

行った。
その中で『参照枠』を導入することで、カリキュ

ラムの見直しや評価の可視化といったメリットが
期待できると考えた。一方で、従来の教材や指
導方法をどのように新しい枠組みに適応させるか
という課題も明らかになった。そこで、この課題
を効率的かつ効果的に解決するため、近隣の
他大学の日本語教育現場での具体的な導入方
法や成功事例を参考にすることの重要性が浮上
した。このような経緯から、日本語学習の現状
を共有するために、夏季に2回の講演会を開催
するに至った。

2.1　交流会概要
様々な経験を持つ日本語教師と交流する場が

授業運営能力向上につながることを目指し、交
流会は①『参照枠』の活用、②日本語教育に
関わる情報交換の場づくりとした。以下、夏に
実施した2回の交流会の全体像を述べた後、
人員体制、運営スケジュールなど準備手順につ
いて説明する。

まず、交流会は、日本語学校の教師や日本
語関係者などが Zoom で会し、登壇する講師
がテーマに応じて行った約90分の内容である。
表1に交流会の内容、時間を示す。

1 　大学入試基準の一つである日本留学試験（EJU）は、日本語の「記述」レベルを測定できる試験である。
2 　 大学入試基準の一つである日本語能力試験 JLPT は、「聴解」および「言語知識・読解」を通じて日本語のレベルを測定できる

試験である。
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表 1　交流会の流れ

内容 時間

開会挨拶、趣旨説明 10分

講師による講演 90分

全体のふりかえり、質疑応答 20分

まとめ（事後アンケート実施、閉会挨
拶など）

10分

目的①と②を目指して、できる限り様々な背景
を持つ人と日本語でやりとりができるよう、会のメイ
ンとなる講習会のあと質疑応答行っている。また、
目的①と②を達成するためには、交流会を継続
的に実施していくことが理想的であると考え、7月
中に2回のペースで実施している。テーマは実行
委員と講師が相談しながら、日本語教育関係者
の関心や共通の課題や話しやすさなどを考慮し
て決めている。そして、交流会の企画・実施・
準備は、次の表2に示す人員体制で行っている。

表2　人員体制

役割 人員

・交流会の企画・実施・準備の主導
・実行委員とりまとめ
・当日の主な司会進行

教員（1人）

・交流会準備への協力
・当日の進行のサポート 教員（3人）、職員（2人）

・交流会の企画・実施・準備への協力
・当日のオブザーブ・テクニカルサポート 講師（1人）、教員（3人）、職員（2人）

この人員体制のもと、表3に示す運営スケ
ジュールに沿って準備を進めている。

学校内での申請手続きを含め、準備は約2
か月前から開始する。講演会の具体的な内容
については、教員間でメールやオンライン会議を

通じて協議し、本学側から2 ～ 3つの話題を提
示した後、講師と相談のうえ決定する。その際、
日本語教育関係者の関心や共通の課題、講
演の進行のしやすさなどを総合的に考慮して内
容を調整する。

表3　運営スケジュール

時期 準備内容

2か月前 実施申請

1週間前
・講師と実施日、運営スケジュールの決定
・交流会のテーマ及び目的の決定
・申込フォーム・電子チラシの作成等

1週間前 ・参加者募集（日本語学校訪問、配信メール等）

1週間前 ・参加者募集締切
・参加者への連絡（当日の手順や協力依頼等）

1日前と開会10分後 Zoom 会議室情報の通知

交流会当日
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2.2　交流会１回目
近年、教育現場では多様性とともに『参照

枠』に基づき、「対話型によるパフォーマンスの
指導」や「評価基準」などの新しい枠組みの重
要性が注目を浴びている。そこで、A1レベルの
Can-Do に対応する「日本語アベニュー」教材
を開発している筑波大学人文社会系小野正樹
教授による『参照枠』の取り組みとオンライン教
材開発の応用と課題についての講演会を行っ
た。講演の中では、講師が Can-Do の使い方
の説明や具体的なデータを示した教育現状など
も触れ、多様性を重視した教育を知る貴重な機

会となった。
当交流会には5名の参加があり、参加者から

は「これまでも『参照枠』についての話は聞い
たことがありましたが、改めて聞いてみたかった
ので」という参加希望の動機が寄せられた。終
了後のアンケートは、ほぼ全員から「満足した」

「役に立った」という感想が寄せられたことに加
え、「最近の『参照枠』の動向を知りたかった。
登録日本語教員の試験に関係あるかと思ったた
め」など、本講演からさらに広げた話題につい
ても興味・関心を持った様子がうかがえる感想
が寄せられた。

2.3　交流会 2 回目
本学の情報分野を担当している山島一浩教

授による、生成 AI を利用した日本語学習につ
いての講演会を行った。講師は専門者の視点
ならではの「生成 AI の特徴」から「生成 AI の
導入例」などの新しい枠組みについて説明し、
生成 AI を含んだ日本語教材の工夫や活用法
を紹介した。そして、講師は留学生が日本語を
学ぶ際に役立つ「日本語能力試験の練習問題」

「ワークショップのアイデア出し」「資料作成ツー
ル」などの活用法について話をした。

当交流会には6名の参加があり、参加者か

らは「とても楽しい講義で、わくわくしながら拝聴
していました。また、教師の立場で考えると教
案作成の負担軽減に効果的だと思っています」

「ご説明、Google Gemini を実際に使うセッショ
ンもあり、非常に良い機会になりました」などの
感想が寄せられ、日本語教材に向けても多くの
方々に有意義な情報を提供することができる講
演会となった。「日本語学習で利用されている
IT 関連のツールや使い方の紹介があるとありが
たいです」という参加者の意見から、積極的に
関心を持っている様子がうかがえた。

図1　「日本語教育の参照枠教育と教材の革新」のフライヤーと当日の様子
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2.4　取り組みのまとめと共通課題
夏季に2回にわたり、日本語学習の現状を

共有するための講演会を開催し、講師や参加
者からの意見を通じて以下の3点が明らかとな 

った。

1） 講演会は、日本語教育に関する最新情報を
参加者に提供する場であると同時に、教育
現場での課題や疑問に関する相談の場とし
ても機能した。

2） 『参照枠』を参考にし、学習者が書く・話す
といった言語パフォーマンスを向上させるた
めの対話型指導の有効性が示された。これ
により、実践的な指導方法の可能性が確認
された。

3） 教師は『参照枠』に基づき、学習者のレベ
ルや目標に応じた教育計画を立てて指導を
行い、その効果が明確に示された。また、
学習者の進捗に応じた適切な評価とフィード
バックの実施も効果的であった。

これらの成果により、教員側の負担（教材作
成、評価、指導など）を軽減し、さらには本学
の日本語教育のあり方を見直す契機となった。
また、留学生採用に必要な体制や環境づくりに

関する改善も進み、一定の成果が得られた。し
かし、教員間で『参照枠』に基づく指導法の
理解にばらつきが生じている可能性があるため、
共通理解を深めるための研修が必要である。ま
た、日本語学習の現状を共有する場は十分と
は言えず、近隣の他大学における日本語教育
現場での具体的な導入方法や成功事例を参考
にすることの重要性が浮上した。これらを踏まえ、
来年度以降に講演会を開催する必要性がある
だろう。

３． 留学生リクルーティングのための取り
組み②「地域日本語教育に関わる関
連機関の連携強化」

本学では、筑波大学をはじめとする近隣の大
学や関東甲信越地域の日本語教育機関との連
携を強化し、リクルーティング活動や地域に根ざ
した日本語教育の発展を目指している。具体的
には、これらの大学や教育機関が主催する研
修やワークショップに積極的に参加し、日本語教
育に関する最新の研究成果や指導法を取り入
れている。また、日本語教員との関係構築の場
を設け、情報交換を促進することで、教育の質

図2　「日本語学習に生成 AI を導入する方法」のフライヤーと当日の様子
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向上を目指している。さらに、文部科学省主催
の「日本語教師養成・研修推進拠点整備事業

（関東・甲信越ブロック）」シンポジウムの研修
会に参加し、これらの連携活動をさらに深めて
いきたい。3.1では、1回目の研修会の内容およ
び参加報告を、3.2では、2回目の研修会の内
容および参加について報告する。

3.1　研修会 1 回目
以下は参加した研修会1回目の概要である。

研修名： 第1回 日本語教師養成・研修推進拠
点整備事業（関東・甲信越ブロック）
シンポジウム・連絡協議会総会

日　時：2024年7月20日（土）14:30 ～ 17:00
場　所：東京外国語大学　大会議室

【プログラム】
1．開会挨拶
　 林 佳世子 氏
　 東京外国語大学 学長
2．「日本語教師養成・研修推進点への期待」
　  今村 聡子 氏
　  文部科学省総合教育政策局日本語教育課 

課長
3． 「CEFR の日本語教育への適応―英語教育

からのメッセージ―」
　  根岸 雅史 氏
　  東京外国語大学世界言語社会教育センター 

特任教授
（休憩）
4．意見交換会
　 ※ 日本語教師養成機関、日本語教育機関、

地方公共団体、NPO、民間企業等に分
かれてネットワーク作りを予定しています。

5．連絡協議会総会
6．閉会

今回参加した研修会は、「第1回日本語教師
養成・研修推進拠点整備事業（関東・甲信越

ブロック）シンポジウム・連絡協議会総会」であり、
日本語教育に関する重要なテーマが議論される
貴重な機会であった。特に、文部科学省による
日本語教育政策の動向や、CEFR（共通ヨー
ロッパ言語参照枠）を活用した教育の実践例に
ついて学ぶことができた。これにより、現状の教
育課題や新たな指導法に関する理解を深めるこ
とができた。

まず、文部科学省の日本語教育課課長の今
村聡子氏から新政策の近況と課題に関する講
演が行われ、日本語教育の現状と今後の発展
を踏まえた上で、日本語教師養成の制度や課
題について深く理解することができた。特に、日
本語教育の重要性や教育機関間の連携の必
要性が強調され、地域における日本語教育の
発展に向けた取り組みが求められていることを実
感した。

そして、東京外国語大学世界言語社会教育
センター特任教授根岸雅史氏による「CEFR の
日本語教育への適応―英語教育からのメッセー
ジ―」という講演では、英語教育における具体
的な指導法や評価基準についての実践的な知
識が提供されたことにより、日本語教育の実践に
どのように役立つかを考える良い機会となった。

また、意見交換会では、日本語教師養成機
関や日本語教育機関、地方公共団体、NPO、
民間企業等の参加者が集まり、ネットワーク作り
を行った。異なる背景を持つ専門家たちとの交
流を通じ、新たな視点やアイデアを得ることがで
きた。特に、協働の重要性と多様な視点がも
たらす新しい発見について深く考えるきっかけと
なった。

1回目の研修会を通じて、日本語教育に対
する理解を深めるだけでなく、実際の教育現
場での応用に向けた具体的なスキルを磨くこと
ができた。今後は、学んだ内容をリクルーティ
ングの新たな取り組みに活かし、地域に根ざし
た日本語教育の発展に貢献していきたいと考え
ている。
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3.2　研修会 2 回目
以下は参加した研修会2回目の概要である。

研修名： 筑波大学オンライン情報交換会「つく
ば市の日本語教育」

日　時：2024年8月2日（金）10:00 ～ 11:00
場　所：筑波大学・オンライン形式（Zoom）

【プログラム】
1． 講演「つくば市の日本語教育の現状と課題」
　  つくば市国際交流協会・中村貴之氏
　  つくばインターナショナルスクール・
　  河野あかね氏 ほか
2． 情報交換・意見交換（子どもの日本語教育、

成人の日本語教育）

研修会は筑波大学の「つくば市の日本語教
育」に関するもので、日本語教育に関心のある
方々が集まり、貴重な情報を得る機会となった。
特に、子どもや成人向けの日本語教育の具体
的な取り組みや課題が共有された。情報交換
では、参加者が活発に意見を交わし、異なる
背景からの課題と異なる視点からの新たな発見
について、以下3点にまとめる。

【課　題1】 学習者間の日本語力の差によるグ
ループ学習の困難さ

【改善案1】 レベル差を活かした学びの場を創出
し、学習者の母国語能力・英語能
力を活用すること

【課　題2】漢字学習における指導の困難さ
【改善案2】 子どもに興味を持たせることが重要

であり、そのために視覚的なイメー
ジを活用すること

【課　題3】つくば市の日本語学習者の現状
【改善案3】 つくば市国際交流協会との情報共

有を通じて、今後の協力連携の強
化を図ること

2回目の研修を通じて、つくば市の日本語教
育の現状を関係者から伺い、地域における日本
語教育の重要性を再認識した。特に、つくば市
における子ども向けプログラムや成人向けの教
育プログラムの現状について詳細な情報を得る
ことができ、地域の教育機関や国際交流協会
との連携が重要であると実感した。また、「情
報交換・意見交換」の場では、参加者がそれ
ぞれの経験を共有し、異なる視点から教育改
善へのヒントを得ることができた。こうした地域に
密着した教育の実践が求められる中で、得られ
た新たな取り組みを活用し、つくば市の日本語
教育の発展に貢献できるよう、本学もその一員と
して積極的に取り組んでいく必要があるだろう。

3.3　取り組みのまとめと共通課題
以上2回の研修会を通じて、つくば市におけ

る日本語教育の現状や課題について深く理解す
る貴重な機会が得られた。特に、地域の子ども
や成人向けの日本語教育が直面する具体的な
問題が共有され、教育機関や国際交流協会と
の連携強化の必要性が再認識できた。地域に
密着した教育を実践するためには、教育機関
や地方自治体との協力が不可欠であり、本学も
その一員として積極的に取り組んでいく必要が
あるだろう。

多文化共生社会における日本語教育の役割
が一層重要になる中で、今後本学は他の日本
語教育機関との連携を強化することが重要な課
題であると考える。現在のネットワークと情報交
換しながら、地域のニーズに応じた教育支援や
リクルーティング活動を積極的に推進していきた
いと考えている。

４． 留学生リクルーティングのための取り
組み③「日本語講座×オープンキャ
ンパス」

本学は、他の教育機関との差別化を図ること
で、留学生にとって魅力的な学習環境を提供す
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ることを目指している。これを実現するため、優
れた留学生を戦略的に獲得する施策として、日
本語学校に在籍する学生や本学に在籍する留
学生を対象に、オンラインおよび対面形式での
対策講座（EJU 対策や JLPT 対策など）を定
期的に開催している。これらの講座を通じ、留
学生のニーズや日本語能力を詳細に把握し、
個別対応の強化を図っている。

そして、本学の教育活動を広く告知するた
め、日本語教育関係者向けに情報発信を積極
的に行っている。特に、2024年度においては、
本学のホームページや公式 SNS などを活用し、
本学が提供する日本語教育の質や教育環境、
指導体制の魅力を国内外に宣伝を行っている。
また、日本語関連の対策講座を定期的に実施
することで、日本語教職員間の交流を促進し、
教育の質を高めながら新たな教育ニーズに柔軟
に取り込んでいる。

これらの取り組みによって、本学は他の教育機
関との差別化を図りながら、より多くの留学生に選
ばれる魅力的な学習環境の提供を実現し、長期

的な視点で戦略的な留学生の獲得および日本語
教育の発展に貢献していくと期待している。

4.1　実施概要
本活動内容としては、本学の留学生・大学

進学を目指す日本語学校の留学生を対象とし、
2024年度春学期と秋学期に「EJU（記述）対
策講座」と「JLPT 対策講座」それぞれ2回ず
つ、計4回の活動を実施した。対面で対策講
座に参加する場合、その後にオープンキャンパ
スへ参加できるように工夫し、予定を立てている。
オープンキャンパスでは本学の教育内容や施設
をより深く知る機会を提供し、模擬授業やキャン
パスツアー、教員や現役学生との交流を通じ、
学びの環境やサポート体制を実感してもらう。こ
の流れにより、留学生が本学の魅力を直接体験
し、進学の意思決定を支援することを目指して
いる。

表4は対策講座の講座名、実施日、実施形
式、参加人数、図3はフライヤーと当日の様子
を示す。

表4　実際内容

講座名 実施日 実施形式 参加人数

EJU（記述）対策講座 2024年 6月 2日 対面・オンライン 6人

JLPT 対策講座 2024年 6月30日 対面・オンライン 3人

EJU（記述）対策講座 2024年10月 6日 対面・オンライン 1人

JLPT 対策講座 2024年11月 2日 対面・オンライン 4人

講座の内容は、講師が試験での解答方法や
時間配分のポイントについて詳しく解説し、参加
者が実際の試験で即座に活用できるよう工夫し
た。本活動を実施した結果、日本語学校の卒
業見込者の参加があり、好評を得られた。参
加者からは、EJU 対策講座や JLPT 対策講座
の内容が実践的で、特に試験対策に役立つ具
体的なアドバイスを受けられたという声が寄せら
れた。

また、参加後のオープンキャンパスでも、実際

の学びの環境を体験できたことにつながった。模
擬授業を受けた参加者は、講義の進行や教員と
の相性を実感でき、実際に通う際のイメージを掴
むことができたようである。本学の在籍生との交流
も非常に有意義で、大学の学びや生活について
の具体的な体験談を聞くことで、「進学への期待
感が高まった」という意見が寄せられた。

このようなフィードバックを受け、参加者のニー
ズに応じた内容の充実を図り、より多くの留学
生に本学の魅力を伝えていく取り組みを続けて
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いきたいと考えている。しかし、留学生リクルー
ティングにおける取り組みの実効性を高めるため
には、集客力の向上が今後の重要な課題であ

ると考える。参加者からの意見を参考に、講座
の内容や形式の改善を行い、さらなる効果的な
学習支援を目指していきたい。

５．おわりに

以上、日本国際学園大学の2024年度にお
ける留学生募集活動としてのリクルーティング活
動を強化するため、日本語教育関連の取り組み
について報告した。具体的な活動として、まず
本学の日本語教育の課題とその改善に向けて、

「日本語教育の情報を共有する講演会」を夏
季に開催した。この講演会では、『参照枠』を
活用した新たな教育方法や生成 AI を用いた教
材開発に関する情報を提供し、参加者から高く
評価された。しかし、教員間で『参照枠』に基
づく指導法の理解にばらつきが見られる可能性
があるため、共通理解を深めるためのさらなる
研修が必要であるだろう。

また、地域の日本語教育に関連する機関との
連携強化を目指して、研修会に参加し、教育
の現状や課題を共有することができた。これら
の活動を通じて、地域における日本語教育の質
を向上させ、連携の重要性を再認識する貴重
な機会となった。多文化共生社会における日本

語教育の役割が一層重要になる中で、今後本
学は他の日本語教育機関との連携を強化するこ
とが重要な課題であると考えている。

さらに、EJU や JLPT 対策講座を開催し、留
学生の進学支援を行った。参加者からは、実
践的な試験対策の内容に高い評価を得た。リク
ルーティング活動の一環として大学の魅力を伝
える機会を提供できたことは、本学の日本語教
育関係者にとって新たな成果と言える。その一
方で、留学生リクルーティングにおける取り組み
の実効性を高めるため、集客力の向上が今後
の重要課題として残った。そのため、今後もこ
れらの取り組みを通じ、留学生の支援体制を強
化しながら、本学の日本語教育の発展に貢献し
ていくことを目指していきたい。
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同研究費および JSPS 科研費（23K00643）の
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図3　フライヤーと当日の様子（2024年6月2日）
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経営情報学部開講科目のシラバスを用いた 
授業内容の計量テキスト分析

　
丸山　雅貴＊

Quantitative Text Analysis of Course Content  
in the Faculty of Business and Informatics

Masaki MARUYAMA ＊

抄　録

本研究では、日本国際学園大学経営情報学部において開講されている科目のシラバスを用い、教
育課程の全体像やモデルの特徴を可視化することを目的とし、授業内容の計量テキスト分析を試み
た。シラバスに記載されている「授業概要」における頻出語の特徴を明らかにした上で、抽出語と
科目区分との対応分析を実施した結果、各専攻の専門基礎科目群において特徴的に現れる語を見出
した。また、専攻に対応したモデルが設定されていることを踏まえ、そのモデルごとの学びの内容
を可視化するため、「AI・情報モデル」及び「コンテンツデザインモデル」を例に、共起ネットワーク
により授業において学ぶことができる内容を可視化した。
　
キーワード： シラバス、高等教育、計量テキスト分析、テキストマイニング、自然言語処理

＊　日本国際学園大学 経営情報学部、Japan International University
　

１．本研究の背景と目的

高等教育機関においては、急速に変化する
社会のニーズに対応し、学生に質の高い教育
を提供することが求められている。この要求に
応え、大学教育の質を保証するため、カリキュ
ラムマネジメント1) が不可欠となっている。教育
課程を適切に編成し実施するための方針とし
て、カリキュラム・ポリシー等の策定が高等教育

機関には求められており、実際に策定されたポ
リシー等の内容が実施されているかを定期的に
確認し、教育の質を向上させていくことが必要と
なっている。

2024年4月に筑波学院大学から名称を変更
した日本国際学園大学には、経営情報学部（ビ
ジネスデザイン学科）が設置されており、各学
年における教育課程実施方針を次のように定め
ている2)。

＜研究ノート＞
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1） 1年次春学期には、大学での教育を受けるための基礎となる語学力（英語・日本語）や技術（基
礎的な ICT 活用能力）を身につける。同時に、社会人基礎力・アカデミックスキルを身につける
基礎的な知識や教養を学ぶ。1年次秋学期からは、学生の関心や希望する進路に応じて4専攻
の中のモデルを選択する。ただし、2年次になる際に、選択したモデルを変更することができる。 

留学生は、必ず「日本文化・ビジネスモデル」に所属し、モデルを変更することはできない。
2） 2年次からは、多様な学問的課題・社会的課題を自分自身で考える力を身につけるため、専門基

礎科目（共通、専攻）を広く体系的に実施する。柔軟かつクリエイティブな発想で課題解決ができ
る力を身につけるため、選択したモデルを含む／ある専攻だけでなく、他専攻の専門基礎科目も履
修できる。

3） 3年次からは、卒業後の進路を意識し21世紀を生きるために必要な深い教養、ビジネスマインドや
マネジメント能力、作品を制作するための技術などを、専門発展科目を通じて体系的に学ぶ。また、
専門演習ゼミの中では、ディスカッション能力、プレゼンテーション能力、コミュニケーション能力及
びチームワークなどといったプロフェッショナル（職業人）としての問題解決能力を身につける。

4） 4年次では、専門演習ゼミを通じて専門的な学識と技能を深めることにより、主体的・創造的な問
題解決への取り組み方や、多様な背景を持つ他者とのコミュニケーション能力を身につける。希
望者は卒業研究に取り組むことができ、指導教員の下で、専門の内容に沿ったデータ収集・分析、
作品制作、プログラム開発を行い、これらに論理的な考察を加えることによって卒業論文を完成さ
せることで、創造的な思考力、問題解決力を身につける。

1年次においては教養科目や外国語科目、入
門科目、2年次からは専門基礎科目、3年次か
らは専門発展科目を履修するとともに、進路に
関する科目等を体系的に履修することにより、主
体的な学びを実現させ、論理的思考力や応用
力の育成を目指している。そのために、学生の
関心やキャリアにあわせ、4つの専攻に対応し
た8つのモデル（表1）が用意されている。それ

ぞれのモデルでは、専攻に関係する科目を中心
としながら、それぞれのモデルに応じた必修科
目や推奨科目が設定されている。

本研究では、日本国際学園大学経営情報
学部を事例として、開講されている科目の授業
内容に関する計量的分析を実施した。本研究
における分析の結果から、教育課程の全体
像やモデルの特徴を可視化し、カリキュラム設
定状況の確認や改善につなげることが見込ま 

れる。

２．高等教育におけるシラバスの計量的分析

シラバスとは、学生が各授業科目の準備学修
等を進めるための基本となる各授業科目の授業
計画が記されたものであり、学生が講義の履修
を決める際の資料ともなるもの3) である。学生・
教員の双方にとって重要となる科目の設計図 4)と
も言え、その充実が求められている5)。

各大学において、シラバスを計量的に分析
し、カリキュラムとしての特徴を可視化する取組

専攻 モデル

人文科学専攻

国際教養モデル
英語コミュニケーションモデル
国際エアラインモデル
国際ホテルモデル

社会科学専攻 公務員モデル

経営学専攻
現代ビジネスモデル
日本文化・ビジネスモデル

情報・デザイン
専攻

AI・情報モデル
コンテンツデザインモデル

表1　専攻・モデル
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が実施されている。例えば、教育課程の全体
像を明らかにし、学校紹介において示されてい
る各学科の特徴との共通性 6) や学年によるゼミ
内容の推移 7) を明らかとする取組が実施されて 

いる。
本研究においては、過去に各大学において

試みられている知見を踏まえつつ、日本国際学
園大学経営情報学部を事例とした計量的分析
を実施した。日本国際学園大学経営情報学部
におけるシラバスを用いた分析は管見の限り過
去に行われておらず、初めての試みである。また、
日本国際学園大学経営情報学部における新た
な特徴として導入されているモデルごとの学びに
ついて、その内容を明らかにすることにより、学
修の支援やカリキュラムマネジメントに資すること
が期待される。

３．分析の方法

3.1　データの収集
本研究では、インターネット上で公開されてい

る日本国際学園大学2024年度シラバス8) に記
載されている「授業概要」の記載事項をデータ
として収集し、使用した。対象は、日本国際
学園大学教育課程及び履修方法に関する規
程 別表1に示されている授業科目とし、旧カリ
キュラムにおいて開講されている科目等は除外
した。

一部の科目では、複数のクラスが開講されて
いたが、その場合には、すべてのクラスのデー
タを収集した。ただし、同じ内容が複数のクラ
スにおいて記載されていると判断されたものは、
重複部分を除外した。

また、「授業概要」のすべてが英語で記載
されているものは、除外して分析することとした。
英語と日本語が併記されている場合には、日
本語で記載されている部分のみを抽出し使用
した。データの収集は、2024 年 10月に実施 

した。

3.2　分析の方法
本研究では、シラバスにおける「授業概要」

の記載内容を用い、奈良先端科学技術大学
院大学にて開発された「茶筌」を用いた形態素
解析により、データに含まれる語を抽出した。次
に、科目区分を外部変数とした対応分析 9) を実
施した。対応分析は、外部変数との関連性を
二次元平面上に同時布置し表現する手法であ
る。科目区分を外部変数とし、出現した語と同
一の平面上に布置することにより、特徴的な語と
外部変数との位置づけを把握することができる。

また、各モデルにおいて学修できる内容の特
徴を明らかにするため、モデルにおける必修科
目及び推奨科目の「授業概要」の共起ネットワー
ク図を作成した。共起ネットワークの作成にあたっ
ては、Jaccard 係数が高い上位60の共起関係
を図示した。本研究では、「AI・情報モデル」
及び「コンテンツデザインモデル」を例に、それ
ぞれのモデルにおける授業内容の共起関係を
確認し、さらにモジュラリティによるサブグラフ検
出10) により可視化することにより、その内容を考
察した。共起ネットワークを活用することにより、
語と語が共に出現する関係を図示でき、テキス
トデータ内の語間の関係性を直感的に把握でき
るようになる。すなわち、複数の科目において共
通して出現する、語同士の関係性のパターンを
発見することができる。ただし、外国語科目及
び専門発展科目は、クラスや所属するゼミ等によ
り扱う内容が大きく異なることが予測されたことか
ら、これらの科目を除外した上で共起ネットワー
クを作成した。

なお、本研究における分析には、KH Coder11)

を用いた。KH Coder は、計量テキスト分析の
ためのフリーソフトウェアであり、形態素解析と
統計的分析を組み合わせた解析や可視化が可
能である。応用研究に利用された事例が豊富
12) であり、本研究の目的を達成することが十分
に可能であると判断したため、KH Coder を採
用し分析を実施した。抽出語の選択（品詞等）
は、KH Coder におけるデフォルト設定によった。

─ 55 ─

丸山雅貴：経営情報学部開講科目のシラバスを用いた授業内容の計量テキスト分析



４．結果と考察

4.1　分析対象の科目・クラスと頻出語
本研究では、260の科目・クラス（表2）が分

析の対象となった。分析対象となったデータに含
まれる文は1,180であり、抽出された語における
異なり語数は3,079であった。

これらの科目・クラスにおける「授業概要」に用
いられている頻出語を、表3に示す。上位には、「授
業」（254回）、「社会」（176回）、「学ぶ」（150回）、

「行う」（138回）、「理解」（129回）といった語
が用いられていた。そのほか、「情報」（77回）、「経
営」（72回）、「デザイン」（70回）など、本学の
専攻の内容と関係する語の使用も多くみられた。

科目群 科目区分 科目・クラス数

総合教養科目群
教養科目  24
外国語科目  22
入門科目群  19

専門基礎科目群

共通科目   4
専攻科目（経営学専攻）  28
専攻科目（人文科学専攻）  26
専攻科目（情報・デザイン専攻）  49
専攻科目（社会科学専攻）  30

専門発展科目群
専門発展科目  32
卒業研究  10

進路支援科目群
実践科目   3
キャリア形成  13

合計 260

抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数
授業 254 地域 57 システム 42 重要 31
社会 176 解決 55 テーマ 42 紹介 31
学ぶ 150 文化 55 テキスト 41 理論 31
行う 138 経済 54 身 41 思考 30
理解 129 内容 54 科学 39 戦略 30
講義 100 科目 52 歴史 39 中心 30
知識 93 習得 51 データ 38 日本 30
学習 87 分野 50 使用 38 形式 29
課題 86 グループ 49 現代 36 国際 29
問題 86 自分 49 資料 36 各自 28
企業 85 技術 48 用いる 36 確認 28
基礎 78 考える 48 ディスカッション 35 受講 28
情報 77 方法 48 行政 35 進める 28
学生 72 演習 47 制作 35 政策 28
経営 72 分析 47 英語 34 使う 27

デザイン 70 目指す 46 解説 34 書く 27
基本 70 様々 46 作成 33 担当 27
必要 68 発表 44 実践 33 表現 27
研究 67 ビジネス 43 スキル 32 毎回 27
活動 60 活用 43 試験 31 論理 27

表2　科目区分ごとの分析対象科目・クラス数

表3　頻出語（上位80語）
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日本国際学園大学経営情報学部では、ディ
プロマ・ポリシー 2) において、創造的に主体
的に問題を解決する能力、社会（国際社会・
地域社会）の一員として貢献する能力、多様
な他者と協働できるコミュニケーション能力を身
につけることを求めている。「地域」（57回）や

「グループ」（49回）、「ディスカッション」（35
回）といった語の使用は、これらの能力の育成
を目指していることから用いられていると考えら
れる。

4.2　科目区分との対応分析
図1に、抽出された語と科目区分の対応分析

を実施した結果を示す。対応分析の結果は、
差異が顕著な上位60語を使用しプロットした。
原点に近い箇所には、外国語科目やキャリア形
成、専門基礎科目群（共通科目）といった科目
区分が布置されている。これらの科目のように、
原点に近い箇所には教育課程全体に共通して
出現する語である一方、原点から離れた位置に
プロットされたものは、一部の科目区分に特徴的
に現れる語と言える13)。

各専攻の専門基礎科目群は、いずれも原
点から離れた位置にあり、人文科学専攻では

「歴史」や「英語」、社会科学専攻では「文
化」、経営学専攻では「企業」や「ビジネス」、
情報・デザイン専攻では「データ」や「システ

ム」といったキーワードと授業内容が結びつい
ている。また、「グループ」や「ディスカッション」
といった語は経営学専攻における専門基礎
科目群の位置と距離が近く、日本国際学園大
学経営情報学部が目指すアクティブ・ラーニ

図1　対応分析の結果
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ングの積極的な導入が、シラバスに明記され
ているケースが多いことが示唆された。経営
学専攻には、少人数によるグループ討議、課
題解決、プレゼンテーション等の繰り返しによ
るビジネススクール型授業が取り入れられてい
る現代ビジネス関係の科目が設置されている
14)。ビジネスにおける対応力を育成することを
明示するため、アクティブ・ラーニングに関して、
シラバス上でも積極的に記述されていると言 

える。

4.3　モデルにおける授業内容の特徴
4.3.1　AI・情報モデル
「AI・情報モデル」における必修科目及び

推奨科目の「授業概要」にどのような特徴がみ

られるか、共起ネットワーク図の作成により可
視化した結果を、図 2に示す。「AI・情報モ
デル」においては、60の科目・クラスが対象と
なった。「AI・情報モデル」では、「情報」、「社
会」、「技術」、「システム」といった語により
構成された、大きなサブグラフが検出された。
このほか、「プログラミング」や「言語」等によ
る組み合わせや、「データ」、「分析」、そして
「処理」といった組み合わせによるサブグラフ
もみられた。また、「コミュニケーション」、「ス
キル」といった語の共起関係もみられ、対話・
協働による能力の育成を目指している授業も設
置されていた。
「AI・情報モデル」では、AI（人工知能）・

IoT（モノのインターネット）・データ分析を中心と

図2　AI・情報モデルにおける授業概要の共起ネットワーク
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した学びと、情報システム・ネットワーク・セキュ
リティを中心にした学びの双方を可能とするよう、
カリキュラムツリーが構成されており、科目が設
定されている。しかし、AI 等の一部分野に関連
した用語は少なく、現時点のシラバスでは、体
系的に学修を進めることが難しい可能性がある
と予測された。

そこで、記述内容について、類似した科目ご
とに分類し科目の設置状況を明確とするため、
科目ごとのクラスタ分析（図3）をおこなった。ク
ラスタ数は10とし、類似した記述内容を含む科
目のクラスタを抽出した。専門基礎科目群にお
いて唯一「AI」が名称に含まれている「AI の活
用」は、「情報・デザイン入門（AI・情報）」や

「情報基礎 A」等、入門科目群が多いクラスタ
に含まれており、専門基礎科目群における他科
目との接続が十分に図られていない可能性があ
る。数理・データサイエンス・AI に関する教育
の重要性が指摘 15) され、その充実が求められ
る現代において、学生のキャリア形成に寄与す
るよう、カリキュラムマネジメントが求められている
と言えよう。

4.3.2　コンテンツデザインモデル
「コンテンツデザインモデル」における必修科

目及び推奨科目の「授業概要」にどのような特
徴がみられるか、共起ネットワーク図の作成によ
り可視化した結果を、図4に示す。「コンテンツ
デザインモデル」においては、59の科目・クラス
が対象となった。「コンテンツデザインモデル」で
は、「デザイン」や「CG」、「グラフィック」、「色
彩」等による組み合わせや、「音」や「映像」、「編
集」といった組み合わせによるサブグラフがみら
れ、これらの技能を身につけることが目標の1つ
となっていると推測される。

そのほか、「自分」、「知る」、「考える」と
いった語により構成されたサブグラフも検出され
た。「コンテンツデザインモデル」では、自ら知る、
あるいは考えるといったスキルの向上を目標とし
ている科目が設置されていると考えられる。

図3　 AI・情報モデルにおける必修科目・
推奨科目のクラスタ分析
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５．まとめと今後の課題

本研究では、日本国際学園大学経営情報学
部において開講されている科目のシラバスを用
い、その授業内容を計量テキスト分析により明ら
かにした。頻出語や科目区分による特徴を考察
した上で、日本国際学園大学経営情報学部に
て2024年度から導入されているモデルによる学
ぶ内容の違いについて、共起ネットワークにより
可視化する手法を検討した。本研究では、モ
デルに対応した必修科目や推奨科目の「授業
概要」を踏まえ、共起ネットワークを作成し学び
の内容を可視化したが、この手法を応用し、各
学生が履修した年度や科目に対応させた共起
ネットワークを情報として提供することにより、個

別最適化された学びの振り返りやキャリア指導
が可能となるだろう。

おわりに、本研究の実施を通じて明らかになっ
た今後の課題を述べる。本研究においては、
シラバスの計量的分析を試みたが、分析を行う
ためのデータの可用性が高いシステムになって
いるとは言えない。例えば、シラバスの Linked 

Open Data 化 16) を進めることにより、教育課
程のさらなる体系的分析、あるいは他大学との
比較による教育の質向上に役立てることが期待
される。シラバスの記述やそのデータ形式を構
造的・体系的なものとすることにより、カリキュラ
ムマネジメントに新たな知見を生み出し、教育
の質向上へつなげることが必要ではないだろ 

うか。

図4　コンテンツデザインモデルにおける授業概要の共起ネットワーク
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Open Data 化とカリキュラム分析への応用 ”．情報
処理学会全国大会講演論文集．東京，2014-03-

11/13．情報処理学会，2014, p. 475-476.
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ウクライナ避難民の子どもたちの絵画展の開催及び 
アクティブラーニングプロジェクトの実施

　
野田美波子＊・高嶋　啓＊

Hosting an art exhibition of paintings by children evacuated from Ukraine 
and conducting an active learning project

Minako NODA ＊ and Kei TAKASHMA ＊

抄　録

本プロジェクトでは、観客や学生に国際情勢や平和について考える場を提供することを目的に、ウク
ライナ避難民の支援を行う、特別認定 NPO 法人日本チェルノブイリ連帯基金（JCF）が保有するウク
ライナの子どもたちが避難先で描いた絵画を、2023 年 12月12日から17日にかけてつくば市民ギャラリー
にて展示した。それに合わせてギャラリートーク、絵画分析ワークショップを筑波学院大学（現、日本
国際学園大学）のメディアデザインコースの学生を対象としたアクティブラーニングとして実施した。展
覧会には 5日間で 170 名の観客が訪れた。
　
キーワード： ウクライナ避難民、絵画展、アクティブラーニング、対話型鑑賞

＜資料＞

１．目的

世界中で紛争や戦争が絶えず、平和が脅
かされ、人道危機が起こっている。しかし我々
日本人にとって、海を超えた遠くの国で起こっ
ている出来事に対して実感を伴って感じ、考
える機会を持つ事は多くない。本プロジェクト
は、学生が主体となってウクライナ人の子ども
が避難先で描いた絵画を展示し、絵画分析
を行うことによって、学生や展覧会を訪れた人
に国際情勢や平和について考えを巡らせる機

会や場をつくることを目的とした。

２．絵画展の実施

以下に、絵画展の実施内容を記す。

2-1　プロジェクトに参加した学生及び教員
教員2 名、学生 9 名（3、4 年生はメディア

デザインコースを専攻）、計 11 名が参加した
（表 1）。

＊　日本国際学園大学 経営情報学部、Japan International University
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教員 2名：野田美波子、高嶋啓

4年生
3名： 堀越龍太郎、田中啓伸、 

高橋潤也

3年生
4名： 矢治竜乃介、菊地祥真、 

中山怜、遠井千寿

2年生 なし

1年生
3名： トロプチン・ニキタ、北川美玖、

柴田心歩

2-2　期間、場所
展覧会は2023年11月13日～ 12月17日の準

備期間を含めた約1ヶ月間をかけて大学及び筑
波市民ギャラリー（図1）にて実施した。

2-3　絵画の選定
2023 年 11月13日、絵画の選定を行うため、

学生とともに長野県松本市に所在する NPO

法人日本チェルノブイリ連帯基金（以下 JFC）

に出向し、約 200 作品ある絵画から50 作品を
選定した（図 2）。その際、フライヤーやポスター
のデザインを担当する学生にデザインに使用
する作品に目星をつけてもらい、数点を候補と 

した。

2-4　フライヤー及びポスターデザイン
フライヤー及びポスターのデザインは、3 年

生の菊地祥真が担当した。デザインにはニカと
いう7 歳の少女が描いた絵、『ウクライナの心』

（図 3）を使い、約 1 週間をかけて完成した（図
4、5）。

2-5　準備
絵画を50点展示するにあたって、絵画を額

縁に装丁し、それぞれにキャプションを作成する
する必要があった。準備にはおおよそ3日間か
かり、このすべての工程において、学生が主体
的に参加し作業を行った。以下にその主な作
業内容を示す。

①額縁の購入
50点の絵画は様々なサイズで描かれており、

決まった規格の紙に描かれたものはほとんどな
かった。そのため1点ずつサイズを測り、おおよ
そのサイズで分類してから購入する額縁を選定
した。

②マット台紙の作成
マット台紙とは、絵画を額縁に装丁する際に

額縁のガラス面と絵画の間に挟む台紙のことで、
絵画とガラス面の密着を防ぎ保護する目的や、
絵画と額縁の間に余白を作ることによって絵画
の見栄えを良くする効果がある（図6）。購入し
た額縁に、マット台紙が付属していたが、絵の
サイズが様々であったため、そのまま使用するこ
とができず、厚手の画用紙をそれぞれの絵のサ
イズにカッターで切り抜いてマット台紙を50枚作
成した（図7）。図2　 子どもたちの描いた絵画、約200作品

の中から50点を選出した

図1　筑波市民ギャラリー

表1　本学参加者内訳 
（2023年度の学年を表記）
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図3　『ウクライナの心』

図5　完成したデザインの裏面

図6　
台紙を用いた展示

図7　台紙制作する学生

図4　完成したデザインの表面
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③キャプションの作成
美術展におけるキャプションとは、名刺サイズ

ほどの小さなカードに作品のタイトル、作者の名
前、素材といった文字情報を表示するもので、
大抵は作品の下側に設置される（図8）。キャプ
ションは、展覧会によって金属、プラスチック、
紙といった様々な素材で作成されるが、今回は
のりつきのスチレンパネルを使用した。Adobe 

Illustrator で、JCF から貸し出しだしてもらった
一覧を確認しながら絵画の情報を入力、レイアウ
トし、プリントアウトしたものをスチレンパネルに貼っ
てカットして作成した（図9）。
 

2-6　搬入及び展示
2023年12月11日に絵画の搬入及び展示

作業を行った（図10）。壁に展示する際はレー
ザー水準器を使用して水平垂直を出し、絵画

同士の間隔を壁の横幅に合わせて計算し、床
からの距離を揃えて均等に並べた。絵画を壁
に吊り固定する為に、径1mm の透明テグスと
長さ3cm、径1。5mm の白く塗装されている
釘を使用した。釘はテグスを引っ掛けて絵画を
吊る他に、額縁の下部左右端2点の壁に打ち
込んで落下防止の支えとした。約8時間をかけ
て絵画の展示及びキャプションの設置を行った

（図11）。その他にも展示されている絵画の寄
付つきポストカードと今回のプロジェクトに協力し
てもらった JFC の姉妹団体、日本イラク医療ネッ
トワーク（以下 JIM-NET）の寄付つき商品を
募金活動のために受付に並べた（図12）。また、
通行人にも興味を持ってもらえるようにギャラリー
のガラス窓面には展覧会ポスターをアレンジした
横断幕を展示し（図13）、ギャラリー入り口には
ポスターパネルをイーゼルに立てた（図14）。

図10　展示作業を行う学生たち

図8　絵画とキャプション 図9　キャプションをカットする学生

図11　展示風景
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３．絵画分析ワークショップ

2023年12月15日、5名の学生と絵画分析
ワークショップを実施した（図15）。絵画分析に
は対話型鑑賞という方法を用いた。これは1980
年代にニューヨーク近代美術館 MoMA で開発
された鑑賞教育プログラムに、愛知県美術館
学芸員の鈴木有紀氏がアレンジを加え、日本で
の普及を進めている学習法で、これからの教育
において求められる、主体的に学ぶ力を育むた
めの力を養うことができるように構築されている。
鈴木氏の著書『教えない授業』によれば、この
学習法は以下の4つの基本プロセスからなって
いる。

1　みる
対話型の鑑賞では、まずじっくり見る時間

を確保します。なんとなくみるのではなく、意
識を持って隅 ま々で観察することが大事です。

（以下略）

2　考える
見たものについて考えることが次のステップ

となります。直感や疑問を大切にしながらも、
作品のどの部分を見てそう思ったのか、「根
拠」を探すことを対話型鑑賞では重視します。

（以下略）

3　話す
自分の考えたこと、心に湧き上がったさまざま

な感情や疑問を、的確な言葉にしてグループ
の人に伝えます。みるという「体験」は、それ
を振り返る（言語化する）というプロセスを通し
て、一歩進んだ「経験」となります。（以下略）

4　聞く
最後のステップは他の人の意見に耳を傾け

ることです。（中略）他の人の発言に真摯に
耳を傾けることそこから新たな視点を得て、改
めて作品を「みる」と、それまで見えていなかっ
たものが見えてくることがあります。

図12　JCFとJIM-NET の寄付付き商品 図13　ギャラリーの窓面の横断幕

図14　ギャラリー入り口のポスターパネル 図15　ワークショップの様子
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以上の四つを繰り返し、考えや視点をみん
なで共有しながら鑑賞を深めていくのです。

また鈴木氏は著書の中で「子ども自身が鑑賞
中見て考えて話して聞いたことをふりかえること
でさらに学びを進めることができます。」と述べ重
要性を説いている。これらのプロセスをもとにワー
クシートを作成した。

ワークショップ実施の際は、ファシリテーターとし
て教員が進行した。鈴木氏によれば、学修効果
を高めるための4つの大切な質問があるという。

1　 「作品の中で見つけたこと、気づいたこ
と、考えたこと、疑問でも何でもいいの
で話していきましょう」

作品を見ていきなり感想を述べるのは大人
にもなかなか難しく感じられるものですがこの
問いによって発言のハードルがグッと引き下げ
られします対話の扉を開くための問いと言える
でしょう。（以下略）

2　 「どこからそう思う？」
授業やワークショップの中で子供が意見を

述べた時ただ聞くだけでは話が広がったり繋
がったりせずそのまま終わってしまいがちです。

（中略）例えば作品を見て「綺麗だな」「汚
いね」「面白い」「わーすごい」「なんか変
だね」といった感想が沸き起こったとき、「どこ
からそう思う?」と問いかけます。感想や考え
の根拠を聴く問いであり、論理的思考を促す
問です。（以下略）

3　 「他に見つけたこと、考えたことはない 
かな？」

この問いは鑑賞の視点がある特定の事柄
に集中してしまいがちな時や対話がひと段落
した時に、ほかの子どもの異なる視点を聞くこ
とでさらに対話を深めたり広げたりするために
使う問いです。（以下略）

4　 「そこからどう思う？」
少し発展的な問いとして、「そこからどう思

う?」というものもあります。参加者の発言に
対して、さらに考えを広げること・深めることを
促す問いかけです。（中略）

これらの質問を意識的に行いながら、発表者
や他の鑑賞者の意見を引き出すことに努めた。

ワークショップでは、まず学生にそれぞれ任意
で自分の気になる絵を選んでもらい、その一枚
の絵を5分間じっくりと観察してもらった（図16）。
観察が終わった後、その絵について、先ず選
んだ学生に意見を述べてもらった。次に初見の

図16　じっくりと絵を観察する学生

図17　実際に使用したワークシート
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学生たちの意見を聞き、意見を交換しながら選
んだ絵に何が書かれているのかを考察していっ
た。ワークシートは自分が選んだ絵以外の絵に
ついても全て記入してもらった（図17）。

４．ギャラリートーク

ギャラリートークは、12月17日に以下の日程 /

内容で行い、学生が参加した。

① 10:00 〜 11:00　 日本に暮らすウクライナ人
学生の対談

本学1年生のウクライナ人避難留学生のトロ
プチン・ニキタさんと筑波大学のウクライナ人留
学生が、自国の土地、文化、言葉についてス
ライドを使って紹介した。また、ウクライナの状
況について地図を使って解説し、観客の質疑
応答に応えた（図18）。

② 13:00 〜 14:00　JFCとJIM-NET の対談
長年平和活動や人道支援に従事してきた

JCF 理事長神谷さだ子さんと、イラクのがんの
子供たちの医療支援を行うJIM-NET 海外事
業担当の斉藤亮平さんがウクライナ、イラクの子
どもたちの現状について対談した（図19）。

５．広報

本プロジェクトの広報活動は、事前の情報発
信とイベント中の広報、という2つの段階で行わ
れた。まず、事前の情報発信では、プレスリリー
スが行われ、各種メディアや関連団体に対して
情報が発信された。さらに、大学の公式ウェブ
サイト、SNS を通じて告知を行なった。これら
の広報活動により、全16社の新聞やオンライン
ニュース等に記事が掲載された（図20）。また、
市民ギャラリーへの来場を促すために、学生が
つくば駅前の店舗や公共施設などにフライヤー
の配布をお願いするなど、直接的な広報活動も
実施し来場者を募った。

６．結果

ウクライナの子どもたちの絵画展の来場者
（ギャラリートークを含む）は、6日間の開催で
170名であった。また、期間中に寄付付き商品
を販売する募金活動では約3万円を集めた。

プロジェクトに参加した学生7名に Google 

form でアンケートを行なった結果、以下の回答
を得た（表2）。

図20　茨城新聞2023年12月18日掲載

図18　ウクライナ人学生によるトーク

図19　JCFとJIM-NET の対談
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表
2　

プ
ロ

ジ
ェ

クト
に

参
加

し
た

学
生

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果

1．
�あ
な
た
の
こ
の
イ
ベ
ント

へ
の
関
わ
っ
た
度
合
い

に
つ
い
て（
作
業
量
や
費

や
し
た
時
間
に
つ
い
て
）

2．
�あ
な
た
の
こ
の
イ

ベ
ント
に
対
し
て
の

積
極
性
に
つ
い
て

3．
�絵
画
展
の
開
催
に
参
加
し
て
み
て
、
自
身
の
平

和
や
社
会
情
勢
に
関
す
る
認
識
は
ど
う
変
化
し
ま

し
た
か
（
率
直
に
お
書
き
く
だ
さ
い
）

4．
�絵
画
分
析
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
経
て
、
子
ど
も
た
ち

の
絵
画
に
に
対
し
て
ど
ん
な
こ
と
を
感
じ
、
考
え
ま

し
た
か
。
ま
た
、
行
う
前
と
は
絵
画
の
見
え
方
に

何
か
変
化
が
あ
り
まし
た
か
。

5．
�ジ
ム
ネ
ット
×
JC
F
のト
ー
ク
イ
ベ
ント

の
感
想
を
書
い
て
く
だ
さ
い
。

6．
�ニ
キ
タ
さ
ん
の
ト
ー
ク
イ
ベ
ン
ト
の
感
想
を
書
い
て
く

だ
さ
い
。

3 年
学 生 A

大
い
に
関
わ
っ
た

興
味
を
も
っ
て
積
極

的
に
関
わ
っ
た

子
供
達
の
絵
を
一
つ
一
つ
見
て
い
くと
、
色
の
使
い

方
や
表
現
の
仕
方
が
自
分
の
中
の
普
通
と
は
異
な
っ

て
お
り
、
当
た
り
前
に
感
じ
て
い
た
日
常
の
風
景
が
、

戦
争
通
じ
大
き
く
変
化
し
た
の
だ
と
考
え
る
と
と
て
も
胸

が
痛
く
な
り
まし
た
。

自
分
の
考
え
と
他
人
の
考
え
を
共
有
す
る
こ
と
で
、
絵

に
対
し
て
の
捉
え
方
が
広
が
り
、
時
に
違
う
角
度
で
絵

を
見
る
こ
と
で
、
絵
を
描
い
て
い
る
時
の
子
供
達
に
近

い
心
境
を
感
じ
る
事
が
で
き
ま
し
た
。
一
見
明
る
く
見

え
た
絵
で
も
、
他
の
人
見
え
方
で
は
酷
く
暗
い
絵
だ
と

認
識
す
る
人
も
い
て
、
そ
れ
を
聞
くと
、
確
か
に
そ
う
感

じ
る
部
分
も
あ
り
まし
た
。

様
々
な
支
援
活
動
を
通
し
て
行
わ
れ
た

ト
ー
ク
イ
ベ
ント
は
、
お
互
い
の
信
念
を

参
加
者
に
も
伝
え
る
べ
く
、
細
か
く
子
供

の
こ
と
や
絵
に
関
し
て
の
思
い
を
教
え
て

く
れ
て
と
て
も
良
い
も
の
で
し
た
。

ニ
キ
タ
君
の
話
は
、
僕
ら
と
同
じ
普
通
の
学
生
だ
っ
た
彼

が
、
あ
る
日
突
然
戦
争
と
い
う
も
の
で
、
当
た
り
前
を
奪

わ
れ
て
し
ま
っ
た
と
教
え
て
く
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
も
日
本

の
メ
デ
ィ
ア
で
は
流
れ
て
こ
な
い
細
い
戦
争
の
情
勢
の
こ

と
や
、
時
に
は
ジ
ョ
ー
ク
も
い
れ
て
く
れ
て
、
聞
き
手
の
こ

と
を
考
え
て
構
成
さ
れ
た
、
優
し
い
も
の
で
し
た
。
そ
ん
な

彼
の
身
に
起
こ
っ
た
こ
と
が
悲
し
く
て
考
え
さ
せ
ら
れ
るト
ー

ク
イ
ベ
ント
で
し
た
。

3 年
学 生 B

少
し
関
わ
っ
た

時
間
が
合
え
ば
手
伝

う
程
度
で
関
わ
っ
た

自
分
が
住
ん
で
い
る
日
本
か
ら
遠
い
国
と
の
争
い
で
自

分
達
と
関
係
な
い
と
甘
い
認
識
だ
っ
た
が
、
展
示
会

に
参
加
し
て
、
自
分
が
い
か
に
恵
ま
れ
て
育
っ
て
き
た

事
や
ウ
ク
ラ
イ
ナ
で
実
際
に
起
き
た
戦
争
犯
罪
な
ど
の

現
状
な
ど
を
知
る
機
会
が
増
え
、
戦
争
に
つ
い
て
改

め
て
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
と
感
じ
た
。

参
加
し
て
い
な
い

参
加
し
て
い
な
い

参
加
し
て
い
な
い

3 年
学 生 C
か
な
り
関
わ
っ
た

時
間
が
合
え
ば
手
伝

う
程
度
で
関
わ
っ
た

小
さ
な
子
供
が
描
く
に
は
あ
ま
り
に
も
暗
い
作
品
が
多

か
っ
た
た
め
、平
和
で
あ
る
と
は
断
言
で
き
な
い
と
思
う
。
参
加
し
て
い
な
い

参
加
し
て
い
な
い

参
加
し
て
い
な
い

4 年
学 生 D

か
な
り
関
わ
っ
た

興
味
を
も
っ
て
積
極

的
に
関
わ
っ
た

戦
争
の
悲
惨
さ
を
絵
を
通
し
て
生
し々
く
感
じ
ま
し
た
。

社
会
情
勢
は
変
わ
ら
ず
戦
争
が
続
い
て
い
る
ん
だ
と

再
認
識
し
ま
し
た
。
海
外
で
は
現
在
進
行
形
で
戦
争

を
し
て
い
る
国
が
あ
り
、
日
本
は
平
和
な
国
だ
と
再
認

識
し
まし
た
。

子
供
た
ち
の
心
理
状
態
が
絵
に
現
れ
て
い
る
と
感
じ
ま

し
た
。
全
体
的
に
色
が
黒
い
様
な
絵
や
、
神
様
が

街
を
守
っ
て
い
る
絵
な
ど
が
あ
り
、
子
供
た
ち
の
感
じ

て
い
る
こ
と
、
気
持
ち
な
ど
が
絵
を
見
て
伝
わ
る
様
な

作
品
が
多
か
っ
た
で
す
。

要
支
援
者
と
関
わ
ら
な
い
と
知
る
こ
と
の

出
来
な
い
、
体
験
や
情
報
を
聞
く
こ
と
が

で
き
大
変
勉
強
に
な
り
まし
た
。

ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
国
に
つ
い
て
や
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
で
流
行
し

て
い
る
歌
な
ど
、
知
ら
な
い
こ
と
を
知
る
こ
と
が
出
来
て
良

か
っ
た
で
す
。
戦
争
の
現
状
に
つ
い
て
の
説
明
も
心
が

痛
い
で
す
が
、
大
変
勉
強
に
な
り
まし
た
。

4 年
学 生 E

か
な
り
関
わ
っ
た

興
味
を
持
っ
て
で
き
る

だ
け
関
わ
っ
た

様
々
な
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
子
供
た
ち
の
絵
を
見
て
、
今
も

戦
争
が
ま
だ
終
わ
っ
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
を
再
認
識
し

まし
た
。

絵
画
の
中
に
は
、
戦
争
を
早
く
終
わ
る
こ
と
を
願
う
絵

や
ミ
サ
イ
ル
が
家
に
向
か
っ
て
飛
ん
で
き
て
い
る
絵
な
ど

を
み
て
、
絵
の
中
に
は
そ
の
作
者
の
思
う
感
情
や
そ

の
時
に
あ
っ
た
出
来
事
が
少
な
か
ら
ず
絵
の
中
に
投

影
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
まし
た
。

子
供
た
ち
と
い
う
点
か
ら
も
そ
の
出
来
事
や
感
情
を
絵

で
表
現
さ
れ
て
い
た
の
か
な
と
思
い
まし
た
。

こ
の
活
動
を
し
て
い
る
方
々
の
協
力
が
で

き
た
こ
と
が
う
れ
し
か
っ
た
で
す
。

ニ
キ
タ
さ
ん
のト
ー
ク
イ
ベ
ント
を
聞
い
て
、
実
際
に
住
ん

で
い
た
町
な
ど
が
戦
争
で
倒
壊
し
た
な
ど
の
話
を
聞
き
まし

た
。
そ
の
中
で
、
ニ
キ
タ
さ
ん
のト
ー
ク
イ
ベ
ント
で
聞
い

た
こ
と
も
含
め
、
勇
気
を
も
っ
てト
ー
ク
イ
ベ
ント
を
し
て
く

れ
て
、
聞
け
た
こ
と
は
い
い
経
験
に
な
っ
た
と
思
い
ま
す
。

4 年
学 生 F

大
い
に
関
わ
っ
た

興
味
を
も
っ
て
積
極

的
に
関
わ
っ
た

自
分
が
知
ら
な
い
所
で
、
苦
し
い
状
況
に
も
関
わ
ら
ず

希
望
や
願
い
を
持
っ
て
“
生
き
て
る
”
と
い
う
こ
と
を
絵

画
を
通
し
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

子
ど
も
達
が
ど
の
よ
う
な
心
情
で
描
い
た
か
と
い
う
こ
と

を
真
剣
に
考
え
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま
た
、
他
の
人
の

推
測
を
聞
い
て
、
自
分
と
は
全
く
違
う
考
え
も
あ
れ
ば
、

か
な
り
似
た
よ
う
な
考
え
が
あ
っ
た
り
と
、
様
々
な
観
点

が
あ
る
と
い
う
こ
と
が
分
か
り
、
そ
の
お
か
げ
で
行
う
前

と
は
違
う
考
え
に
な
っ
た
絵
画
も
多
か
っ
た
。

現
地
を
知
っ
て
る
方
々
の
体
験
談
な
ど
を

聞
い
て
、
体
験
し
て
い
る
か
ら
こ
そ
伝
わ

る
話
が
あ
り
、
S
N
S
や
マ
ス
コ
ミ
だ
け
で

は
分
か
ら
な
い
状
況
と
い
う
の
が
、
一
部

で
は
あ
る
か
も
し
れ
な
い
が
理
解
す
る
こ
と

が
で
き
た
。

ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
文
化
や
言
語
、
音
楽
を
知
る
こ
と
が
で
き
、

ま
た
ウ
ク
ラ
イ
ナ
当
時
の
被
災
状
況
も
動
画
を
通
し
て
知

る
こ
と
が
出
来
た
。
メ
デ
ィ
ア
で
は
報
道
さ
れ
な
い
悲
惨

な
状
況
を
知
る
こ
と
が
で
き
、
改
め
て
戦
争
の
悲
惨
さ
を

確
認
で
き
た
。

4 年
学 生 G

大
い
に
関
わ
っ
た

興
味
を
も
っ
て
積
極

的
に
関
わ
っ
た

最
初
は
戦
争
が
行
わ
れ
て
い
る
程
度
の
認
識
で
あ
っ

た
が
、
絵
画
展
を
通
し
て
現
地
の
悲
惨
さ
や
子
供
た

ち
の
苦
し
み
が
伝
わ
っ
て
来
た
。
ま
た
、
自
分
達
が
い

か
に
恵
ま
れ
て
い
る
か
を
再
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

楽
し
そ
う
な
絵
画
の
中
に
も
戦
争
を
思
わ
せ
る
よ
う
な

表
現
や
平
和
を
願
う
絵
画
が
多
く
、
背
景
に
あ
る
ス

ト
ー
リ
ー
や
感
情
が
複
雑
に
組
み
合
わ
さ
れ
て
る
と
感

じ
た
。
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
通
じ
て
見
え
方
に
大
き
な

変
化
は
な
か
っ
た
が
、
他
の
参
加
者
の
考
察
を
聞
き
、

自
分
の
理
解
が
深
ま
り
まし
た
。

ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
子
供
た
ち
の
絵
画
を
通
し

て
、
戦
争
の
リ
ア
リ
テ
ィを
感
じ
る
こ
と
が

で
き
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
現
状
や
戦
争
に
つ

い
て
考
え
る
き
っ
か
け
に
な
っ
た
の
で
、
と

て
も
良
い
活
動
だ
と
思
い
まし
た
。

戦
争
が
始
ま
る
前
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
綺
麗
な
景
色
と
多
く

の
文
化
を
知
る
こ
と
が
で
き
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
魅
力
を
知
る

こ
と
が
で
き
まし
た
。
一
方
で
、
現
在
の
戦
争
で
失
わ
れ

た
景
色
や
人
々
の
生
活
な
ど
を
知
り
、
戦
争
の
悲
惨
さ
を

感
じ
まし
た
。
こ
の
対
比
を
通
じ
て
景
色
や
文
化
が
戦
争

に
よ
っ
て
い
か
に
脅
か
さ
れ
る
か
を
考
え
さ
せ
ら
れ
まし
た
。
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７．考察

アンケート結果を見ると、個人差はあるものの、
今回のアクティブラーニングプロジェクトが学生に
とって平和や世界情勢についてより理解や関心
を深めるきっかけとなったことがわかった。また、
今回の目的とは関係ないが、展覧会を開催し作
業工程を一通り行なったことにより、後に行われ
た卒業制作展の準備に際して、プロジェクトに
参加した3、4年生の学生を中心に滞りなく行わ
れ、意外なところで本アクティブラーニングの効
果を発見することができた。しかし、展覧会とトー
クイベント、ワークショップの開催に力が傾き、広
報活動に時間を割けず、一般来場者の集客が
思うように行かなかった。この結果に関しては、
事前に広報課と連携することや、教員、学生で
広報チームを作るなどして対策が可能であると
考える。今後の課題としていきたい。

また、絵画分析のワークショップについてアン

ケート結果を見ると、他の人の意見を聞くことに
よって考えが広がり、作品に対してより理解を深
める効果が認められた。このことから、このワー
クショップは、他者の意見を受け入れる寛容さ、
そして客観性を養うことに繋がるのではないかと
考える。このような力は、デザイン系の授業で作
品制作を行う際に非常に重要な力であり、この
ような試みを普段の授業の中でも取り入れていき 

たい。

謝辞

本研究は、特別非営利法人日本チェルノブイ
リ連帯基金（JFC）及び、特別非営利活動法
人日本イラク医療支援ネットワーク（JIM-NET）、
日本国際学園大学共同研究の協力、支援を得
て実施された。ここに感謝の意を表する。
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本
論
文
で
は
ド
ナ
ル
ド
・
ト
ラ
ン
プ
（D
onald John T

rum
p

）
の
大
統
領
第
一
期

（
二
〇
一七
－
二
〇
二一
年
）
任
期
中
の
政
策
、
二
〇
二
四
年
の
大
統
領
選
挙
時
に
提
示
さ

れ
た
共
和
党
政
策
綱
領
の
内
外
政
策
案
、
お
よ
び
大
統
領
第
二
期
（
二
〇
二
五
年
－
）

就
任
直
後
の
政
策
に
関
わ
る
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
（
大
衆
主
義
）
を
読
み
解
き
、
現
代
ア
メ
リ

カ
の
国
家
・
社
会
に
適
う
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
可
能
性
を
展
望
す
る
。
こ
こ
に
お
い
て
は
、
ア

メ
リ
カ
社
会
に
お
け
る
国
民
の
分
極
化
・
分
断
化
や
、
不
安
定
化
、
さ
ら
に
は
福
祉
国

家
化
に
よ
る
統
治
能
力
の
危
機
、
そ
し
て
産
業
構
造
・
人
種
構
成
の
推
移
な
ど
と
いっ
た

社
会
構
造
の
変
化
の
影
響
を
も
と
に
分
析
す
る
。
加
え
て
、
福
祉
国
家
化
し
、
中
央
集

権
化
し
た
現
代
国
家
の
統
治
シ
ス
テ
ム
の
変
容
を
も
と
に
、
こ
の
社
会
の
も
と
で
の
大
衆

運
動
と
そ
の
動
向
を
検
証
す
る
も
の
で
あ
り
、
現
代
先
進
諸
国
に
お
け
る
自
由
と
ポ
ピュ

リ
ズ
ム
の
関
係
性
を
論
じ
、
こ
れ
か
ら
の
自
由
社
会
で
の
自
由
擁
護
に
資
す
る
ポ
ピュリ
ズ

ム
の
位
置
を
考
察
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
視
点
か
ら
、ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ・フ
ァ
ー

ス
ト
政
策
に
見
い
出
し
う
る
ポ
ピュ
リ
ズ
ム
を
、
現
代
ア
メ
リ
カ
の
社
会
構
造
を
も
と
に
し

て
、
ポ
ピュリ
ズ
ム
と
自
由
社
会
、
自
由
主
義
と
の
関
係
に
注
目
し
、
分
析
し
て
い
き
た
い
。

　

論
考
方
法
と
し
て
は
、
①
大
衆
運
動
の
歴
史
を
巡
り
、
ポ
ピュ
リ
ズ
ム
や
草
の
根
運
動

の
経
過
を
取
り
上
げ
概
観
す
る
。
ま
た
こ
の
際
一九
七
〇
年
代
に
勃
興
し
た
、
単
一争
点

型
の
社
会
問
題
に
お
け
る
草
の
根
運
動
を
契
機
と
し
誕
生
し
た
新
し
い
右
翼
（
以
下
、

新
右
翼
）
運
動
、
さ
ら
に
は
二
〇
〇
九
年
に
全
米
的
に
隆
盛
し
た
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運

動
と
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピュ
リ
ズ
ム
と
の
思
想
比
較
を
行
い
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の

独
自
の
位
置
を
考
察
す
る
。
次
に
、
②
ト
ラ
ン
プ
の
提
唱
・
実
行
し
た
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー

ス
ト
政
策
（
特
に
移
民
・
外
交
政
策
）
を
も
と
に
、
こ
こ
に
内
包
さ
れ
る
特
質
を
考
察
す

る
。
さ
ら
に
、
③
自
由
主
義
や
英
米
系
法
思
想
の
歴
史
と
大
衆
を
め
ぐ
る
関
係
の
変
化

を
見
据
え
、
現
代
先
進
国
に
お
け
る
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
可
能
性
の
法
哲
学
的
考
察
を
行
っ

て
い
く
。

キ
ー
ワ
ー
ド
： 

ト
ラ
ン
プ
政
権
、
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
、
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
政
策
、
大
衆
、

草
の
根
運
動
、
自
由
社
会
、
自
由
主
義
、
ア
メ
リ
カ
の
社
会
構
造
の
変

化
、
ア
メ
リ
カ
の
分
極
化
・
分
断
化

現
代
ア
メ
リ
カ
社
会
に
お
け
る
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
法
哲
学
的
考
察

―
ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ・
フ
ァ
ー
ス
ト
政
策
の
議
論
を
中
心
に
―

＊
澁
谷　

知
之

A
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m
erican Society

: F
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一
．
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
誕
生
の
背
景

こ
れ
か
ら
言
及
す
る
、
一
九
七
〇
年
代
の
新
右
翼
の
草
の
根
運
動
や
各
種
の

団
体
結
成
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
あ
る
い
は
二
〇
〇
九
年
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー

運
動
の
全
米
的
拡
大
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
単
一
の
社
会
問
題
を
扱
う
政
治

団
体
が
結
成
さ
れ
、
こ
れ
を
争
点
と
し
て
耳
目
を
集
め
る
の
が
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム

の
特
徴
で
あ
り
、
本
論
文
で
は
こ
の
点
に
着
目
し
考
察
を
進
め
て
い
く
。

一九
六
〇
年
代
以
降
、
新
右
翼
に
よ
る
草
の
根
運
動
は
プ
ロ
テ
ス
タ
ン
ト
、
カ
ト

リ
ッ
ク
、
ユ
ダ
ヤ
教
の
各
宗
教
・
宗
派
の
中
に
お
い
て
、
各
自
個
別
に
存
在
し
て

い
た
伝
統
的
保
守
派
を
、
社
会
問
題
を
提
起
し
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
の
手
法
を

活
用
す
る
な
ど
し
て
統
合
を
図
っ
て
い
る
。
そ
し
て
一
九
七
〇
年
代
に 

一
大
勢
力
と
な
っ
た
。
こ
の一
九
七
〇
年
代
と
は
、
リ
ベ
ラ
ル
派
と
伝
統
的
保

守
派
の
そ
れ
ぞ
れ
が
、
公
民
権
、
中
絶
、
女
性
解
放
、
同
性
愛
の
各
問
題
に

お
い
て
賛
成
と
反
対
、
容
認
と
拒
絶
を
二
者
択
一
的
に
進
め
る
社
会
問
題
に

焦
点
を
あ
て
た
団
体
を
結
成
し
て
いっ
た
時
期
で
あ
る
。
各
々
の
単
一
争
点
の

社
会
問
題
を
扱
う
団
体
が
社
会
対
立
を
表
面
化
さ
せ
て
いっ
た
の
で
あ
る︶

1
︵

。
そ

し
て
特
に
二
〇
一
〇
年
代
以
降
は
、
単
一
争
点
型
社
会
問
題
が
既
に
浮
き
彫
り

と
な
っ
て
い
る
ア
メ
リ
カ
社
会
の
分
極
化
や
分
断
化
を
顕
在
化
さ
せ
て
い
く
役

割
を
担
っ
た
と
も
い
え
る
。

　

こ
の
点
確
か
に
、
分
極
化
、
分
断
化
と
い
う
も
の
が
ア
メ
リ
カ
国
民
や
国
家

全
体
に
及
ん
で
い
な
い
の
で
は
な
い
か
、と
い
う
懐
疑
的
な
問
い
も
あ
る
だ
ろ
う
。

例
え
ば
、
世
論
調
査
に
お
い
て
は
リ
ベ
ラ
ル
、
保
守
が
明
確
に
峻
別
で
き
ず
、

中
道
層
・
日
和
見
層
が
多
数
存
在
し
て
い
る
こ
と
を
も
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
国
民

が
分
断
し
て
い
る
と
み
な
す
の
は
筋
違
い
で
あ
る
と
の
分
析
も
存
在
す
る︶

2
︵

。

　

ま
た
、
ア
メ
リ
カ
国
民
の
大
方
は
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
上
、
中
庸
で
あ
っ
て
、
雑

多
な
社
会
問
題
に
お
い
て
は
、
リ
ベ
ラ
ル
で
も
あ
り
、
保
守
で
も
あ
る
と
い
う

ゆ
る
や
か
な
傾
向
を
示
し
て
い
る
と
い
う
見
方
も
あ
る
。
こ
の
根
拠
と
し
て
具

体
的
に
は
、
一九
九
六
年
、
二
〇
〇
〇
年
、
お
よ
び
二
〇
〇
四
年
の
大
統
領
選

挙
結
果
か
ら
見
て
取
れ
る
と
い
う
。
ビ
ル
・
ク
リ
ン
ト
ン
（B

ill C
linton

）
再

選
の一
九
九
六
年
、
ジ
ョ
ー
ジ
・
Ｗ
・
ブ
ッ
シ
ュ
（G

eorge W
. B

ush

）
当
選
の

二
〇
〇
〇
年
、
そ
し
て
こ
の
ブ
ッ
シ
ュ
再
選
の
二
〇
〇
四
年
の
各
大
統
領
選
挙

は
僅
差
の
結
果
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
中
庸
・
中
道
層
が
民
主
党
、
共
和
党
候

補
に
均
等
に
分
化
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
だ
と
い
う
。
民
主
党
は
よ
り
リ
ベ
ラ

ル
な
方
向
を
掲
げ
、
共
和
党
は
よ
り
保
守
的
な
方
向
を
掲
げ
た
、
と
い
う
よ

う
に
、
あ
く
ま
で
政
党
が
対
立
軸
を
明
確
化
し
対
極
化
を
指
向
し
た
に
過
ぎ

な
い
、
と
い
う
議
論
な
ど
が
あ︶

3
︵

る︶
4
︵

。

　

し
か
し
こ
れ
ら
は
あ
く
ま
で
、
世
論
調
査
の
選
挙
結
果
か
ら
中
道
層
に
分

類
さ
れ
た
比
率
を
、
そ
の
ま
ま
中
道
中
庸
な
ア
メ
リ
カ
国
民
で
あ
る
と
仮
構

し
、
彼
ら
の
置
か
れ
た
社
会
現
実
を
考
慮
す
る
こ
と
な
く
、
選
挙
結
果
か
ら

強
引
に
実
社
会
に
反
映
さ
せ
議
論
を
敷
衍
し
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
、
と
考
え
ら

れ
る
。
現
実
の
ア
メ
リ
カ
社
会
の
分
断
化
に
目
を
向
け
る
必
要
が
あ
る
の
は
こ

の
た
め
で
も
あ
る
。

　

ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
は
、
歴
史
的
に
ア
メ
リ
カ
で
見
ら
れ
た
ポ
ピ
ュ
リ

ズ
ム
と
相
違
し
、
背
景
に
ア
メ
リ
カ
国
民
の
分
断
や
不
安
定
性
、
福
祉
国
家

化
に
よ
る
ガ
バ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
低
下
が
あ
り
、
ま
た
国
内
産
業
構
造
に
お
い
て

は
、
ラ
ス
ト
ベ
ル
ト
（R

ust B
elt, 

赤
錆
地
帯
）
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
に
第
二

次
産
業
の
製
造
業
の
衰
退
が
見
ら
れ
、
第
三
次
産
業
の
情
報
・
金
融
業
が
急

拡
大
し
て
い
る
構
造
変
化
が
あ
る
。
こ
の
社
会
的
背
景
を
踏
ま
え
、
ト
ラ
ン
プ

型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
こ
れ
ま
で
の
大
衆
運
動
と
は
明
確
に
区
分
し
、
別
個
に
捉

え
直
す
必
要
が
あ
る
。
近
い
将
来
に
お
い
て
、
白
人
人
口
の
減
少
か
ら
人
種

構
成
が
変
動
す
る
事
態
は
避
け
ら
れ
ず
、
こ
の
点
も
直
視
し
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
十
年
ご
と
に
実
施
さ
れ
る
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
国
勢
調

査
二
〇
二
〇
年
版
か
ら
は
、
米
国
の
総
人
口
に
占
め
る
人
種
・
民
族
グ
ル
ー
プ

の
構
成
は
、
二
〇
二
〇
年
時
点
で
白
人
の
割
合
が
五
七・八
％
と
最
大
で
あ
る
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も
の
の
、
構
成
比
で
見
る
な
ら
ば
二
〇
一〇
年
の
六
三・七
％
か
ら
五・九
％
低
下

し
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
し
て
対
照
的
に
、
比
率
が
拡
大
し
て
い
る
の
が
、
ヒ
ス

パニッ
ク
系
お
よ
び
ラ
テ
ン
系
で
、
同
じ
時
期
に
一
六
・
三
％
か
ら
一
八
・
七
％

へ
と
二
・
四
％
上
昇
し
て
お
り
、
こ
の
両
者
の
縮
小
と
拡
大
の
傾
向
は
続
く
と

み
ら
れ
て
い
る︶

5
︵

。
白
人
下
層
中
産
階
級
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
危
機
と
も
合

わ
さ
り
、
ト
ラ
ン
プ
型
大
衆
運
動
と
そ
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
は一
過
性
で
消
え
る
も

の
で
は
な
く
、
度
重
ね
て
発
露
す
る
で
あ
ろ
う
。

二
．�

ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
一
九
七
〇
年
代
の
新
右
翼
に
よ
る
草
の
根
運
動
の

考
察

　

ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
発
生
の
素
地
と
な
る
大
衆
社
会
と
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
ろ

う
か
。
大
衆
社
会
と
は
、
中
世
的
な
村
落
社
会
間
で
の
人
び
と
の
閉
鎖
的
関

係
性
を
超
え
、
近
代
の
交
通
機
関
や
通
信
情
報
機
関
の
発
展
も
相
ま
っ
て
、

大
量
の
大
衆
が
相
互
に
接
触
を
可
能
と
し
た
社
会
で
あ
る
。
ま
た
産
業
に
お

い
て
も
分
業
化
が
進
展
し
、
相
互
依
存
性
が
高
ま
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
個

人
は
そ
れ
ぞ
れ
一
層
隔
絶
さ
れ
て
い
る
よ
う
な
、
個
人
が
ア
ト
ム
化
し
、
砂
粒

化
し
て
い
る
社
会
で
あ
る
と
も
い
え
る
。
そ
こ
で
の
大
衆
個
人
間
の
関
係
と
は

有
機
的
な
も
の
で
は
な
く
、
触
れ
合
お
う
と
も
感
じ
る
こ
と
が
な
く
、
出
会

お
う
と
も
視
界
に
入
ら
な
い
よ
う
な
、相
互
に
隔
絶
さ
れ
た
も
の
な
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
中
で
存
在
す
る
個
人
と
は
、
自
我
の
統
一
感
覚
を
喪
失
す
る
、

不
安
が
つ
の
る
、
あ
た
ら
し
い
信
条
への
追
求
が
起
き
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
指

摘
も
あ
る︶

6
︵

。

そ
の
大
衆
を
素
地
と
し
て
行
わ
れ
る
運
動
は
草
の
根
運
動
と
い
わ
れ
、
ア
メ

リ
カ
社
会
で
は
歴
史
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
着
目
す
る
新
右
翼
も

ま
た
大
衆
運
動
を
基
盤
と
し
て
お
り
、
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
表
出
さ
れ
た
も
の
の

一
つ
と
い
え
る
。

一
九
六
〇
年
代
か
ら
ア
メ
リ
カ
で
は
社
会
運
動
に
よ
る
保
守
派
の
組
織
化
が

開
始
さ
れ
、
反
Ｅ
Ｒ
Ａ
（E

qual R
ights A

m
endm

ent, 

ア
メ
リ
カ
合
衆
国

憲
法
に
男
女
平
等
を
明
記
す
る
平
等
権
修
正
条
項
）、
反
妊
娠
中
絶
と
いっ

た
社
会
問
題
に
お
い
て
、
保
守
派
が
全
国
的
に
巻
き
返
し
を
図
っ
た
。
そ
し
て

そ
の
運
動
母
体
と
し
て
多
く
の
団
体
が
結
成
さ
れ
た
。
こ
れ
を
牽
引
し
た
草

の
根
運
動
は
単
一争
点
的
で
あ
っ
た
の
で
あ
る︶

7
︵

。

こ
の
草
の
根
運
動
の
資
金
集
め
と
し
て
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
が
利
用
さ
れ
て
い

た
の
が
特
徴
で
あ
る
。
こ
の
章
で
は
、
草
の
根
運
動
と
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
に

着
目
し
、
大
衆
運
動
の
現
代
化
を
考
察
す
る
な
か
で
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ

ズ
ム
の
分
析
へ
と
繋
げ
て
い
き
た
い
。
こ
こ
で
ま
ず
、
こ
の
草
の
根
運
動
に
お
い

て
主
体
的
役
割
を
果
た
し
た
、
リ
チ
ャ
ー
ド
・
ビ
グ
リ
ー
（R

ichard A
rt 

V
iguerie

）
を
取
り
上
げ
彼
の
運
動
方
針
を
概
観
し
て
い
く
。

本
格
的
な
新
右
翼
の
組
織
化
と
は
、
一九
七
四
年
八
月
に
リ
チ
ャ
ー
ド
・
ニ
ク

ソ
ン
（R

ichard M
ilhous N

ixon

）
大
統
領
が
ウ
ォ
ー
タ
ー
ゲ
ー
ト
事
件
で

辞
任
し
、
ジ
ェ
ラ
ル
ド
・
フ
ォ
ー
ド
（G

erald R
udolph F

ord Jr.

）
副
大
統

領
が
大
統
領
に
昇
格
し
た
際
の
、
副
大
統
領
指
名
を
契
機
と
し
て
始
ま
っ
た

と
も
い
え
る
。
フ
ォ
ー
ド
は
こ
の
時
、
ネ
ル
ソ
ン
・
ロ
ッ
ク
フ
ェ
ラ
ー
（N

elson 

A
ldrich R

ockefeller

）を
副
大
統
領
に
指
名
し
て
い
る
。
こ
の
ロッ
ク
フ
ェラ
ー

に
つ
い
て
は
リ
ベ
ラ
ル
派
と
目
さ
れ
て
き
た
た
め
、
ビ
グ
リ
ー
は
指
名
の
阻
止
を

望
ん
で
い
た
。
し
か
し
、
共
和
党
内
の
保
守
派
に
は
指
導
力
が
発
揮
で
き
ず
、

こ
の
ロ
ッ
ク
フ
ェ
ラ
ー
指
名
に
抵
抗
で
き
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
こ
の一
件

か
ら
、
ビ
グ
リ
ー
は
共
和
党
内
保
守
派
と
袂
を
分
か
ち
、
独
自
に
新
右
翼
の

組
織
化
に
取
り
組
ん
だ︶

8
︵

。
こ
の
際
に
有
効
で
あ
っ
た
の
が
、
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル

で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。

ま
ず
、ビ
グ
リ
ー
は
保
守
運
動
団
体
の
設
立
を
促
し
て
いっ
た
。一九
七
五
年
、

ビ
グ
リ
ー
は
ハ
ワ
ー
ド
・
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
（H

ow
ard Jay P

hillips, 

ユ
ダ
ヤ
人
）

を
支
援
し
、
保
守
幹
部
会
議
（T

h
e C

onservative C
aucus, 

Ｔ
Ｃ
Ｃ
）
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を
創
設
さ
せ
た︶

9
︵

。
ポ
ー
ル
・
ウ
ェ
イ
リ
ッ
チ
（P

au
l M

ich
ael W

eyrich
, 

カ
ト
リ
ッ
ク
教
徒
）
は一
九
七
三
年
に
シ
ン
ク
タ
ン
ク
で
あ
る
ヘ
リ
テ
ー
ジ
財
団
の

設
立
者
の
一
人
と
な
っ
た︶

10
︵

。
そ
し
て
ビ
グ
リ
ー
の
後
押
し
で
、
ウ
ェ
イ
リ
ッ
チ
は

自
由
議
会
存
続
委
員
会
（The C

om
m

ittee for the Survival of a Free 

C
ongress, 

Ｃ
Ｓ
Ｆ
Ｃ
）
を
組
織
し
た︶

11
︵

。
こ
の
自
由
議
会
存
続
委
員
会
は
非
常

に
新
し
い
こ
と
に
取
り
組
ん
だ
の
で
あ
る
。
そ
れ
が
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ
り
広
く
資
金
を
調
達
し
た
の
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
こ

れ
が
新
右
翼
の
萌
芽
期
の
草
の
根
団
体
に
と
っ
て
一
つ
の
起
点
と
も
な
っ
た
の
で

あ
る︶

12
︵

。
各
団
体
そ
れ
ぞ
れ
が
ビ
グ
リ
ー
の
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
会
社
（
ビ
グ
リ
ー

社
）
を
利
用
し
、
ビ
グ
リ
ー
の
草
の
根
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
を
素
地
と
す
る
新

右
翼
グ
ル
ー
プ
が
成
長
し
て
いっ
た
の
で
あ
る
。こ
こ
に
宗
教
保
守
派
団
体
の﹁
モ

ラ
ル
・
マ
ジ
ョ
リ
テ
ィ
﹂
も
加
わ
り
、
新
右
翼
は一
九
七
〇
年
代
か
ら
ア
メ
リ
カ

国
政
に
影
響
を
与
え
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
の
活
動
の
基
礎
を
鑑
み
れ
ば
、
こ

の
よ
う
に
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
、
草
の
根
運
動
と
い
う
大
衆
動
員
に
よ
る
と
こ
ろ

が
多
大
と
い
え
る
。

こ
の
草
の
根
運
動
は
左
翼
、
リ
ベ
ラ
ル
派
が
一
九
六
〇
年
代
に
繰
り
出
し
た

手
法
を
利
用
し
て
い
る
と
推
察
で
き
る
。
新
右
翼
の
反
妊
娠
中
絶
、
反
強
制

バ
ス
通
学
な
ど
の
草
の
根
運
動
は
、
左
翼
の
単
一
問
題
争
点
型
か
ら
ヒ
ン
ト
を

得
て
い
る
と
も
考
え
ら
れ
よ
う
。
例
え
ば
、
ラ
ル
フ
・
ネ
ー
ダ
ー
（R

alph 

N
ader

）
の
消
費
者
保
護
運
動
や
彼
の
組
織
し
た
Ｎ
Ｇ
Ｏ
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
シ
チ
ズ

ン
（P

ublic C
itizen

）、
自
然
環
境
保
護
の
シ
エ
ラ
ク
ラ
ブ
（Sierra C

lub

）

な
ど
の
市
民
系
団
体
に
よ
る
単
一問
題
争
点
型
の
大
衆
動
員
の
構
造
を
活
用
し

て
い
る
と
も
い
え
る
か
ら
で
あ
る
。

ま
た
、
新
右
翼
が
行
う
各
種
の
社
会
問
題
で
の
大
連
合
、
す
な
わ
ち
共
和

党
・
民
主
党
両
党
に
ま
た
が
って
の
保
守
系
連
合
、
新
・
旧
教
や
宗
派
、
時
と

し
て
ユ
ダ
ヤ
人
を
内
包
す
る
な
ど
の
、
宗
教
・
宗
派
を
横
断
し
て
の
宗
教
保
守

連
合
を
組
織
し
た
点
も
特
色
と
い
え
る
。
こ
の
組
織
化
を
分
析
す
る
な
ら
ば
、

こ
れ
ら
は
第
二
次
世
界
大
戦
以
前
に
開
始
さ
れ
た
、
民
主
党
の
フ
ラ
ン
ク
リ
ン・

Ｄ
・
ル
ー
ズ
ベ
ル
ト
（F

ranklin D
elano R

oosevelt

）
に
よ
る
ニュ
ー
デ
ィ
ー

ル
政
策
連
合
の
仕
組
み
に
酷
似
し
て
い
る
と
も
見
え
る
。ル
ー
ズ
ベル
ト
は
ニュー

デ
ィ
ー
ル
政
策
を
継
続
さ
せ
る
た
め
に
も
、
一
九
三
六
年
の
選
挙
戦
で
は
、
奴

隷
解
放
に
尽
く
し
た
リ
ン
カ
ー
ン
の
所
属
し
た
共
和
党
を
支
持
す
る
黒
人
層

を
は
じ
め
と
し
、
都
市
労
働
者
、
移
民
と
いっ
た
低
所
得
層
や
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

か
ら
の
支
持
も
広
げ
て
いっ
た
。
こ
れ
は
ま
さ
に
、
ニュ
ー
デ
ィ
ー
ル
政
策
や
民

主
党
政
権
維
持
に
際
し
て
の
大
連
合
と
い
え
る
。
こ
の
た
め
、
民
主
党
は
こ
れ

ま
で
主
に
農
民
層
を
支
持
基
盤
と
し
て
い
た
政
党
か
ら
、
大
都
市
の
労
働
者

を
も
支
持
基
盤
と
す
る
政
党
へ
と
変
貌
し
て
いっ
た
の
で
あ
る
。

こ
の
ニュー
デ
ィ
ー
ル
政
策
を
展
開
す
る
上
で
の
民
主
党
の
大
連
合
を
踏
ま
え

る
と
、
新
右
翼
も
ま
た
既
存
の
立
場
に
固
執
せ
ず
に
、
横
断
的
連
合
勢
力
の

結
成
と
い
う
考
え
を
も
っ
て
、
組
織
化
に
至
っ
た
と
分
析
で
き
る
の
で
あ
る
。

例
え
ば
、
宗
教
右
翼
の
団
体
で
あ
る
﹁
モ
ラ
ル
・
マ
ジ
ョ
リ
テ
ィ
﹂
に
は
プ
ロ
テ

ス
タ
ン
ト
の
団
体
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
ユ
ダ
ヤ
人
も
加
入
さ
せ
て
い
る
こ

と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
ま
た
、一九
八
〇
年
、ロ
ナ
ル
ド・レ
ー
ガ
ン
（R

onald 

W
ilson R

eagan, 

共
和
党
）
の
大
統
領
選
出
に
お
い
て
は
、
前
回
の一九
七
六

年
大
統
領
選
挙
で
ジ
ミ
ー
・
カ
ー
タ
ー
（Jam

es E
arl C

arter Jr., 

民
主
党
）

を
支
持
し
た
福
音
派
を
動
か
し
レ
ー
ガ
ン
支
持
に
向
け
さ
せ
て
い
る
。
加
え
て
、

政
治
無
関
心
層
を
選
挙
戦
に
活
用
す
る
た
め
政
治
に
引
き
込
ん
で
い
る
。
こ

の
た
め
、
下
層
中
産
階
級
、
労
働
者
階
級
、
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
、
カ
ト
リ
ッ
ク
教

徒
か
ら
も
、
保
守
的
共
通
項
の
提
示
を
も
っ
て
新
右
翼
の
勢
力
に
加
え
よ
う

と
し
て
い
た
と
分
析
で
き
る
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
は
伝
統
的
な
ア
メ
リ
カ
保
守

主
義
者
で
あ
る
旧
式
の
右
翼
（
以
下
、
旧
右
翼
）
に
は
で
き
な
い
こ
と
で
あ
ろ

う
。
ま
た
大
企
業
寄
り
の
共
和
党
主
流
派
に
も
で
き
な
い
こ
と
だ
ろ
う
。
ダ

イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
と
い
う
手
法
に
よ
っ
て
共
和
党
主
流
派
や
党
組
織
に
依
存
す

る
こ
と
な
く
、
直
接
有
権
者
に
接
触
し
、
意
見
提
示
す
る
手
段
が
拡
大
し
た
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こ
と
が
大
き
い
と
い
え
る
。
こ
れ
は
職
業
政
治
家
と
いっ
た
、
政
治
経
歴
が
な

い
者
で
も
大
衆
に
対
し
て
認
知
度
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
テ
レ
ビ
、
新
聞

や
雑
誌
と
いっ
た
、
旧
来
の
マ
ス
コ
ミ
や
党
組
織
に
頼
ら
ず
に
選
挙
戦
を
行
え
る

こ
と
が
、
草
の
根
運
動
や
大
衆
運
動
の
長
所
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
こ
れ
ら
の

点
も
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
検
証
す
る
上
で
着
目
す
べ
き
有
益
な
素
材

と
な
る
だ
ろ
う
。

こ
の
よ
う
に
新
右
翼
は
も
と
も
と
リ
ベ
ラ
ル
派
左
翼
の
編
み
出
し
た
政
治
手

法
を
巧
み
に
工
夫
し
、
保
守
的
宗
教・宗
派
あ
る
い
は
政
党・党
派
を
横
断
し
、

草
の
根
運
動
、
大
衆
運
動
を
実
現
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
狙
い
は
中
産
階
級
よ

り
下
位
の
存
在
で
あ
る
。
こ
の
階
級
は
、
ア
メ
リ
カ
が
製
造
業
を
中
心
と
す
る

第
二
次
産
業
社
会
か
ら
第
三
次
産
業
社
会
へ
の
移
行
が
進
む
中
、
産
業
構
造

の
変
動
に
対
処
で
き
ず
、
社
会
的
に
も
経
済
的
に
も
下
降
し
出
し
た
者
た
ち

と
い
え
る
。
ゆ
え
に
こ
の
点
、
共
和
党
の
主
流
派
や
伝
統
的
価
値
観
の
維
持

を
標
榜
す
る
旧
右
翼
と
も
相
違
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

つ
ま
り
、
新
右
翼
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
は
﹁
モ
ラ
ル
・
マ
ジ
ョ
リ
テ
ィ
﹂
な
ど
と

いっ
た
宗
教
右
翼
と
同
様
に
、
下
層
中
産
階
級
以
下
に
対
象
の
焦
点
を
当
て

た
大
衆
指
向
性
の
強
い
も
の
な
の
で
あ
る
。
こ
こ
に
は
社
会
疎
外
者
、
構
造
変

化
に
乗
れ
な
か
っ
た
者
、
白
人
で
あ
っ
て
も
低
所
得
者
、
中
・
低
学
歴
者
な
ど

が
多
い
傾
向
に
あ
る
。
よ
っ
て
、
共
和
党
主
流
派
と
利
害
は一
致
せ
ず
、
時
と

し
て
対
立
機
運
を
孕
ん
で
い
る
。
一九
七
〇
年
代
に
新
右
翼
が
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と

し
て
抬
頭
し
た
の
は
、
産
業
背
景
・
文
化
背
景
、
さ
ら
に
は
共
和
党
支
持
層

内
で
の
対
立
が
絡
ん
で
い
た
と
い
え
る
。

　

新
右
翼
は
左
翼
政
策
へ
の
攻
撃
を
第
一
目
標
と
し
て
い
る
が
、
第
二
に
は
大

企
業
、
大
労
働
組
合
、
既
存
メ
デ
ィ
ア
、
東
部
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
、
高

学
歴
エ
リ
ー
ト
層
な
ど
も
攻
撃
対
象
と
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
草
の
根
運
動

の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
お
い
て
は
、
左
翼
の
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
も
右
翼
の
エ
ス

タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
も
そ
の
両
者
と
も
相
容
れ
な
い
敵
と
み
な
す
、
と
い
え
よ

う
。
ゆ
え
に
こ
の
こ
と
か
ら
草
の
根
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
新
右
翼
は
、
保
守
系
の

社
会
運
動
の
政
策
実
現
で
同
志
と
な
る
は
ず
の
、
共
和
党
主
流
派
や
伝
統
保

守
派
の
旧
右
翼
と
も
軋
轢
を
生
じ
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
。
共
和
党
主
流
派
の

多
く
は
東
部
出
身
者
た
ち
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
大
企
業
寄
り
で
、
大
企
業

の
利
益
追
求
に
資
す
る
者
た
ち
で
あ
る
と
い
う
分
類
が
形
成
さ
れ
て
い
る
。
こ

の
主
流
派
は
大
企
業
へ
の
政
府
介
入
や
規
制
強
化
に
は
反
対
し
、
そ
し
て
国

家
の
財
政
赤
字
の
解
消
を
掲
げ
、
財
政
の
健
全
化
を
標
榜
は
す
る
も
の
の
、

大
企
業
を
手
助
け
す
る
政
府
介
入
に
は
賛
同
す
る
の
で
あ
る
。
ま
た
外
交
上

も
覇
権
国
と
の
雪
解
け
に
お
お
む
ね
賛
成
す
る
。
こ
れ
ら
と
相
容
れ
な
い
政

策
志
向
を
と
る
草
の
根
運
動
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
素
地
と
す
る
新
右
翼
と
は
、

こ
の
よ
う
に
共
和
党
主
流
派
や
旧
右
翼
と
そ
も
そ
も
の
構
成
要
素
が
異
な
って

い
る
の
で
あ
る
。

そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
、
こ
の
新
右
翼
の
運
動
は
従
来
の
共
和
党
主
流
派
の
グ

ル
ー
プ
と
政
策
協
調
は
な
し
う
る
の
だ
ろ
う
か
。
む
し
ろ
共
和
党
と
し
て
草
の

根
運
動
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
放
置
し
て
い
た
ら
、
共
和
党
本
体
が
打
撃
を
受
け

る
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
、
と
の
見
解
も
ま
た
成
り
立
つ
だ
ろ
う
。

加
え
て
、
議
会
も
元
来
単
一
争
点
の
社
会
問
題
に
関
心
は
薄
い
も
の
で
あ
っ
て
、

ま
た
共
和
党
主
流
派
は
大
企
業
寄
り
で
あ
り
、
か
つ
東
部
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ

ン
ト
寄
り
で
あ
る
こ
と
が
、
本
質
的
に
草
の
根
運
動
を
基
礎
と
す
る
ポ
ピ
ュ
リ

ズ
ム
に
は
な
じ
ま
な
い
の
で
は
な
い
か
、
と
考
察
で
き
る
。
仮
に
共
和
党
主
流

派
が
新
右
翼
を
そ
の
体
内
に
取
り
込
ん
だ
場
合
、
既
存
の
統
治
構
造
に
い
か

な
る
変
化
を
生
じ
さ
せ
る
か
、
ま
た
は
共
和
党
の
多
数
が
草
の
根
運
動
の
ト
ラ

ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
素
地
と
し
て
政
策
運
営
に
取
り
組
ん
だ
場
合
、
現
代

の
ア
メ
リ
カ
社
会
や
自
由
社
会
に
と
っ
て
い
か
な
る
自
由
主
義
的
効
果
が
あ
る

か
、
と
いっ
た
検
証
は
、
今
後
の
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
理
解
・
適
用
に

も
資
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
結
論
の
﹁
九
.
結
び
―
ト
ラ
ン

プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
現
代
的
位
置
と
法
哲
学
的
考
察
﹂
に
お
い
て
、
ア
メ
リ
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カ
を
は
じ
め
先
進
諸
国
が
福
祉
国
家
化
、
中
央
指
令
型
化
、
大
き
な
政
府
化

す
る
現
代
的
国
家
変
容
期
の
な
か
で
、
消
極
的
自
由
を
い
か
に
維
持
し
て
い

く
か
、
と
い
う
自
由
論
と
し
て
論
考
さ
れ
る
。

三
．
新
右
翼
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
特
徴
と
分
析

一
九
七
〇
年
代
の
新
右
翼
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
批
判
的
、
懐
疑
的
で
あ
っ
た
の

が
、一九
六
四
年
の
共
和
党
大
統
領
選
挙
候
補
者
の
バ
リ
ー・ゴ
ー
ル
ド
ウ
ォ
ー
タ
ー

（B
arry M

orris G
oldw

ater
）
上
院
議
員
で
あ
っ
た
。
社
会
運
動
の
単
一
争

点
主
義
は
政
治
制
度
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
と
考
え
て
い
た
の
で
あ
る
。
ゴ
ー
ル

ド
ウ
ォ
ー
タ
ー
の
政
策
主
張
の
概
要
は
、
規
制
緩
和
の
経
済
政
策
、
小
さ
な
政

府
希
求
、
減
税
遂
行
、
同
盟
国
を
重
視
、
州
権
を
重
視
、
反
中
央
政
府
、

反
中
央
集
権
主
義
、
反
労
働
組
合
と
いっ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
彼
の
よ
う
な
ポ

ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
批
判
的
な
旧
右
翼
の
立
場
と
比
較
す
る
な
ら
、
新
右
翼
で
は
反

妊
娠
中
絶
、
反
公
立
学
校
祈
祷
禁
止
、
反
同
性
愛
、
反
強
制
バ
ス
通
学
、
反

Ｅ
Ｒ
Ａ
と
いっ
た
社
会
問
題
の
扱
い
が
前
面
に
打
ち
出
さ
れ
て
く
る
。
旧
右
翼

は
大
衆
へ
の
懐
疑
を
伝
統
的
に
有
す
る
の
に
対
し
、
新
右
翼
は
大
衆
の
組
織

化
を
図
っ
て
い
る
点
こ
そ
が
相
違
す
る
も
の
で
あ
る
。
い
わ
ば
旧
右
翼
は
大
衆

を
信
頼
性
が
欠
如
す
る
も
の
と
み
な
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
ゆ
え
に

大
衆
運
動
を
軸
と
す
る
新
右
翼
と
は
依
拠
す
る
対
象
が
全
く
相
違
す
る
こ
と

に
な
る
。
そ
の
新
右
翼
の
運
動
方
法
は
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
を
活
用
し
、
広
く

手
堅
く
支
持
層
を
拡
大
し
、
そ
の
動
員
対
象
は
下
層
中
産
階
級
以
下
に
定
め

て
い
た
こ
と
も
前
述
し
た
。
ま
た
、
外
交
上
も
旧
右
翼
は
ソ
連
と
の
軍
事
均

衡
を
求
め
る
が
、
新
右
翼
は
対
ソ
圧
倒
的
優
位
を
図
ろ
う
と
し
た
。
旧
右
翼

は
共
和
党
内
の
主
流
派
と
の
間
の
勢
力
構
図
か
ら
外
れ
る
こ
と
な
く
、
そ
し

て
大
衆
の
組
織
化
も
考
え
て
い
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
か
ら
も
、
新
右

翼
は
そ
の
支
持
者
の
階
層
・
文
化
背
景
か
ら
は
じ
ま
って
支
持
者
の
動
員
方
法

に
至
る
ま
で
、
こ
れ
ま
で
の
保
守
政
治
の
政
党
運
営
の
仕
組
み
か
ら
大
き
く

逸
脱
し
て
い
る
と
指
摘
で
き
る
。
ゆ
え
に
こ
の
点
を
特
に﹁
新
右
翼
は
文
化
上
、

戦
術
上
保
守
政
治
か
ら
大
き
く
か
け
離
れ
て
い
る︶

13
︵

﹂
と
論
じ
て
い
る
の
も
相

当
と
い
う
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

新
右
翼
の
源
流
を
辿
る
な
ら
、
反
巨
大
政
府
、
反
エ
リ
ー
ト
、
反
公
民
権

運
動
を
掲
げ
、
一
九
六
六
年
に
ジ
ョ
ー
ジ
・
ウ
ォ
レ
ス
（G

eorge C
orley 

W
allace Jr.

）
が
大
統
領
選
挙
に
出
馬
し
た
時
の
ア
メ
リ
カ
独
立
党
に
遡
る
こ

と
が
で
き
る
。
特
徴
と
し
て
は
南
部
地
域
の
住
民
に
加
え
て
、
北
東
部
の
労

働
者
階
級
が
支
持
し
た
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。
一九
七
〇
年
代
に
も
こ
の
よ
う
な

労
働
者
階
級
が
反
エ
リ
ー
ト
を
標
榜
す
る
傾
向
は
拡
大
し
て
いっ
た
。
そ
の
後

は
下
層
中
産
階
級
に
お
い
て
も
社
会
不
満
が
広
が
っ
て
い
く
傾
向
が
見
ら
れ
た

の
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
れ
は
以
後
も
さ
ら
に
継
続
し
て
い
る
と
捉
え
る
こ
と
も

で
き
る
。

一
九
七
〇
年
代
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
や
草
の
根
運
動
の
新
右
翼
は
、
こ
の
よ
う
な

ア
メ
リ
カ
国
民
の
中
で
の
下
層
中
産
階
級
や
労
働
者
階
級
の
不
満
を
受
け
容

れ
、
動
員
を
図
る
こ
と
を
戦
術
と
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
の
上
で
単
一
争
点

型
に
持
ち
込
み
、
反
大
き
な
政
府
、
反
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
、
反
左
翼
を

標
榜
し
て
い
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。

　

ビ
グ
リ
ー
は
大
企
業
、
大
銀
行
、
巨
大
メ
デ
ィ
ア
、
大
労
働
組
合
、
巨
大

化
し
た
連
邦
政
府
と
いっ
た
社
会
構
成
体
を
そ
れ
ぞ
れ
が
所
属
し
て
い
る
共
和

党
、民
主
党
で
の
区
分
を
せ
ず
に
、新
し
い
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
と
み
な
し
、

そ
の一
方
で
こ
れ
と
敵
対
す
る
、
疎
外
さ
れ
、
忘
れ
去
ら
れ
て
いっ
た
、
い
わ
ゆ

る
静
か
な
大
衆
た
ち
に
よ
る
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
到
来
を
予
想
し
た
の
は
妥
当
で

あ
っ
た
と
い
え
よ
う
。
例
え
ば
、
製
造
業
に
就
業
し
て
い
て
、
情
報
化
社
会
や

金
融
社
会
に
適
応
で
き
な
い
階
層
、
か
つ
そ
の
製
造
業
自
体
が
衰
微
し
つつ
あ

る
現
実
、
白
人
で
あ
り
な
が
ら
疎
外
さ
れ
て
い
る
階
層
が一九
七
〇
年
代
以
降

大
量
に
生
み
出
さ
れ
て
き
て
い
る
の
で
あ
る︶

14
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一
九
八
〇
年
の
レ
ー
ガ
ン
大
統
領
当
選
に
新
右
翼
は
協
力
し
た
も
の
の
、
閣

僚
長
官
ポ
ス
ト
は
東
部
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
や
東
部
有
力
大
学
出
身
者
が

占
め
て
い
た
。
新
右
翼
の
素
地
と
す
る
、
疎
外
さ
れ
、
忘
れ
去
ら
れ
た
者
、
つ

ま
り
下
層
中
産
階
級
以
下
の
静
か
な
大
衆
は
重
視
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と

か
ら
、
反
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
を
前
面
に
打
ち
出
し
、
時
に
は
既
成
政
党

に
反
対
す
る
新
右
翼
の
大
衆
運
動
の
立
場
が
一
層
浮
か
び
上
が
っ
た
と
も
い
え

る
だ
ろ
う
。
特
に
単
一
争
点
問
題
な
ど
の
社
会
問
題
を
扱
う
こ
と
が
こ
の
運
動

の
特
徴
で
あ
る
。
か
つ
て
の
伝
統
的
保
守・極
右
組
織
が
内
包
す
る
、反
ユ
ダ
ヤ・

反
カ
ト
リ
ッ
ク
の
信
条
と
も
性
格
が
異
な
っ
て
い
る
。
宗
教
心
を
持
ち
、
あ
る

い
は
伝
統
的
価
値
観
を
有
し
、
か
つ
反
リ
ベ
ラ
ル
の
気
風
を
存
在
さ
せ
ら
れ
れ

ば
、
こ
の
種
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
は
今
後
も
宗
教
的
助
力
を
得
て
継
続
し
て
い
く

可
能
性
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
。
単
一
争
点
問
題
の
存
在
と
大
衆
運
動
を
助

力
す
る
団
体
の
存
否
こ
そ
、
今
後
の
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
推
移
と
興
亡

の
試
金
石
と
も
な
る
だ
ろ
う
。

四
．
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
の
始
ま
り
と
影
響

二
〇
一
〇
年
ア
メ
リ
カ
中
間
選
挙
に
お
い
て
最
も
特
色
と
な
っ
た
こ
と
は
、
保

守
派
の
大
衆
運
動
で
あ
る
二
〇
〇
九
年
隆
盛
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
の
影

響
が
見
ら
れ
た
こ
と
で
あ
る︶

15
︵

。
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
の
支
援
で
当
時
の
野

党
共
和
党
が
大
き
く
議
席
を
伸
ば
し
た
。
連
邦
上
院
で
は
定
数
一
〇
〇
議
席

中
、
共
和
党
は
四
十
一
議
席
か
ら
四
十
七
議
席
（
無
所
属
が
二
議
席
）
に
な

り
、
民
主
党
は
過
半
数
の
五
一
議
席
を
辛
う
じ
て
維
持
し
た
も
の
の
、
下
院
で

は
定
数
四
三
五
議
席
中
、
共
和
党
は一七
九
議
席
か
ら
二
四
二
議
席
へ
と
躍
進

し
過
半
数
を
確
保
し
、
民
主
党
は
二
五
六
議
席
か
ら一九
三
議
席
に
減
ら
し
て

い
る
。

テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
は
バ
ラ
ク
・
オ
バマ
（B

arack O
bam

a

）
政
権
誕

生
後
か
ら
拡
大
し
た
草
の
根
運
動
で
あ
り
、
一
七
七
三
年
の
ボ
ス
ト
ン
茶
会
事

件
と
﹁
税
金
は
も
う
こ
れ
以
上
た
く
さ
ん
で
あ
る
﹂"T

axed E
nough 

A
lready

″の
頭
文
字
（
Ｔ
Ｅ
Ａ
）
か
ら
来
て
い
る
。
こ
の
運
動
は
小
さ
な
政

府
を
志
向
し
、
オ
バマ
政
権
の
経
済
政
策
や
医
療
保
険
制
度
改
革
への
反
対
を

唱
え
、ア
メ
リ
カ
全
土
に
拡
大
し
た
。
主
な
支
持
層
は
、白
人
中
間
層
で
あ
り
、

共
和
党
支
持
者
が
五
十
四
％
、
中
産
階
級
が
五
十
％
、
教
育
水
準
で
は
大
学

卒
（
二
十
六
％
）
と
大
学
教
育
履
修
者
（
三
十
三
％
）
を
併
せ
て
五
十
九
％

と
な
る
な
ど
、
経
済
的
に
も
教
育
的
に
も
中
産
階
級
の
特
色
を
示
し
て
い
る︶

16
︵
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こ
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
は
オ
バマ
政
権
の
医
療
保
険
制
度
改
革
や
積
極
財

政
型
の
経
済
政
策
に
反
対
し
て
お
り
、
民
主
党
に
反
対
す
る
の
み
な
ら
ず
、

共
和
党
内
の
医
療
保
険
制
度
改
革
へ
の
同
調
派
に
も
反
対
し
て
い
る
点
が
特

徴
と
い
え
る
。

振
り
返
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
の
政
治
史
を
辿
る
と
周
期
的
に
民
衆
運
動
が
発

生
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
運
動
に
お
い
て
は
既
得
権
益
を
保
持
す
る
エ
ス
タ

ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
に
反
対
し
て
い
る
の
が
特
徴
と
い
え
る
。
ま
た
こ
の
運
動
は

右
翼
と
左
翼
の
両
者
か
ら
表
出
し
て
い
る
。
ゆ
え
に
運
動
の
目
標
自
体
が
明

確
に
相
違
し
て
い
る
。
右
翼
（
保
守
）
は
政
府
、
特
に
連
邦
政
府
が
問
題
と

見
な
し
、
連
邦
政
府
の
政
策
に
す
が
る
こ
と
は
解
決
に
は
な
ら
な
い
と
主
張
す

る
。
こ
れ
に
対
し
、
左
翼
は
連
邦
政
府
が
経
済
政
策
に
積
極
的
に
介
入
し
て

解
決
を
図
る
べ
き
だ
と
提
唱
す
る
傾
向
が
あ
る
。

二
〇
〇
九
年
拡
大
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
は
、
民
主
党
を
批
判
す
る
の

み
な
ら
ず
、
共
和
党
の
中
道
派
を
も
批
判
し
た
。
こ
れ
は
い
わ
ば
党
派
を
超

え
た
大
連
合
に
そ
の
特
徴
が
あ
る
。
確
か
に
、
こ
の
大
連
合
と
い
う
形
で
見
る

と
、
ニュ
ー
デ
ィ
ー
ル
連
合
や
一
九
七
〇
年
代
の
新
右
翼
に
よ
る
草
の
根
運
動
と

類
似
点
を
指
摘
で
き
る
。
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
は
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
右
翼
の
大

衆
反
乱
で
あ
り
、
ア
メ
リ
カ
政
治
の
大
き
な
動
き
の一つ
と
し
て
評
価
で
き
る

し
、
今
後
も
大
き
な
運
動
と
し
て
活
力
を
維
持
す
る
と
分
析
す
る
議
論
も
あ
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る︶
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。
こ
れ
は
大
衆
右
翼
の
大
衆
運
動
と
し
て
動
向
は
注
目
で
き
る
。
運
動
の

広
が
り
と
支
援
体
制
な
ど
が
従
来
の
草
の
根
運
動
の
規
模
を
超
え
て
全
米
に

波
及
し
、
多
数
の
組
織
が
関
与
し
た
か
ら
で
あ
る
。
た
だ
医
療
保
険
制
度
改

革
論
争
を
軸
と
し
、
小
さ
な
政
府
を
追
求
す
る
、
リ
バ
タ
リ
ア
ン
的
運
動
に

限
定
す
る
な
ら
、
こ
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
は
や
が
て
収
束
し
て
い
き
、
下

層
中
産
階
級
の
大
衆
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
、
財
政
出
動
型
の
政
策
追
求
への
展

開
や
他
の
単
一
争
点
型
の
政
策
追
求
への
移
行
も
あ
り
う
る
。
現
に
ト
ラ
ン
プ

型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
で
は
そ
の
よ
う
に
公
共
事
業
に
よ
る
積
極
財
政
型
を
否
定
し

て
い
な
い
運
動
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
移
民
問
題
こ
そ
が
強
力
な
単
一
争
点
で

あ
り
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
核
心
の
一
つ
で
あ
る
。
そ
も
そ
も
テ
ィ
ー

パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
は
、
民
主
党
を
敵
対
勢
力
と
し
た
だ
け
で
な
く
、
共
和
党
内

の
オ
バマ
ケ
ア
に
一
定
の
理
解
を
示
し
た
勢
力
に
対
し
て
も
批
判
の
矛
先
を
向

け
て
い
た
。
言
う
な
れ
ば
、ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
は
財
政
論
の
み
で
考
え
る
よ
り
も
、

大
衆
の
運
動
要
素
と
し
て
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
の
既
得
シ
ス
テ
ム
に
反
対
を

表
明
す
る
行
為
を
含
め
て
捉
え
た
ほ
う
が
実
像
に
迫
れ
る
の
だ
ろ
う
。
大
衆

に
よ
る
怨
嗟
と
不
満
の
表
出
、
そ
し
て
単
純
な
単
一
的
社
会
問
題
を
対
象
と
し

て
い
る
こ
と
に
そ
の
特
徴
が
示
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

五
．�一
九
七
〇
年
代
新
右
翼
運
動
や
二
〇
〇
九
年
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー

運
動
と
比
較
し
た
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
論
考

テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
は
、
リ
バ
タ
リ
ア
ン
運
動
と
も
い
え
る
し
、
反
エ
ス
タ

ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
の
活
動
と
も
い
え
る
し
、
広
が
り
あ
る
伝
統
的
な
大
衆
運
動

と
も
い
え
る
。
で
は
こ
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
か
ら
そ
の
系
譜
上
に
ト
ラ
ン

プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
が
生
じ
、
発
展
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
あ
る
い
は
、
こ
の

テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
と
は
分
離
で
き
、
た
だ
大
衆
運
動
の
慣
性
力
が
主
体

と
な
っ
て
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
が
形
成
さ
れ
た
も
の
な
の
だ
ろ
う
か
。

こ
れ
ら
を
分
析
す
る
こ
と
は
、
ト
ラ
ン
プ
型
政
策
の
本
質
的
理
解
に
資
す
る
も

の
と
思
わ
れ
る
た
め
考
察
を
深
め
て
い
き
た
い
。
ま
た
こ
の
際
に
、
一九
七
〇
年

代
以
降
、
萌
芽
的
な
存
在
か
ら
顕
著
な
存
在
へ
と
変
貌
し
た
、
ア
メ
リ
カ
国

民
の
分
極
化
・
分
断
化
や
不
安
定
性
、
あ
る
い
は
過
度
な
福
祉
国
家
の
も
と

発
生
し
た
ガ
バ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
危
機︶

18
︵

、
そ
し
て
産
業
構
造
の
変
化
な
ど
に
よ
る
、

ア
メ
リ
カ
国
民
の
直
面
し
て
い
る
現
実
に
も
着
目
し
つつ
、
議
論
を
進
め
て
い
き

た
い
。

こ
こ
で
一
つ
の
検
証
方
法
と
し
て
、
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
を
ト
ラ
ン
プ
現

象
と
直
に
結
び
付
け
、意
図
的
に
収
斂
さ
せ
る
必
要
性
は
な
く
、む
し
ろ
テ
ィ
ー

パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
の
現
象
と
は
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
、
草
の
根
運
動
は
左
翼
の
み

な
ら
ず
右
翼
の
側
で
も
発
生
す
る
と
い
う
政
治
文
化
の
一
つ
を
示
し
た
事
例
に

過
ぎ
な
い
と
捉
え
て
み
た
い
。
す
な
わ
ち
端
的
に
、
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
と
い
う

右
翼
運
動
か
ら
直
接
的
に
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
帰
結
さ
せ
る
と
い
う
の

で
は
な
く
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
は
他
の
要
因
か
ら
の
影
響
を
色
濃

く
受
け
た
可
能
性
も
あ
る
と
の
視
点
で
検
討
を
し
て
い
く
。
確
か
に
両
者
で

依
拠
し
て
い
る
大
衆
性
そ
れ
自
体
は
酷
似
し
て
い
る
だ
ろ
う
。
し
か
し
な
が
ら
、

ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
は
ア
メ
リ
カ
の
分
断
と
い
う
急
務
の
社
会
問
題
を
背

景
に
し
た
社
会
運
動
型
に
し
て
い
る
。
草
の
根
と
大
衆
と
い
う
一
面
で
は
類
似

し
て
い
る
が
、一九
七
〇
年
代
の
新
右
翼
や
、
二
〇
〇
九
年
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー

運
動
と
は
社
会
背
景
と
基
盤
が
大
き
く
相
違
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

つ
ま
り
枠
組
み
と
し
て
は
同
じ
で
あ
る
も
の
の
、
一
九
七
〇
年
代
の
新
右
翼

運
動
の
時
点
と
比
較
し
て
、
多
様
性
、
公
平
性
、
包
摂
性
な
ど
の
積
極
的
自

由
の
概
念
が
社
会
的
正
義
と
し
て
ア
メ
リ
カ
社
会
に
鋭
く
、
深
く
入
り
込
ん
で

い
る
現
代
と
は
や
は
り
大
き
く
異
な
る
。
な
ぜ
な
ら
現
時
点
の
こ
の
よ
う
な
社

会
的
正
義
が
蔓
延
す
る
社
会
で
は
、
ア
メ
リ
カ
ン
・
マ
イ
ン
ド
を
持
た
な
い
者
、

英
米
的
価
値
観
・
法
思
想
を
持
た
な
い
者
の
移
民
と
し
て
の
流
入
を
阻
止
す

る
な
ど
の
主
張
は
、
文
化
多
様
性
や
法
規
上
か
ら
積
極
的
に
述
べ
る
こ
と
が
で
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き
な
く
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
治
安
悪
化
、
ア
メ
リ
カ
国
民
の
雇
用
機
会

剥
奪
、
ま
た
は
自
国
民
給
与
の
低
水
準
化
な
ど
の
問
題
と
絡
め
て
論
ぜ
ざ
る

を
得
な
く
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
福
祉
国
家
化
し
た
自
由
社
会
諸
国
の

実
際
に
み
ら
れ
る
福
祉
政
策
と
小
さ
な
政
府
・
消
極
的
自
由
追
求
の
理
念
と

の
乖
離
を
み
る
よ
う
で
あ
る
。
小
さ
な
政
府
を
は
じ
め
と
し
、
自
国
文
化
保

持
の
理
念
も
将
来
に
お
い
て
達
成
し
て
い
く
こ
と
は
極
め
て
険
路
な
も
の
で
あ

る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
が
、
こ
の
よ
う
な
中
で
も
、
あ
え
て
逆
行
す
る
よ
う

に
自
由
社
会
の
理
念
の
追
求
が
あ
っ
て
も
首
肯
さ
れ
る
も
の
だ
ろ
う
。
そ
う
で

な
け
れ
ば
、
消
極
的
自
由
の
理
念
を
基
礎
と
し
構
成
さ
れ
る
英
米
系
自
由
主

義
の
擁
護
な
ど
は
次
第
に
考
慮
さ
れ
ず
、
顧
み
ら
れ
な
く
な
る
危
惧
が
あ
る
。

よ
っ
て
移
民
問
題
を
治
安
や
経
済
面
か
ら
の
み
論
じ
る
の
で
は
な
く
、
自
国
文

化
保
持
、
英
米
系
自
由
・
法
の
支
配
の
擁
護
、
小
さ
な
政
府
の
希
求
、
消
極

的
自
由
の
尊
重
、
な
ど
を
常
に
持
ち
出
し
提
唱
し
続
け
る
こ
と
も
許
容
さ
れ

る
の
で
は
な
い
か
。
こ
れ
ら
を
普
遍
的
な
価
値
で
あ
る
と
し
て
提
唱
し
続
け
て

も
よ
い
の
で
は
な
い
か
。

確
か
に
国
内
法
、
あ
る
い
は
国
際
法
上
の
、
文
化
多
様
性
、
差
別
禁
止
な

ど
の
面
か
ら
、
移
民
問
題
が
治
安
や
経
済
問
題
に
シ
フ
ト
し
て
し
ま
い
か
ね
な

い
。
そ
う
で
あ
る
も
の
の
、
あ
え
て
社
会
問
題
に
か
か
わ
る
移
民
に
つ
い
て
、

自
国
の
文
化
・
精
神
、
宗
教
、
法
思
想
、
自
由
主
義
、
英
米
系
国
際
法
秩

序
を
そ
の
受
け
容
れ
基
準
と
し
て
加
え
て
も
よ
い
の
だ
、
と
い
う
こ
と
を
図
ら

ず
も
ト
ラ
ン
プ
政
権
や
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
は
我
々
に
先
達
と
し
て
示

し
、
政
策
上
の
教
訓
と
し
て
残
し
て
く
れ
た
と
い
え
る
。
我
々
は
こ
れ
ら
を
自

由
社
会
の
維
持
に
活
用
で
き
る
か
検
証
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
ト

ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
、
大
衆
熱
狂
型
と
い
う
扱
い
に
収
斂
さ
せ
ら
れ
ず
、

単
な
る
草
の
根
・
大
衆
運
動
と
い
う
も
の
に
も
収
斂
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

現
代
ア
メ
リ
カ
の
社
会
問
題
に
焦
点
を
当
て
る
、
二
〇
一
〇
年
代
以
降
の
特
異

の
位
置
を
占
め
る
社
会
問
題
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
で
あ
る
。
こ
れ
は
、一九
七
〇
年

代
の
社
会
問
題
を
扱
っ
た
新
右
翼
と
は
形
式
上
類
似
し
て
い
る
も
の
の
、
思
想

背
景
に
お
い
て
は
変
貌
が
大
き
く
、
異
な
る
位
置
に
あ
る
。
ま
た
、
主
に
財

政
論
に
終
始
し
た
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
と
も
異
な
る
位
置
に
あ
る
と
考
え

る
。
一
九
七
〇
年
代
の
新
右
翼
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
時
代
に
は
、
ア
メ
リ
カ
の
分

断
は
顕
著
で
な
く
、
文
化
多
様
性
は
自
生
的
秩
序
内
への
取
り
込
み
が
弱
く
、

萌
芽
的
な
存
在
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
で
は
大
衆
動
員

は
見
ら
れ
た
が
、
ま
た
保
守
的
運
動
で
は
あ
っ
た
が
、
財
政
問
題
に
焦
点
を

当
て
て
い
る
た
め
、
一
般
の
社
会
問
題
への
考
慮
が
乏
し
か
っ
た
。
ゆ
え
に
こ
れ

ら
は
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
運
動
と
の
因
果
性
、
直
結
性
の
程
度
は
弱
い
と

み
な
す
も
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
は
、
一
九
七
〇

年
代
の
い
ま
だ
多
様
性
、
公
平
性
、
包
摂
性
が
途
上
で
あ
っ
た
時
期
の
新
右
翼

の
誕
生
、
目
的
そ
し
て
運
動
と
も
、
二
〇
〇
九
年
の
財
政
規
律
を
求
め
る
全

米
的
草
の
根
の
広
が
り
を
見
せ
た
小
さ
な
政
府
志
向
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運

動
と
も
異
な
っ
て
い
る
。
両
者
い
ず
れ
に
も
分
類
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
。 

よ
っ
て
、
二
〇
一
〇
年
代
以
降
の
独
自
の
地
位
を
示
す
社
会
問
題
争
点
型
の

ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
い
え
よ
う
。
そ
れ
は
二
〇
一
〇
年
代
に
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
英

米
系
自
由
主
義
・
法
思
想
と
相
反
す
る
多
様
性
、
公
平
性
、
包
摂
性
な
ど
の

合
理
主
義
思
想
が
急
速
に
多
数
介
入
し
旧
来
の
自
生
的
秩
序
が
揺
ら
い
で
い

る
時
期
で
あ
る
こ
と
、
人
種
別
人
口
比
、
産
業
構
造
か
ら
ア
メ
リ
カ
社
会
内

で
国
内
分
断
が
生
じ
て
い
る
こ
と
が
理
由
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
だ
ろ
う
。

六
．�

ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
政
策
に
み
ら
れ
る
ポ
ピ
ュ
リ

ズ
ム
の
背
景
と
論
点
の
所
在　

ト
ラ
ン
プ
は
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
、
す
な
わ
ち
自
国
ア
メ
リ
カ
第
一
主
義

を
一
期
目
の
大
統
領
選
挙
中
か
ら
掲
げ
、
当
選
し
た
。﹁
こ
の
瞬
間
か
ら
ア
メ

リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
と
な
る
。
通
商
、
税
金
、
移
民
、
外
交
と
いっ
た
事
柄
は
、
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ア
メ
リ
カ
の
労
働
者
た
ち
と
ア
メ
リ
カ
の
家
族
た
ち
に
利
益
が
あ
る
よ
う
決
め

ら
れ
て
い
く︶

19
︵

﹂
な
ど
の
大
統
領
就
任
演
説
に
端
的
に
表
れ
て
い
る
。
ト
ラ
ン
プ

の
政
策
や
政
治
運
動
は
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
も
形
容
で
き
る
。
こ
の

章
で
は
移
民
、
外
交
政
策
を
軸
に
こ
の
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
政
策
を
具
体

的
に
検
討
す
る
過
程
で
、
こ
れ
に
込
め
ら
れ
た
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
分

析
し
て
い
く
。
ト
ラ
ン
プ
を
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
依
拠
し
た
政
治
家
と
み
な
す
理

由
の一つ
と
し
て
、
保
守
的
側
面
（
移
民
政
策
の
厳
格
運
用
）
と
リ
ベ
ラ
ル
的

側
面
（
保
護
貿
易
の
推
進
）、
さ
ら
に
は
ア
ナ
ー
キ
ズ
ム
的
側
面
（
コ
ス
ト
重

視
の
不
介
入
主
義
外
交
の
展
開
）
な
ど
左
右
に
ぶ
れ
る
多
様
な
特
徴
を
示
し

て
い
る
こ
と
に
よ
る
。
ま
た
ト
ラ
ン
プ
自
身
が
、
移
民
、
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
関
し

て
こ
れ
を
単
一
争
点
の
社
会
問
題
と
し
て
活
用
し
て
い
る
。
加
え
て
、
東
部
エ

ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
の
象
徴
の一つ
で
あ
る
ウ
ォ
ー
ル
街
や
ワ
シ
ン
ト
ン
政
界
を

も
反
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
の
姿
勢
で
難
詰
す
る
と
い
う
草
の
根
運
動
的
特

徴
を
有
し
て
い
る
。
例
え
ば
、﹁
あ
ま
り
も
の
長
期
間
に
わ
た
っ
て
、
わ
が
国

の
首
都
の
少
数
の
グ
ル
ー
プ
が
政
府
の
利
得
を
享
受
し
、
国
民
は
そ
の
負
担
を

し
て
い
た
。
ワ
シ
ン
ト
ン
は
繁
栄
し
た
が
、
国
民
は
そ
の
富
を
分
か
ち
合
え
な

か
っ
た
。
政
治
家
は
繁
栄
し
た
が
、
仕
事
は
去
り
工
場
は
閉
鎖
さ
れ
た
。
エ
ス

タ
ブ
リ
ッ
シ
ュメ
ン
ト
は
自
分
た
ち
を
守
っ
た
が
、
わ
が
国
民
を
守
る
こ
と
は
な

か
っ
た︶

20
︵

﹂
な
ど
の
見
解
に
も
示
さ
れ
て
い
る
だ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
点
か
ら
、

ト
ラ
ン
プ
を
共
和
党
所
属
で
あ
る
か
ら
と
言
っ
て
保
守
主
義
政
治
家
と
呼
称
で

き
な
い
理
由
が
あ
る
。
実
際
ト
ラ
ン
プ
は
一
期
目
政
権
時
に
、
所
得
税
や
法

人
税
の
減
税
を
提
唱
・
実
行
し
た
こ
と
な
ど
、
小
さ
な
政
府
論
者
と
思
え
る

政
策
を
推
進
し
た
。
そ
の一
方
で
、
公
共
事
業
の
拡
充
を
訴
え
る
な
ど
大
き

な
政
府
の
役
割
を
肯
定
的
に
捉
え
て
い
た
。
二
期
目
政
権
（
二
〇
二
五
年
－
）

発
足
に
際
し
て
も
、
政
府
効
率
化
省
（D

epartm
ent of G

overnm
ent 

E
fficiency, 

Ｄ
Ｏ
Ｇ
Ｅ
）
の
設
置
な
ど
小
さ
な
政
府
の
方
向
を
追
求
し
て
は

い
る︶

21
︵

。
す
な
わ
ち
、
小
さ
な
政
府
追
求
や
財
産
権
擁
護
、
自
由
競
争
の
促
進

と
いっ
た
自
由
市
場
シ
ス
テ
ム
へ
の
同
意
を
示
し
て
い
る
。
と
こ
ろ
が
他
方
に
お

い
て
は
公
共
事
業
の
推
進
な
ど
大
き
な
政
府
政
策
を
併
用
す
る
と
こ
ろ
に
、
ト

ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
特
質
と
し
て
注
目
で
き
る
。
そ
し
て
や
は
り
、
最
も

大
き
な
特
徴
と
は一
九
七
〇
年
代
の
新
右
翼
の
よ
う
な
単
一
争
点
型
社
会
問

題
を
掲
げ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
端
的
な
事
例
が
移
民
問
題
と
外
交
問

題
で
あ
り
、
そ
の
政
策
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。

（
1
）
移
民
政
策

ト
ラ
ン
プ
移
民
政
策
で
は
、
①
国
境
を
封
鎖
し
移
民
の
侵
入
を
阻
止
す
る

こ
と
（
国
境
の
壁
完
成
、
移
民
法
執
行
機
関
の
拡
大
、
国
境
監
視
強
化
、
軍

に
よ
る
ア
メ
リ
カ
南
部
国
境
の
警
備
）、
②
米
国
史
上
最
大
の
強
制
送
還
作
戦

を
実
行
す
る
こ
と
、
③
移
民
犯
罪
の
蔓
延
を
阻
止
す
る
こ
と
を
"
速
や
か
に

達
成
す
る
二
十
の
約
束︶

22
︵

"
に
含
め
て
い
る
。
ま
た
付
随
的
に
、
入
国
審
査
を

強
化
し
、
不
法
入
国
と
、
ビ
ザ
期
限
切
れ
の
不
法
滞
在
に
対
す
る
罰
則
を
強

化
す
る
こ
と
を
掲
げ
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
不
法
移
民
の
厳
格
な
取
締
り
や
不
法
移
民
の
強
制
送
還

は
実
行
す
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
反
ト
ラ
ン
プ
政
策
の
議
論
が
あ
る
。
例
え
ば
、

二
〇
二一
年
か
ら
二
〇
二
五
年
の
ジ
ョ
ー
・
バ
イ
デ
ン
（Joe B

iden, 

民
主
党
）

政
権
は
不
法
移
民
への
寛
容
な
政
策
を
打
ち
出
し
、
こ
の
結
果
、
ア
メ
リ
カ
国

内
への
記
録
的
な
不
法
移
民
の
流
入
を
招
い
た︶

23
︵

。

こ
こ
で
、
ア
メ
リ
カ
の
一
般
通
商
行
為
と
し
て
の
輸
入
に
お
い
て
、
非
合
法
品

（
代
表
例
と
し
て
ア
ヘ
ン
（
麻
薬
））
と
合
法
品
（
代
表
例
と
し
て
衣
料
品
）

を
素
材
に
考
察
し
て
い
く
。
不
法
移
民
―
ア
ヘ
ン
、
合
法
移
民
―
衣
料
品
と

し
て
こ
の
移
民
問
題
を
考
察
し
て
み
る
。

ア
メ
リ
カ
は
ア
ヘ
ン
を
規
制
物
質
法
に
基
づ
い
て
輸
入
禁
止
に
で
き
る
。で
は
、

こ
の
ア
ヘ
ン
と
同
じ
く
、
非
合
法
の
不
法
移
民
の
輸
入
（
流
入
）
も
阻
止
し
て

は
い
け
な
い
の
か
。
違
法
輸
入
品
で
あ
る
ア
ヘ
ン
の
流
入
は
ア
メ
リ
カ
政
府
の
意
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思
で
拒
否
で
き
る
が
、
違
法
入
国
者
た
る
不
法
移
民
の
流
入
を
ア
メ
リ
カ
政

府
は
拒
否
が
で
き
な
い
、
と
い
う
法
学
議
論
は
果
た
し
て
妥
当
で
あ
る
の
か
。

さ
ら
に
、
不
法
で
な
い
移
民
に
つ
い
て
も
考
え
て
み
よ
う
。
ア
メ
リ
カ
は
衣

料
品
と
し
て
綿
製
シ
ャ
ツ
製
品
な
ど
の
流
入
に
つ
い
て
、
通
商
上
流
入
規
制
を

構
築
し
て
き
た
。
例
え
ば
、
日
米
間
に
は一
九
五
〇
年
代
か
ら
一
九
七
〇
年
代

ま
で
繊
維
貿
易
摩
擦
が
あ
っ
た
。
一九
五
五
年
に
製
品
単
価
が
約
１
ド
ル
の﹁
ワ

ン
ダ
ラ
ー
ブ
ラ
ウ
ス
﹂
と
呼
称
さ
れ
た
日
本
製
の
綿
製
品
の
輸
入
急
増
に
対
し
、

ア
メ
リ
カ
繊
維
業
界
が
対
日
輸
入
制
限
運
動
を
展
開
し
た︶

24
︵

。
こ
れ
を
踏
ま
え

て
、
日
本
は
ア
メ
リ
カ
側
の
独
自
の一
方
的
輸
入
制
限
措
置
を
回
避
す
る
た
め

に
、
一
九
五
六
年
に
対
米
綿
製
品
輸
出
調
整
措
置
を
行
っ
た︶

25
︵

。
こ
の
時
ア
メ
リ

カ
は
実
行
し
よ
う
と
思
え
ば
独
自
で
日
本
製
綿
製
品
の
輸
入
規
制
が
な
し
え

た
の
で
あ
る
。
現
在
は
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
の
規
定
で
輸
入
規
制
や

自
主
規
制
要
求
が
困
難
と
い
う
な
ら
ば
、
関
税
で
流
入
を
制
限
す
る
こ
と
に

な
る
。
つ
ま
り
、
保
護
主
義
的
な
通
商
政
策
と
し
て
関
税
の
活
用
が
考
え
ら

れ
る
だ
ろ
う
。
こ
れ
を
敷
衍
す
る
な
ら
、
一
般
移
民
の
流
入
に
も
規
制
・
基
準

を
設
け
る
保
護
主
義
的
な
政
策
を
採
用
す
る
こ
と
は
主
権
国
家
の
権
限
行
使

の
範
疇
と
な
ろ
う
。
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
は
主
権
を
有
す
る
一
国
で
あ
っ
て
、
世

界
の
公
園
で
は
な
い
。
人
種
差
別
に
繋
が
る
か
ら
ア
メ
リ
カ
は
移
民
規
制
を
し

て
は
い
け
な
い
、
と
い
う
こ
と
な
ら
ば
ど
こ
に
そ
の
論
拠
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
の
か
。
移
民
数
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と
や
、
い
か
な
る
資
格
・
能
力
を
有

す
る
か
の
基
準
で
移
民
の
可
否
を
判
断
す
る
こ
と
は
そ
の
主
権
国
家
の
管
轄

権
に
属
す
る
も
の
で
は
な
い
の
か
。

ま
た
、
英
米
系
自
由
主
義
社
会
に
入
る
な
ら
、
そ
の
文
化
を
受
容
す
る
義

務
が
あ
る
と
定
め
る
こ
と
も
許
容
さ
れ
る
の
で
は
な
い
か
。
英
語
、
英
米
系
自

由
主
義
、
マ
グ
ナ
・
カ
ル
タ
以
降
の
法
思
想
や
法
の
支
配
の
法
思
想
を
受
容
す

る
こ
と
を
求
め
る
と
い
う
基
準
設
定
も
そ
の
国
家
の
管
轄
権
の一つ
で
あ
っ
て
、

こ
の
よ
う
な
政
策
の
実
行
は
妥
当
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
な
い
だ
ろ
う
か
。

　

ト
ラ
ン
プ
移
民
政
策
の
も
う
一つ
の
論
拠
と
も
な
っ
て
い
る
、
不
法
移
民
に
よ

る
治
安
悪
化
と
社
会
福
祉
増
大
を
防
止
す
る
た
め
と
す
る
理
由
づ
け
と
は
、

こ
れ
は
い
わ
ば
不
法
移
民
と
い
う
対
象
への
社
会
福
祉
政
策
に
異
議
を
唱
え
る

も
の
で
も
あ
り
、
反
過
剰
福
祉
と
い
う
小
さ
な
政
府
希
求
の
な
か
の
一
種
で
は

な
い
だ
ろ
う
か
。
社
会
問
題
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
反
福
祉
政
策
、
小
さ
な
政
府

論
が
連
動
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
つ
ま
り
ト
ラ
ン
プ
政
策
の
移
民
論
点
に
つ

い
て
は
、
小
さ
な
政
府
追
求
に
も
関
係
す
る
も
の
も
あ
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ

る
。
そ
の
よ
う
な
視
点
も
特
徴
と
し
て
指
摘
で
き
よ
う
。
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
お

い
て
は
、
保
守
系
（
小
さ
な
政
府
系
）
も
あ
れ
ば
、
リ
ベ
ラ
ル
系
（
大
き
な
政

府
系
）
も
あ
る
。
こ
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
お
い
て
小
さ
な
政
府
志
向
が
あ
る
こ

と
は
、
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動
で
も
確
認
で
き
た
が
、
こ
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー

運
動
の
系
譜
の
み
が
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
運
動
で
は
な
い
。
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
運
動

と
同
様
、
他
の
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
運
動
は
、
大
衆
運
動
か
ら
湧
き
上
が
る
も
の
で
、

保
守
系
も
リ
ベ
ラ
ル
系
も
存
在
す
る
、
ま
た
は
自
国
文
化
保
持
要
求
も
あ
れ

ば
財
政
的
要
求
、
治
安
的
要
求
の
側
面
も
あ
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ

れ
を
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
、
そ
し
て
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
政
策
は
再
確

認
さ
せ
て
く
れ
た
。
移
民
政
策
は
ア
メ
リ
カ
国
家
や
ア
メ
リ
カ
ン
・
マ
イ
ン
ド
を

擁
護
す
る
保
守
的
運
動
と
も
い
え
る
し
、
コ
ス
ト
意
識
か
ら
、
小
さ
な
政
府

論
か
ら
も
論
じ
ら
れ
、
雇
用
面
か
ら
も
治
安
面
か
ら
も
論
じ
ら
れ
る
。
確
か

に
人
権
擁
護
、
移
民
保
護
的
な
、
リ
ベ
ラ
ル
的
政
策
が
理
念
と
し
て
ア
メ
リ
カ

で
は
定
着
し
つつ
あ
る
だ
ろ
う
。
現
在
は
そ
れ
が
自
生
的
秩
序
に
組
み
込
ま
れ

つつ
あ
る
と
も
い
え
る
。
こ
の
流
れ
に
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
は
反
駁
し
て

い
る
の
で
あ
る
。
今
は
両
者
の
﹁
せ
め
ぎ
合
い
の
時
代
﹂
で
あ
り
、
両
者
が
表

出
し
拮
抗
し
、
対
立
し
て
い
る
状
況
と
い
え
る
。
ト
ラ
ン
プ
の
ア
メ
リ
カ・フ
ァ
ー

ス
ト
政
策
は
こ
の
点
を
我
々
に
明
解
に
示
し
て
く
れ
た
と
い
え
る
。
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（
2
）
外
交
政
策

　

ト
ラ
ン
プ
は
、﹁
コ
ス
ト
削
減
の
中
立
・
不
介
入
主
義
﹂
の
外
交
政
策
を
推

進
し
た
。
こ
の
外
交
方
針
を
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
の
も
う
一
つ
の
柱
と
し
て
、

一
期
目
選
挙
戦
、
そ
し
て
大
統
領
一
期
目
在
任
時
、
さ
ら
に
は
二
期
目
選
挙

戦
、
そ
し
て
大
統
領
二
期
目
在
任
時
に
お
い
て
も
提
唱
し
適
用
し
て
き
た
こ

と
が
特
徴
で
あ
る
。
こ
れ
は
概
ね
、
ア
メ
リ
カ
が
外
交
上
、
孤
立
主
義
に
立
脚

す
る
と
喧
伝
さ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
り
、
そ
の
傾
向
を
想
定
し
て
い
る
。
こ
こ
で

い
う
孤
立
主
義
と
は
単
独
主
義
と
不
介
入
主
義
を
意
味
し
て
き
た
も
の
で
あ

る
。
こ
の
外
交
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
に
関
し
、
特
に
第
二
次
世
界

大
戦
を
め
ぐ
る
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
運
動
の
歴
史
を
概
観
し
、
ア
メ
リ
カ
の
孤

立
主
義
と
の
関
係
性
を
見
い
出
す
な
か
で
、
ト
ラ
ン
プ
型
外
交
に
お
け
る
社
会

問
題
型
ポ
ピュリ
ズ
ム
か
ら
敷
衍
さ
れ
る
本
質
的
課
題
を
考
察
し
て
い
き
た
い
。

孤
立
主
義
外
交
と
は
、
単
独
主
義
（unilateralism

）
と
不
介
入
主
義

（non-interventionism

）
を
通
常
組
み
合
わ
せ
て
採
用
す
る
も
の
で
あ
る
。

こ
の
う
ち
単
独
主
義
と
は
外
国
と
の
同
盟
締
結
を
忌
避
す
る
外
交
方
針
を
掲

げ
る
の
が
一
般
的
で
あ
る
。
ま
た
不
介
入
主
義
を
遂
行
す
る
に
は
主
と
し
て

以
下
の
三
種
類
の
義
務
を
伴
う
こ
と
に
な
る
。
中
立
国
が
交
戦
国
に
軍
事
的

支
援
を
し
て
は
な
ら
な
い
避
止
義
務
、
中
立
国
は
交
戦
国
が
行
う
戦
争
遂
行

の
過
程
に
お
い
て
、
一
定
の
不
利
益
を
受
け
て
も
黙
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

黙
認
義
務
、
中
立
国
は
自
国
の
領
域
を
交
戦
国
に
利
用
さ
せ
て
は
な
ら
な
い

防
止
義
務
な
ど
で
あ
る
。
こ
の
中
で
は
特
に
避
止
義
務
が
重
要
と
な
る
。
孤

立
主
義
外
交
を
採
用
す
る
と
、
他
国
と
軍
事
連
携
を
避
け
て
単
独
で
自
国
防

衛
を
す
る
た
め
、
通
例
ス
イ
ス
に
み
ら
れ
る
よ
う
な
重
武
装
の
中
立
国
家
と
な

る
傾
向
が
あ
る
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
る
と
、
ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス

ト
外
交
と
は
純
粋
な
意
味
の
単
独
主
義
や
不
介
入
主
義
で
は
な
く
、
ア
メ
リ

カ
の
世
界
関
与
の
割
合
を
低
下
さ
せ
う
る
外
交
政
策
に
対
し
て
の
解
釈
表
現

の
一
種
と
も
い
え
る
だ
ろ
う
。

こ
の
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
と
い
う
不
介
入
主
義
外
交
に
つ
い
て
、
一
九
八
一

年
か
ら
一
九
八
九
年
の
レ
ー
ガ
ン
大
統
領
期
の
外
交
と
比
較
し
考
察
し
た
い
。

レ
ー
ガ
ン
期
に
採
用
さ
れ
た
政
策
の
多
く
が
ネ
オ
コ
ン
サ
バ
テ
ィ
ブ
（
ネ
オ
コ
ン
）

と
呼
称
さ
れ
る
一
派
の
提
唱
す
る
軍
事
・
外
交
政
策
で
あ
っ
た
が
、
そ
も
そ
も

こ
の
ネ
オ
コ
ン
派
と
は一
九
七
〇
年
代
に
民
主
党
タ
カ
派
に
所
属
し
て
い
た
の
で

あ
る
。そ
の
当
時
の
共
和
党
で
は
ニ
ク
ソ
ン
や
ヘン
リ
ー・キ
ッ
シ
ン
ジ
ャ
ー（H

enry 

A
lfred K

issinger

）
の
デ
タ
ン
ト
外
交
と
い
う
名
の
米
ソ
共
存
、
緊
張
緩
和

が
主
体
と
な
っ
て
い
た
。
こ
れ
に
不
満
の
あ
る
ネ
オ
コ
ン
派
は
民
主
党
か
ら
共

和
党
へ
所
属
を
移
り
、
や
が
て
共
和
党
レ
ー
ガ
ン
政
権
の
外
交
・
軍
事
政
策
を

支
え
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
ネ
オ
コ
ン
は
世
界
介
入
型
で
あ
って
、
世
界
秩
序

の
維
持
と
自
由
、
民
主
主
義
、
英
米
系
の
法
秩
序
、
法
の
支
配
を
普
及
さ
せ

る
た
め
ア
メ
リ
カ
の
道
義
的
な
責
任
を
世
界
で
果
た
す
こ
と
、
そ
し
て
そ
の
た

め
の
理
念
を
標
榜
す
る
こ
と
、
加
え
て
武
力
行
使
を
辞
さ
な
い
こ
と
な
ど
を

掲
げ
て
い
た
。

こ
れ
と
比
較
す
る
な
ら
ば
、
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
を
伴
う
ト
ラ
ン
プ
外
交
政
策
で

は
、
ア
メ
リ
カ
の
世
界
で
の
役
割
や
、
あ
る
い
は
価
値
や
理
念
を
提
示
で
き
て

い
な
い
。
ア
メ
リ
カ
単
独
主
義
の
外
交
を
標
榜
し
、
国
際
社
会
に
お
け
る
英
米

系
の
自
由
主
義
、
法
の
支
配
の
価
値
を
普
及
さ
せ
る
指
導
力
や
責
任
を
等
閑

視
し
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
た
め
道
義
の
な
い
孤
立
主
義
を
伴
っ

て
も
い
る
。
こ
れ
は
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
離
脱
宣

言
や
北
大
西
洋
条
約
機
構
（
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
）
解
体
示
唆
、
さ
ら
に
は
親
露
外
交

路
線
な
ど
に
お
い
て
確
認
で
き
る
。
た
し
か
に
、
オ
バマ
政
権
時
に
縮
小
さ
れ

た
軍
事
予
算
を
拡
大
し
て
い
る
も
の
の
、
西
側
と
の
国
際
協
調
を
重
要
視
す

る
こ
と
が
欠
如
し
て
い
る
こ
と
な
ど
、ト
ラ
ン
プ
の﹁
力
に
よ
る
平
和
﹂と
は
、レ
ー

ガ
ン
期
の
そ
の
フ
レ
ー
ズ
の
内
容
と
は
大
い
に
異
な
って
レ
ー
ガ
ン
外
交
と
は
極
め

て
相
違
す
る
も
の
と
な
って
い
る
。
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七
．�

英
米
系
の
自
由
な
国
際
秩
序
と
ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー

ス
ト
の
関
係
考
察

ト
ラ
ン
プ
一
期
目
政
権
時
に
は
、
英
米
的
な
自
由
な
法
秩
序
、
す
な
わ
ち

英
米
が
築
い
た
国
際
秩
序
を
破
壊
や
毀
損
し
よ
う
と
す
る
覇
権
国
家
（
主
に

ロ
シ
ア
）
に
対
す
る
抑
止
が
揺
ら
い
で
い
た
。

自
由
な
法
秩
序
の
例
と
し
て
は
、
第
二
次
世
界
大
戦
後
の一九
四
〇
年
代
後

半
か
ら
ア
メ
リ
カ
が
先
導
し
て
お
こ
な
っ
た
次
の
項
目
が
参
考
に
な
る
。
一.
市

場
の
自
由
開
放
、
二
.
経
済
の
安
定
と
社
会
的
保
護
、
三
.
多
国
間
に
お
け

る
制
度
的
協
力
、
四
.
共
同
安
全
保
障
、
五
.
欧
米
民
主
主
義
国
間
の
連
帯

強
化
、
六
.
人
権
と
進
歩
的
な
改
良
、
七
.ア
メ
リ
カ
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
基

礎
と
し
て
構
築
さ
れ
た
国
際
秩
序︶

26
︵

な
ど
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
二
〇
〇
七
年
か
ら
の
世
界
金
融
危
機
や
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に

伴
う
ア
メ
リ
カ
社
会
の
貧
富
の
格
差
拡
大
、
下
層
中
産
階
級
の
不
満
や
慨
嘆

な
ど
も
合
わ
さ
り
、
自
由
な
国
際
秩
序
は
時
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
国
内
か
ら

も
影
響
を
受
け
て
、
ア
メ
リ
カ
国
内
問
題
優
先
主
義
の
名
の
も
と
に
動
揺
し
て

い
る
状
況
と
も
い
え
る︶

27
︵

。
ト
ラ
ン
プ
は
、
通
商
、
同
盟
関
係
、
多
国
間
主
義
に

お
い
て
従
来
の
枠
組
み
の
変
更
を
企
図
し
て
も
い
た
。
代
表
的
な
も
の
に
ア
メ

リ
カ
単
独
主
義
の
例
と
し
て
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
不
要
論︶

28
︵

が
あ
っ
た
。
実
際
在
任
中
に

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
潰
し
も
示
唆
し
た
ほ
ど
で
あ
っ
た
。

　

ト
ラ
ン
プ
型
の
現
在
の
ア
メ
リ
カ・フ
ァ
ー
ス
ト
と
は
、ア
メ
リ
カ
建
国
期
の
ヨ
ー

ロッ
パ
の
戦
争
に
介
入
し
な
い
不
介︶

29
︵

入︶
30
︵

主︶
31
︵

義︶
32
︵

や
ジ
ェ
ー
ム
ズ
・
モ
ン
ロ
ー
（Jam

es 

M
onroe

）
大
統
領
（
任
期
一八
一
七
－一八
二
五
年
）
の
、
ア
メ
リ
カ
が
ヨ
ー
ロッ

パ
の
紛
争
に
介
入
せ
ず
、
そ
の
一
方
で
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
も
ア
メ
リ
カ
に
介
入
し
な
い

こ
と
を
要
求
す
る
モ
ン
ロ
ー
主︶

33
︵

義︶
34
︵

の
再
来
か
の
よ
う
に
演
出
さ
せ
て
い
る
が
、
か

つ
て
の
ア
メ
リ
カ
の
国
力
が
微
弱
だ
っ
た
頃
の
不
介
入
主
義
外
交
と
次
元
が
異

な
る
も
の
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
に
よ
る
不
介
入
主
義
外
交
の
結
末

と
は
、
ユ
ー
ラ
シ
ア
大
陸
に
覇
権
国
の
誕
生
を
使
嗾
す
る
、
反
自
由
主
義
社

会
の
横
溢
を
も
た
ら
す
も
の
で
あ
って
、ま
た
そ
れ
を
希
求
す
る
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー

と
も
み
な
せ
る
。
必
然
的
に
現
在
で
は
ロ
シ
ア・
中
国
に
有
利
と
な
る
だ
ろ
う
。

一九
四
〇
年
設
立
の
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
委
員
会
の
理
想
と
し
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

へ
の
不
介
入
外
交
と
は
、
ナ
チ
ス・ド
イ
ツ
や
ソ
連
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
覇
権
を
放
置
、

等
閑
視
す
る
も
の
で
あ
っ
た
よ
う
に
、
こ
の
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
は
反
自
由

主
義
、
反
英
米
的
国
際
秩
序
、
反
法
の
支
配
を
基
調
と
し
て
い
る
と
み
え
る
。

い
わ
ば
国
際
ア
ナ
ー
キ
ズ
ム
で
あ
り
、
国
際
虚
無
主
義
に
立
脚
し
て
い
る
。
い

ず
れ
も
英
米
系
の
自
由
主
義
に
適
う
も
の
で
は
な
い
。
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト

委
員
会
に
は
親
独
、
そ
し
て
親
ソ
、
ま
た
全
体
主
義
者
・
共
産
主
義
者
、
さ

ら
に
は
無
政
府
主
義
者
も
多
数
加
わ
っ
て
い
た
。
表
面
上
は一
九
世
紀
ま
で
の

ア
メ
リ
カ
孤
立
主
義
の
伝
統
を
受
け
継
ぐ
体
で
彩
ら
れ
て
い
た
が
、
実
際
は
他

の
思
惑
を
も
っ
て
、
つ
ま
り
ド
イ
ツ
や
ソ
連
が
有
益
と
な
る
よ
う
、
ア
メ
リ
カ
が

ユ
ー
ラ
シ
ア
大
陸
に
介
入
し
な
い
よ
う
誘
引
す
る
目
的
で
活
動
し
て
い
た
の
で

あ
る
。

八
．
ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
外
交
に
お
け
る
分
析

　

ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
の
特
徴
と
し
て
外
交
・
軍
事
上
は
国
際

無
秩
序
、
ア
ナ
ー
キ
ズ
ム
傾
向
を
招
来
さ
せ
、
ア
メ
リ
カ
の
介
入
・
影
響
力
が

低
下
す
る
た
め
に
ユ
ー
ラ
シ
ア
大
陸
に
覇
権
国
の
抬
頭
を
促
し
か
ね
な
い
。
ま

た
、
覇
権
国
が
抬
頭
す
る
に
は
必
然
的
に
好
都
合
と
な
る
。
こ
の
点
か
ら
も

世
界
に
局
地
紛
争
を
誘
発
し
か
ね
な
い
要
素
を
含
ん
で
い
る
も
の
で
あ
る
。

ア
メ
リ
カ
が
国
際
介
入
型
で
影
響
力
を
行
使
す
る
方
が
、
そ
れ
を
否
定
し

国
際
不
介
入
と
す
る
よ
り
も
、
ユ
ー
ラ
シ
ア
大
陸
の
安
定
性
が
確
保
さ
れ
る
。

ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
の
不
介
入
主
義
外
交
と
は
、
建
国
期
か
ら
モ
ン
ロ
ー
大

統
領
期
ま
で
と
相
違
し
て
、
ア
メ
リ
カ
の
国
力
が
上
昇
し
て
か
ら
は
、
ア
メ
リ
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カ
を
旧
大
陸
に
介
入
さ
せ
ま
い
と
す
る
勢
力
の
裏
の
意
図
が
加
わ
っ
て
い
る
こ

と
も
垣
間
見
ら
れ
る
。
ア
メ
リ
カ
は
第
二
次
世
界
大
戦
への
参
戦
可
否
を
め
ぐ

り
、
飛
行
士
の
チ
ャ
ー
ル
ズ
・
リ
ン
ド
バ
ー
グ
（C

harles A
ugustus 

Lindbergh

）
や
自
動
車
会
社
経
営
者
の
ヘ
ン
リ
ー
・
フ
ォ
ー
ド
（H

enry 

F
ord

）
が
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
運
動
で
顕
著
な
働
き
を
見
せ
た
が
、
結
局

は
ナ
チ
ス・ド
イ
ツ
に
有
益
に
活
用
さ
れ
て
い
た
よ
う
に
、ま
た
ソ
連
も
ア
メ
リ
カ・

フ
ァ
ー
ス
ト
委
員
会
に
工
作
員
を
送
り
込
ん
で
い
た
よ
う
に
、
覇
権
を
伺
う
国

家
を
利
す
る
結
果
を
招
来
す
る
。
二
十
一世
紀
で
は
ロ
シ
ア
、
中
国
に
資
す
る

も
の
と
な
り
か
ね
な
い
。
す
な
わ
ち
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
を
是
認
す
る
こ
と

は
、
ユ
ー
ラ
シ
ア
大
陸
に
お
い
て
、
ロ
シ
ア
・
中
国
の
抬
頭
を
誘
発
す
る
こ
と
に

も
繋
が
る
。
二
〇
一
七
年
か
ら
実
行
さ
れ
た
ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス

ト
外
交
の
教
訓
と
し
て
は
、
こ
の
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
を
日
本
や
西
ヨ
ー
ロッ

パ
か
ら
捉
え
直
し
て
、
外
交
構
造
を
詳
細
に
分
析
し
、
ア
メ
リ
カ
を
国
際
社
会

に
介
入
さ
せ
る
、
反
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
の
力
が
必
要
で
、
そ
の
努
力
が
求

め
ら
れ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。
ア
メ
リ
カ
は
振
り
子
の
よ
う
に
、
孤
立
主

義
と
い
う
過
去
に
存
在
し
た
、
世
界
の
紛
争
に
関
わ
ら
な
く
て
よ
い
安
ら
ぎ
の

場
を
求
め
る
性
質
が
あ
り
、
孤
立
主
義
に
誘
わ
れ
て
い
く
傾
向
が
あ
る
。
ア

メ
リ
カ
に
お
い
て
、今
後
い
か
な
る
政
権
が
誕
生
し
よ
う
と
も
、西
太
平
洋
、ヨ
ー

ロ
ッ
パ
方
面
に
ア
メ
リ
カ
の
影
響
力
を
残
し
続
け
る
工
夫
と
努
力
が
日
・
欧
に

求
め
ら
れ
、
ア
メ
リ
カ
を
西
太
平
洋
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
介
在
さ
せ
続
け
る
政
策

的
叡
智
が
必
要
と
な
ろ
う
。

ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
外
交
は
、
レ
ー
ガ
ン
政
権
で
の
ネ
オ
コ
ン
政
策
で

も
な
く
、
ア
メ
リ
カ
社
会
に
お
け
る
国
民
の
分
断
化
と
不
安
定
性
、
福
祉
国

家
化
の
進
行
に
よ
る
統
治
能
力
の
危
機
、
そ
し
て
国
内
産
業
構
造
の
変
化
と

も
密
接
に
関
与
し
合
っ
て
成
立
し
て
い
る
、
特
殊
二
十
一
世
紀
型
外
交
と
も
い

え
る
。
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
、
今
後
も
国
内
優
先
主
義
が
外
交
に
影
響
を
及

ぼ
す
、
こ
の
種
の
問
題
は
避
け
ら
れ
な
い
性
質
の
も
の
で
あ
る
点
を
指
摘
し
た

い
。
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
を
標
榜
す
る
不
介
入
主
義
の
外
交
政
策
は
、
現

在
で
は
ア
メ
リ
カ
の
影
響
を
ユ
ー
ラ
シ
ア
に
与
さ
せ
た
く
な
い
勢
力
の
裏
の
意
図

が
錯
綜
し
、
ま
た
ア
メ
リ
カ
国
内
の
社
会
的
分
断
や
不
安
定
性
と
いっ
た
ア
メ

リ
カ
社
会
の
動
揺
が
交
差
し
て
い
る
。
二
十
一
世
紀
型
の
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス

ト
外
交
の
希
求
は
そ
の
草
の
根
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
発
生
と
相
ま
っ
て
今
後
も
姿

を
表
し
続
け
る
だ
ろ
う
。
こ
の
た
め
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
そ
の
外
交

政
策
へ
の
回
帰
は
、
将
来
に
お
い
て
随
時
に
起
こ
り
う
る
可
能
性
を
孕
ん
で
い

る
。
こ
の
こ
と
か
ら
も
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
政
策
の
長
期
的
追
跡
と
精

緻
な
分
析
が
必
須
と
考
え
ら
れ
る
。

九
．�

結
び
―
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
現
代
的
位
置
と
法
哲
学
的

考
察

一
期
目
ト
ラ
ン
プ
政
権
に
お
い
て
も
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
よ
る
公
共
事
業
の

拡
大
な
ど
積
極
財
政
政
策
が
併
用
さ
れ
て
き
た
。
歴
史
を
振
り
返
っ
て
も
、

一
九
八
一
年
か
ら
一
九
八
九
年
の
レ
ー
ガ
ン
政
権
期
で
す
ら
、
連
邦
政
府
債
務
残

高
や
福
祉
予
算
規
模
は
縮
小
で
き
ず
、
小
さ
な
政
府
へ
の
回
帰
や
福
祉
国
家

の
是
正
は
実
現
で
き
な
か
っ
た
も
の
で
あ
る
。
一
九
八
二
年
の
歳
出
全
体

七
四
五
七
億
ド
ル
に
占
め
る
社
会
保
障
費
（
保
健
、メ
デ
ィ
ケ
ア
、
所
得
保
障
、

社
会
保
障
（
年
金
）
の
四
項
目
を
合
計
し
た
も
の
）
は
三
三
七
七
億
ド
ル
で

あ
り
、
こ
れ
が
一
九
八
八
年
に
は
歳
出
全
体
一
〇
六
四
一
億
ド
ル
の
う
ち
社
会
保

障
費
は
四
七
二
〇
億
ド
ル
と
約
一・
四
倍
に
増
大
し
て
い
る︶

35
︵

。
こ
の
社
会
保
障
費

の
伸
び
を
物
価
修
正
し
て
考
え
て
み
る
。
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
資
料

か
ら
、
ア
メ
リ
カ
消
費
者
物
価
指
数
で一
九
八
二
年
を
基
準
年
一
〇
〇
と
し
た

場
合
、
一九
八
八
年
の
そ
れ
は
一
一
八
に
な
っ
て
い
る︶

36
︵

。
仮
に
こ
の
数
字
を
参
考

と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
社
会
で一
九
八
二
年
か
ら
一
九
八
八
年
ま
で
そ
の
比
率
の
物

価
の
上
昇
が
あ
っ
た
と
し
た
場
合
で
も
、
一
九
八
二
年
か
ら
一
九
八
八
年
に
か
け
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て
の
社
会
保
障
予
算
全
体
の
増
加
は
、
そ
の
物
価
の
上
昇
を
さ
ら
に
上
回
っ
て

一
・
四
倍
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
歳
出
全
体
か
ら
割
合
も
見
て
も
、

一
九
八
二
年
の
社
会
保
障
費
割
合
は
四
五
％
で
あ
っ
て
、
こ
れ
が
一
九
八
八
年
の

社
会
保
障
費
割
合
で
は
四
四
％
と
同
水
準
を
維
持
し
て
い
る
。
目
に
見
え
る

フ
ー
ド
ス
タ
ン
プ
予
算
の
縮
小
ば
か
り
が
指
摘
さ
れ
て
き
た
が
、
全
体
で
は
社

会
保
障
の
重
視
傾
向
は
止
め
ら
れ
な
く
な
っ
て
い
る
。
す
で
に
カ
ー
タ
ー
政
権

期
に
社
会
保
障
制
度
の
充
実
が
見
ら
れ
た
こ
と
か
ら
も
、
レ
ー
ガ
ン
政
権
に
お

い
て
は
社
会
保
障
制
度
内
の
非
効
率
性
の
改
善
が
な
さ
れ
た
程
度
で
あ
っ
て
、

予
算
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
た
と
は
い
え
な
い
だ
ろ
う
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
て
、

現
代
ア
メ
リ
カ
社
会
を
考
察
す
る
な
ら
ば
、
自
由
な
社
会
に
お
け
る
国
家
肥

大
化
や
福
祉
国
家
化
の
現
実
と
は
い
か
な
る
将
来
像
を
暗
示
す
る
だ
ろ
う
か
。

こ
の
問
い
の
背
景
の一つ
に
、
既
に
確
立
さ
れ
た
現
代
統
治
機
構
に
お
い
て
は
、

中
央
集
権
化
と
国
家
肥
大
化
へ
の
志
向
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
止
む
こ
と
は
な
い
、
と

い
う
峻
厳
な
事
実
が
あ
る
。
先
進
各
国
に
お
け
る
中
央
行
政
府
主
導
の
福
祉

国
家
化
、
中
央
指
令
型
国
家
化
、
集
産
化
の
傾
向
は
な
お
も
継
続
し
維
持
さ

れ
る
だ
ろ
う
。

さ
ら
に
既
に
、
一
九
三
三
年
か
ら
実
施
さ
れ
た
ニュ
ー
デ
ィ
ー
ル
政
策
の
大
き

な
影
響
力
に
よ
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
伝
統
の
自
由
市
場
経
済
は
、
一
定
の
改
変
を

受
け
、
そ
の
慣
例
は
随
所
に
残
り
続
け
、
今
な
お
物
価
や
失
業
問
題
の
解
決

に
は
、
中
央
行
政
府
に
よ
る
集
権
型
国
家
運
営
こ
そ
適
切
と
解
釈
す
る
傾
向

は
、
ア
メ
リ
カ
社
会
に
都
度
に
確
認
で
き
る
。
こ
こ
に
自
由
主
義
社
会
は
、
福

祉
政
策
と
相
ま
っ
て
多
機
能
化
す
る
に
至
り
、
消
極
的
自
由
に
依
拠
し
た
、

小
さ
な
政
府
を
将
来
に
お
い
て
実
現
す
る
な
ど
は
極
め
て
険
路
で
あ
ろ
う
。

現
代
ア
メ
リ
カ
社
会
に
お
い
て
は
、
社
会
構
造
の
変
化︶

37
︵

に
よ
り
、
ア
メ
リ
カ

的
価
値
と
伝
統
の
変
容
が
顕
著
に
な
り
つ
つ
あ
る
。
例
え
ば
、
社
会
福
祉
、

少
数
民
族
の
人
権
と
いっ
た
概
念
も
、
経
済
的
側
面
や
政
治
的
側
面
か
ら
の

融
和
政
策
が
母
体
で
あ
っ
た
が
、
現
代
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら
が
政

治
理
念
化
し
体
内
に
取
り
込
ま
れ
つつ
あ
る
と
い
え
る
。
つ
ま
り
、
Ｆ
・
Ａ
・
ハ

イ
エ
ク
（F

riedrich A
ugust von H

ayek

）
の
哲
学
に
あ
る
自
生
的
秩
序

論
に
お
い
て
も
読
み
解
け
な
い
、
中
世
以
来
の
思
想
転
換
期
に
差
し
掛
か
っ
て

い
る
の
で
あ
ろ
う
。
既
に
幾
つ
も
の
現
代
的
政
治
理
念
が
自
生
的
な
構
造
の
中

に
組
み
入
れ
ら
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
文
化
的
多
様

性
な
ど
の
政
治
理
念
も
ま
す
ま
す
現
実
社
会
に
組
み
入
れ
ら
れ
て
い
く
蓋
然

性
が
高
い
。

か
つ
て
自
由
論
の
な
か
に
は
自
生
的
秩
序
と
し
て
法
文
化
や
国
家
を
捉
え

論
じ
る
こ
と
も
あ
っ
た
。
長
い
年
月
を
経
て
こ
の
自
生
的
秩
序
も
移
り
変
わ
り

つつ
あ
る
。
英
米
系
の
法
思
想
の
伝
統
と
、
現
代
的
社
会
変
容
の
せ
め
ぎ
合
い

が
起
き
て
い
る
。
な
ら
ば
、
究
極
的
に
は
、
ア
メ
リ
カ
ン
・
マ
イ
ン
ド
、
英
米
系

自
由
主
義
、
マ
グ
ナ
・
カ
ル
タ
以
降
の
法
思
想
、
法
の
支
配
の
法
思
想
な
ど
の

英
米
の
価
値
観
を
、
英
米
社
会
に
入
る
に
は
受
け
容
れ
る
必
要
が
あ
る
、
と

い
う
理
屈
付
け
す
ら
も
変
わ
ら
ざ
る
を
得
な
い
の
だ
ろ
う
か
。
こ
の
よ
う
な
自

国
文
化
の
保
持
・
擁
護
な
ど
は
、
将
来
に
お
い
て
も
実
践
可
能
で
あ
る
だ
ろ
う

か
。
既
に
ア
メ
リ
カ
国
内
、
西
欧
社
会
内
か
ら
リ
ベ
ラ
ル
な
政
策
の
法
制
化
に

よ
っ
て
自
由
社
会
が
変
容
し
つ
つ
あ
り
、
消
極
的
自
由
が
弱
体
化
し
て
い
る
。

ア
メ
リ
カ
の
国
内
法
を
整
備
す
る
形
で
積
極
的
自
由
の
追
求
が
進
め
ら
れ
、

人
権
擁
護
・
文
化
多
様
性
が
自
生
的
秩
序
の
中
に
組
み
込
ま
れ
て
い
る
と
も

い
え
る
。
こ
こ
に
お
い
て
、
移
民
問
題
で
あ
って
も
治
安
悪
化
、
ア
メ
リ
カ
国
民

の
雇
用
機
会
剥
奪
、
も
し
く
は
自
国
民
給
与
の
低
水
準
化
、
な
ど
の
実
用
的

論
点
に
よ
って
の
み
取
り
扱
わ
れ
か
ね
な
い
。
福
祉
国
家
政
策
も
既
に
自
生
的

秩
序
の
中
に
取
り
込
ま
れ
て
し
ま
っ
て
い
る
状
況
で
あ
る
。
現
在
の
こ
の
福
祉

国
家
の
中
で
、
小
さ
な
政
府
の
追
求
と
同
じ
く
自
国
の
文
化
の
擁
護
を
掲
げ
、

移
民
を
規
制
す
る
こ
と
は
、
実
態
上
至
難
と
な
ろ
う
。
英
米
的
価
値
観
に
対

置
さ
れ
る
形
で
、
人
権
・
文
化
の
多
様
性
の
促
進
な
ど
が
社
会
的
正
義
と
し

て
政
治
理
念
に
ま
で
高
め
ら
れ
、
受
容
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
両
者
は
鋭
く
対
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立
し
て
い
る
。
移
民
問
題
が
素
材
と
な
っ
て
、
今
ま
さ
に
こ
れ
ら
の
事
柄
の
せ

め
ぎ
合
い
や
両
者
の
相
克
を
提
示
し
て
い
る
時
期
と
い
え
よ
う
。

現
代
社
会
の
政
府
は
、
福
祉
国
家
と
し
て
肥
大
化
し
、
な
お
も
強
固
で
あ

る
。
福
祉
国
家
が
到
来
し
て
以
降
、
拡
大
し
た
政
府
権
力
が
遍
く
波
及
し
て

い
る
。
こ
の
た
め
、幾
多
の
全
体
主
義
の
理
論
研
究︶

38
︵

に
お
い
て
警
鐘
対
象
で
あ
っ

た
多
数
者
た
る
大
衆
よ
り
も
、
逆
説
的
に
、
少
数
者
で
あ
る
行
政
府
・
政
府

構
成
員
こ
そ
が
、
反
自
由
主
義
の
政
策
を
担
い
か
ね
な
い
事
態
と
な
って
い
る
。

第
二
次
大
戦
中
や
戦
後
の
先
進
諸
国
に
お
け
る
、
統
制
主
義
や
集
産
主
義
的

政
府
の
誕
生
は
そ
の
具
体
的
事
例
の
一
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
ら
の
傾
向
は
少
数
の

政
府
構
成
員
た
る
官
僚
、
公
共
企
業
体
職
員
に
よ
って
促
進
さ
れ
て
い
く
。
こ

の
政
府
構
成
員
ら
は
、
集
権
化
を
望
み
、
社
会
工
学
的
設
計
技
術
を
駆
使
し

て
、
国
内
の
分
権
化
や
小
さ
な
政
府
的
政
策
を
阻
害
し
て
い
る
。
こ
の
者
た

ち
は
経
済
発
展
よ
り
も
再
配
分
に
こ
そ
関
心
が
強
く
、
そ
の
大
き
な
政
府
維

持
の
傾
向
か
ら
、
合
理
主
義
、
設
計
主
義
思
想
に
親
和
性
を
帯
び
、
集
産
主

義
的
な
社
会
を
希
求
す
る
勢
力
と
い
え
よ
う
。
そ
し
て
こ
の
勢
力
と
は
、
現

代
の
い
ず
れ
の
自
由
社
会
で
も
発
生
す
る
の
で
あ
る
。
積
極
的
自
由
に
基
づ
く

福
祉
国
家
の
仕
組
み
は
な
お
も
継
続
し
て
い
く
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
状
況
の
な

か
で
、
個
人
の
自
由
を
損
な
う
統
制
主
義
や
集
産
主
義
政
府
、
大
き
な
政
府

と
対
峙
す
る
新
し
い
概
念
を
挙
げ
る
な
ら
、
草
の
根
運
動
や
こ
の
度
の
ト
ラ
ン

プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
そ
の
ア
イ
デ
ア
と
な
る
だ
ろ
う
。

こ
こ
で
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
に
着
目
す
る
こ
と
は
、
自
由
主
義
理
論
の

考
察
に
お
い
て
い
か
な
る
影
響
を
持
つ
で
あ
ろ
う
か
。
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
、
草

の
根
運
動
や
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
と
は
、
大
き
な
政
府
へ
対
抗
し
て
き
た
歴
史
を
も
っ

た
活
動
で
あ
り
、
こ
れ
は
分
権
制
と
私
的
権
利
の
擁
護
を
求
め
る
自
由
主
義

に
と
って
も
類
似
し
た
方
向
性
を
も
って
い
る
。

ア
メ
リ
カ
に
は
幸
い
、
中
世
に
端
を
発
し
た
コ
モ
ン
・
ロ
ー
と
法
の
支
配
の
思

想
が
、
建
国
期
に
イ
ギ
リ
ス
か
ら
社
会
移
植
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
制
度
の
歴
史

は
長
く
、
適
宜
の
修
正
を
経
て
も
、
上
位
に
あ
る
、
自
由
を
擁
護
す
る
古
き

良
き
法
と
下
位
に
あ
る
法
律
と
い
う
形
で
構
成
さ
れ
て
い
る
原
形
は
失
わ
れ
て

い
な
い
。
積
極
的
自
由
の
興
隆
が
あ
って
も
、
政
府
に
よ
り
福
祉
国
家
化
が
強

化
さ
れ
て
も
、
多
様
性
の
追
求
が
制
定
法
化
さ
れ
て
も
、
自
由
を
擁
護
す
る

上
位
の
法
が
明
確
に
存
在
し
、
そ
の
も
と
に
法
律
が
あ
る
、
と
いっ
た
関
係
は

弱
体
化
し
て
い
る
と
は
い
え
、
い
ま
だ
継
続
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

そ
も
そ
も
草
の
根
ポ
ピュ
リ
ズ
ム
は
、
ア
メ
リ
カ
政
治
史
の
伝
統
の
も
と
、
反

啓
蒙
思
想
を
標
榜
し
て
、
権
力
の
分
立
に
よ
る
個
人
の
私
権
の
擁
護
を
果
た
す

法
思
想
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
る
。
草
の
根
運
動
や
ポ
ピュリ
ズ
ム
を
自
由
主
義
の

た
め
に
活
用
し
、
そ
の
一
方
に
お
い
て
ト
ラ
ン
プ
型
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
政
策

に
存
在
す
る
マ
イ
ナ
ス
点
を
巧
み
に
取
り
除
く
な
ら
ば
、
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ

ズ
ム
を
自
由
社
会
に
適
う
よ
う
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
ア
メ
リ
カ

の
産
業
構
造
の
変
化
、
人
種
別
人
口
比
率
の
推
移
、
自
国
文
化
の
変
容
の
危

惧
は
、
や
が
て
い
ず
れ
の
先
進
諸
国
に
お
い
て
も
懸
念
さ
れ
る
要
素
と
な
る
。

よ
っ
て
こ
の
ト
ラ
ン
プ
型
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
発
生
を
契
機
と
し
て
、
我
々
は
ア
メ
リ

カ
の
草
の
根
運
動
や
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
の
受
容
と
経
過
を
自
由
社
会
や
自
由
理
論

と
の
関
わ
り
に
お
い
て
、
思
慮
深
く
検
証
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
て
い
る
と
い
え

よ
う
。
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 （2）原稿の提出期限は10月第3金曜日までとする。 

 

4. 原稿の受理手続 

 （1）教務委員会は、原稿の形式や記述方法が「投稿規程」及び「執筆要項」に準拠しているかどう

か点検する。原稿の種類の最終的な調整は教務委員長が決定する。 

 （2）点検後の原稿の訂正は認めない。 

 

5. 査読の実施 

 査読に関する規定は別に定める。 

 

6. 校正 

 （1）校正は投稿者の責任において2校までとする。 

 （2）校正は誤植訂正のみとし、標題及び本文の訂正は認めない。 

 （3）校正は赤字で明示し、初校は1週間以内、2校は3日以内に行う。 

   ただし、出張などでやむを得ない場合は担当委員に連絡するものとする。 

 

7. 抜刷 

 抜刷は論文1編につき50部以内とし、原則投稿者の負担とする。 

 

8. 紀要の公開 

 紀要に掲載された論文等は、本学のホームページを通じて広く一般に公開されるものとする。 

 

附 則 
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    日本国際学園大学 （日本国際学園大学紀要投稿規程） 

 

 この規程は平成10年6月11日から実施する。 

   附 則 

 この規程は平成15年2月20日から実施する。 

   附 則 

 この規程は平成15年9月18日から実施する。 

   附 則 

 この規程は平成17年5月12日から実施する。 

   附 則 

 この規程は平成18年4月13日から実施する。 

   附 則 

 この規程は平成25年5月9日から実施する。 

   附 則 

 この規程は平成31年4月1日から施行する。 

   附 則 

 この規則は令和2年4月1日から施行する。 

   附 則 

 この規則は令和4年7月1日から施行する。 

   附 則 

 この規則は令和6年4月1日から施行する。 
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       日本国際学園大学（日本国際学園大学紀要投稿論文の査読方法等について） 

日本国際学園大学紀要投稿論文の査読方法等について 

理事長裁定 

（目的） 

第1条  日本国際学園大学（以下「本学」という。）が発行する『日本国際学園大学紀要』（以

下「紀要」という。）に投稿された論文について査読の基本的事項を定めることを目的とす

る。 

（対象論文） 

第2条  紀要に投稿された論文のうち以下の論文を査読の対象とする。 

（1）原著論文 

（2）研究ノート 

（3）調査報告書 

（査読者） 

第3条 査読者は1論文につき2名とする。 

2  教務委員会紀要担当委員（以下「担当委員」という。）は原則として本学教員から査読者を

選任し、委嘱する。 

3  査読者の氏名は公表しない。 

（査読） 

第4条  投稿者は査読のため、論文原稿をメールにファイル添付して提出する。 

2  担当委員は論文原稿の形式及び記述方法が本学紀要投稿規程及び要項に準拠しているか確認

する。 

3  各査読者は学術的論文としての明確さを確認し、掲載の可否を担当委員に書面にて報告する。 

4  教務委員会は査読者の報告を受け、教学部長の了承を得て、最終的な掲載の可否を決定し、

投稿者に通知する。 

5  査読者及び教務委員会委員は紀要が刊行されるまで、査読で知りえた内容について機密を保

たなければならない。 

（査読期間） 

第5条  査読者は、論文原稿を受け取ってから3週間以内に査読を完了する。 

（その他） 

第6条 その他査読に関し、必要な事項は、担当委員及び教学部長の意見を聴いて学部長が定め

る。 

 

 

 附 則 

 この裁定は、令和2年4月1日から適用する。 

 附 則 

 この裁定は、令和4年7月1日から適用する。 

 附 則 

 この裁定は、令和6年4月1日から適用する。 

附 則 

 この裁定は、令和6年7月1日から適用する。 
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